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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念，使命・目的，大学の個性・特色等 

 

広島文教女子大学（以下，「本学」という。）は，創設者武田ミキによって，「真実に徹した

堅実なる女性の育成」を建学の精神に，昭和 23（1948）年広島市北部の可部に広島県可部女

子専門学校が設立されたことに始まる。以来，学園は創設者の教育に対する比類のない情熱

に支えられ，広島県可部女子高等学校，可部女子短期大学の設立を経て，昭和 41（1966）年

に広島文教女子大学を開学，昭和 61（1986）年には大学院文学研究科を開設するなど，女子

教育のための総合学園として着実な発展を遂げ，今日に至っている。 

 学園の発展を支えてきたのは，創設者が掲げた 3 箇条の学園訓 

一，真理を究め 正義に生き 勤労を愛する人になりましょう。 

一，責任感の強い 逞しい実践力のある人になりましょう。 

一，謙虚で優雅な人になりましょう。 

及び「心を育て 人を育てる（育心 育人）」という揺るぎない教育理念である。 

学園訓は，当時の教育基本法の理念を踏まえつつ，戦前から女子教育一筋に生きてきた創

設者の貴重な実践の中から生み出されたもので，常に本学の精神的な拠りどころとされてき

た。また，「育心 育人」の教育理念は，実践力の土台をなすのは「人づくり」であるとして，

創設者が自叙伝『育心』の中で提唱したもので，今も本学の教育活動の中に一貫して受け継

がれている。 

目的及び使命について，広島文教女子大学学則に，「教育基本法及び学校教育法の定めると

ころに従い，建学の精神に則り，現代社会を支える学問の基礎・基本となる教養と時代の変

化・発展に対応できる専門的学術を教授研究し，深い知識と高い識見と豊かな人間性を養い，

もって社会の要請に応えうる人間の育成を目的とする。」と規定している。 

 平成 12（2000）年度に学部名称を文学部から人間科学部に変更するとともに，初等教育学

科を除くすべての学科を新規又は改組転換により開設した。「二度目の開学」と呼びうるほど

の大規模な改革に踏み切った理由は，ますます複雑化・多様化する現代社会の諸問題を解決

するためには，人間を中心に据えた「知」の再構成を図ることが不可欠であり，それこそが，

創設者が掲げる「育心 育人」の教育理念を継承し発展させていく道であるとの認識に基づく

ものであった。各学科は，それぞれの専門的な立場から学園訓・建学の精神に基づいた「自

立した女性」の育成に取組み，専門分野はもとより社会の多方面で活躍が期待される人材を

輩出している。 

平成 16（2004）年に学園訓を現代的な視点から見つめ直し，21 世紀に通用する価値ある

独自性を持った学園ビジョン・大学ミッションとして再構築し，それをもとに大学改革を進

めてきた。また，ビジョン・ミッションを達成するために，目標の連鎖という手法によって

教職員の意識統合を図り，学園としての有機的な活動を引き出すべく「BMS（文教マネジメ

ントシステム）」（以下「BMS」とする）をスタートさせた。 

平成 19（2007）年度から「文教スタンダード 21」というプロジェクトを立ち上げ，「育心 

育人」教育と地域貢献を柱とする大学ミッションを学士課程教育の中で達成するための教育

改革を推進してきた。これまでに本プロジェクトで取り組んできた主な課題は，①教養教育



2 

 

の再構築，②「BECC（Bunkyo English Communication Center）」の開設，③人材育成目

標に基づく学科カリキュラムの最適化，④教育システムの構築である。現在は，教育システ

ムを完成に導くための PDCA（Plan Do Check Action）サイクルの構築を目指している。 

学園ビジョン・大学ミッションの構築は，学園訓を現代的な視点から，今一度見直そうと

する画期的な試みであった。この取組みを通じて，各構成員が本学の理念・目的の独自性と

有用性について認識を新たにすることができた。 

 ミッションは建学の精神や学園訓，我々が取り組んでいる活動を基にして取り纏めたもの

であったが，実際の行動により結びつけやすくするために，平成26（2014）年度に学園ミッ

ション・学園ビジョン及び大学ミッション・大学ビジョンを変更した。 

本学は，平成 28（2016）年に開学 50 周年，その 2 年後の平成 30（2018）年には学園創

立 70 周年を迎えた。これを機に，次の時代を見据えながら「育心 育人」教育の継承と更な

る発展を期している。 

  



3 

 

Ⅱ．沿革と現況 

 

１．本学園の沿革 

「学校法人 武田学園」は，次に掲げる学校を設置している。 

    広島文教女子大学大学院 

    広島文教女子大学 

    広島文教女子大学附属高等学校 

    広島文教女子大学附属幼稚園 

昭和23年 3月31日 広島県可部女子専門学校設立認可 

設立者武田ミキ校長となる。 

昭和23年 4月15日 広島県安佐郡亀山村四日市699番地（高宮中学校内）において同校開校 

昭和27年 7月15日 私立学校法第31条の規定に基づき学校法人武田学園設立認可 

昭和37年 1月20日 可部女子短期大学（被服科入学定員40人，収容走員80人）設置認可 武田

ミキ学長となる。 

昭和37年 3月31日 広島県可部女子専門学校廃校 

昭和37年 4月 1日 広島県安佐郡可部町大字中島1810番地において可部女子短期大学開学 

昭和39年 1月17日 可部女子短期大学に食物栄養科食物専攻，栄養専攻設置認可 

昭和39年 2月24日 可部女子短期大学食物栄養科に，「中学校教諭二級普通免許状（家庭）」授

与の資格を得させるための課程認定 

昭和39年 3月31日 可部女子短期大学食物栄養科栄養専攻を栄養士養成施設として指定され

る。 

昭和39年 4月 1日 可部女子短期大学食物栄養科開設 

昭和40年 1月25日 可部女子短期大学に国文科，英文科設置認可 

昭和40年 2月22日 可部女子短期大学国文科，英文科に，「中学校教諭二級普通免許状 国文科

に国語，英文科に外国語（英語）」授与の資格を得させるための課程認定 

昭和40年 4月 1日 可部女子短期大学国文科，英文科開設 

昭和41年 1月25日 広島文教女子大学文学部（国文学科，英文学科）設置認可 武田ミキ学長

となる。 

昭和41年 4月 1日 広島文教女子大学文学部国文学科，英文学科に，「高等学校教諭二級普通免

許状，中学校教諭一級普通免許状 国文学科に国語，英文学科に外国語（英

語）」授与の資格を得させるための課程認定 

昭和41年 4月 1日 広島県安佐郡可部町大字上原1238番地において広島文教女子大学開学 

昭和41年 4月 1日 「可部女子短期大学」を「広島文教女子大学短期大学部」と校名変更 

昭和42年12月28日 短期大学部食物栄養科「栄養専攻」を「食物栄養専攻」と専攻名変更 

昭和44年 2月 8日 短期大学部食物栄養科食物専攻に，「中学校教諭二級普通免許状（保健）」

授与の資格を得させるための課程認定 

昭和45年 1月21日 短期大学部に幼児教育学科設置認可 

昭和45年 1月24日 短期大学部幼児教育学科を「保母」養成施設として指定される。 

昭和45年 2月13日 短期大学部幼児教育学科に，「幼稚園教諭二級普通免許状」授与の資格を得

させるための課程認定 

昭和45年 2月26日 短期大学部の「国文科」を「国文学科」に，「英文科」を「英文学科」に，

「被服科」を「服飾学科」に，「食物栄養科」を「食物栄養学科」に，学科

名変更認可 

昭和45年 4月 1日 短期大学部幼児教育学科開設 
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昭和51年 3月29日 広島文教女子大学及び広島文教女子大学短期大学部の聴講生の課程に，教

員免許状授与の資格を得させるための課程認定（適用時期 昭和51年4月1

日） 

昭和53年 4月 1日 短期大学部服飾学科を「2級衣料管理士」養成大学として認定される（社

団法人日本衣料管理協会）。 

昭和56年 1月16日 文学部に初等教育学科設置認可 

昭和56年 2月10日 広島文教女子大学文学部初等教育学科に，「小学校教諭一級普通免許状」授

与の資格を得させるための課程認定（適用時期，昭和56年4月1日） 

昭和56年 4月 1日 文学部初等教育学科開設 

昭和58年11月19日 武田学園創立35周年記念式典挙行 

昭和60年 2月 9日 広島文教女子大学文学部国文学科に，「高等学校教諭二級普通免許状（書

道）」授与の資格を得させるための課程認定（適用時期 昭和60年4月1日） 

昭和60年 3月26日 大韓民国全州教育大学と広島文教女子大学間における研究及び教育の協力

について協定を結ぶ 

昭和61年 3月18日 広島文教女子大学大学院設置認可 

文学研究科国語学国文学専攻（修士課程） 

昭和61年 4月 1日 広島文教女子大学大学院文学研究科国語学国文学専攻開設 

昭和62年 3月18日 大学院文学研究科教育学専攻（修士課程）増設認可 

昭和62年 4月 1日 大学院文学研究科教育学専攻開設 

広島文教女子大学大学院文学研究科国語学国文学専攻に，「高等学校教諭一

級普通免許状（国語）」授与の資格を得させるための課程認定 

（適用時期 昭和62年4月1日） 

昭和63年 4月 1日 広島文教女子大学文学部初等教育学科に，小学校教諭一級普通免許状授与

の資格を得させるための聴講生の課程認定（適用時期 昭和63年4月1日） 

昭和63年 5月24日 中華人民共和国大連外国語学院と広島文教女子大学間における研究及び教

育の協力について協定を結ぶ。 

平成元年 2月14日 文学部初等教育学科に，幼稚園教諭一級普通免許状授与の資格を得させる

ための課程認定 

（適用時期 平成元年4月1日） 

平成元年 4月 1日 文学部に，社会教育主事課程設置 

平成元年 4月 1日 文学部に，学芸員課程設置 

平成元年 4月 1日 短期大学部「服飾学科」を「生活科学科」に名称を変更 

平成 2年 2月20日 大学院文学研究科教育学専攻に，「小学校教諭専修免許状及び幼稚園教諭専

修免許状」授与の資格を得させるための課程認定（適用時期 平成2年4月

1日） 

平成 2年 4月 1日 短期大学部食物栄養学科食物専攻学生募集停止 

平成 3年12月20日 短期大学部食物栄養学科「入学定員50人 収容定員100人」に変更認可 

（変更時期 平成4年4月1日） 

平成 4年 4月 1日 食物栄養学科の専攻課程廃止 

平成 5年 3月19日 大学院文学研究科 英米文学専攻（修士課程）増設認可 

大学院文学研究科英米文学専攻に「中学校教諭専修免許状 外国語（英語），

高等学校教諭専修免許状 外国語（英語）」授与の資格を得させるための課

程認定（適用時期 平成5年4月1日） 

平成 5年 4月 1日 大学院文学研究科英米文学専攻開設 

平成 6年 4月 1日 短期大学部幼児教育学科学生募集停止 

平成 7年12月22日 短期大学部専攻科栄養専攻（修業年限2年）の設置が文部省において受理
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される。 

平成 8年 1月29日 短期大学部専攻科栄養専攻は学位授与機構が定める要件（学位規則第6条

第1項）を満たす専攻科として認定される。 

平成 8年 4月 1日 短期大学部専攻科栄養専攻開設 

平成 8年 5月28日 短期大学部幼児教育学科を廃止 

平成11年 3月19日 文学部国文学科，英文学科に「高等学校教諭一種免許状 国文学科に『国

語』『書道』，英文学科に『英語』，中学校教諭一種免許状 国文学科に『国

語』，英文学科に『英語』」，初等教育学科に，「小学校教諭一種免許状 幼

稚園教諭一種免許状」授与の資格を得させるための課程認定（適用時期 平

成11年4月1日） 

平成11年 5月31日 4年制大学の充実を図るため「文学部国文学科，英文学科」及び「短期大

学部国文学科，英文学科」の学生募集を平成12年4月から停止して，新た

に「人間言語学科（入学定員120人，編入学定員10人），人間文化学科（入

学定員120人，編入学定員10人），人間福祉学科（入学定員100人，編入学

定員20人）」の新設を設置申請 

平成11年 7月28日 新学科設置申請認可 

人間言語学科 入学定員120人，編入学定員10人，収容定員500人 

人間文化学科 入学定員120人，編入学定員10人，収容定員500人 

人間福祉学科 入学定員100人，編入学定員20人，収容定員440人 

（開設時期 平成12年4月1日） 

平成11年 8月 5日 学部名の「文学部」を「人間科学部」に名称変更届出 

平成11年10月29日 学部名の「文学部」を「人間科学部」に名称変更届出受理（変更時期 平

成12年4月1日） 

平成11年12月24日 司書教諭講習科目の相当する授業科目開設について届出受理（開設時期 

平成12年4月1日） 

平成12年 2月29日 人間科学部人間言語学科に「高等学校教諭一種免許状，中学校教諭一種免

許状，国語コースに（国語），英語コースに（英語）」人間文化学科に「高

等学校教諭一種免許状（書道）」授与の資格を得させるための課程認定（適

用時期 平成12年4月1日） 

学部名「文学部」を「人間科学部」に名称変更 

平成12年 4月 1日 既設の文学部国文学科，英文学科（2学科は平成12年4月学生募集停止）の

ほか，人間科学部に，人間言語学科（入学定員120名，編入学定員10名），

人間文化学科（入学定員120名，編入学定員10名），初等教育学科（入学定

員80名），人間福祉学科（入学定員100名，編入学定員20名）開設。 

短期大学部は，既設の国文学科，英文学科（2学科は平成12年4月学生募集

停止），生活科学科，食物栄養学科となる。 

平成12年12月21日 人間科学部人間福祉学科に「高等学校教諭一種免許状（福祉）」授与の資格

を得させるための課程認定（適用時期 平成13年4月1日） 

平成13年 5月29日 短期大学部英文学科を廃止 

平成14年 4月 1日 人間科学部に心理学科（入学定員70名，編入学定員10名），人間栄養学科

（入学定員70名）開設 

短期大学部生活科学科，食物栄養学科の学生募集を停止する。 

平成14年 5月 7日 大学院文学研究科教育学専攻臨床心理学コースに「臨床心理士」受験資格

に関する指定（第2種）を受ける（指定時期 平成15年4月1日，ただし協

会指定運用内規により平成14年4月1日から遡及適用）。 

平成14年 5月29日 短期大学部国文学科を廃止 

平成15年 5月12日 短期大学部生活科学科を廃止 

平成16年 4月 1日 人間科学部人間文化学科の学生募集を停止 
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人間言語学科（入学定員70名，編入学定員10名）に再編成 

短期大学部専攻科栄養専攻の学生募集を停止 

平成16年12月22日 文学部国文学科を廃止 

平成17年 3月29日 人間科学部人間栄養学科に「栄養教諭一種免許状」授与の資格を得させる

ための課程認定（適用時期 平成17年4月1日） 

平成17年 4月 1日 大学院文学研究科の名称を「人間科学研究科」と改称 

平成17年 5月16日 独立行政法人大学評価・学位授与機構へ短期大学部専攻科栄養専攻の廃止

届出 

平成17年 5月30日 短期大学部を廃止 

平成17年 7月 6日 人間科学研究科教育学専攻収容定員の変更に伴う学則変更届出 

平成18年4月1日国語学国文学専攻入学定員5名（収容定員10名），英米文学

専攻入学定員5名（収容定員10名）の学生募集を停止し，教育学専攻の入

学定員10名（収容定員20名），平成19年4月入学定員15名（収容定員30名）

とする。 

平成18年 3月31日 文学部英文学科を廃止 

平成20年 4月 1日 大学院人間科学研究科人間福祉学専攻を開設 

平成21年 4月 1日 人間科学部人間言語学科の学生募集停止 

平成22年 4月 1日 人間科学部グローバルコミュニケーション学科（入学定員70人，編入学定

員5人）を開設 

平成24年 4月17日 人間科学部初等教育学科及び人間福祉学科収容定員の変更に伴う学則変更

届出 

平成25年4月1日初等教育学科入学定員80名（収容定員320名）を入学定員

100名（収容定員400名），人間福祉学科入学定員100名（収容定員440名（編

入学40名））を入学定員80名（収容定員360名（編入学40名））に変更 

平成27年 3月31日 人間科学部人間言語学科を廃止 

平成29年11月28日 人間科学部心理学科及び人間科学研究科教育学専攻臨床心理学コースに

「公認心理師」受験資格を得させるための科目変更届出（適用時期 平成30

年4月1日） 
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価 

基準 1．使命・目的等 

1-1 使命・目的及び教育目的の設定 

≪1-1の視点≫ 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

1-1-② 簡潔な文章化 

1-1-③ 個性・特色の明示 

1-1-④ 変化への対応 

（1）1-1 の自己判定 

基準項目1-1を満たしている。 

 

（2）1-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

学校法人武田学園は，学校法人武田学園寄附行為第3条において，「この法人は，教育基本

法及び学校教育法に従って，学校教育を行い，「育心 育人」の教育理念に基づいた人材を

育成することを目的とする」ことを明記している。 

本学の目的については，広島文教女子大学学則及び広島文教女子大学大学院学則において，

下記の通り規定している。 

○ 広島文教女子大学学則第1条  

 広島文教女子大学は，教育基本法及び学校教育法の定めるところに従い，建学の精神に

則り，現代社会を支える学問の基礎・基本となる教養と時代の変化・発展に対応できる専

門的学術を教授研究し，深い知識と高い識見と豊かな人間性を養い，もって社会の要請に

応えうる人間の育成を目的とする。 

○ 広島文教女子大学大学院学則第2条 

  大学院は，学術の理論及び応用を教授研究し，その深奥をきわめて，文化の進展に寄与

することを目的とする。 

本学の教育研究目的については，学部の学科ごと及び大学院の研究教育目的を次のとおり

定めている。 

○ 広島文教女子大学における教育研究目的に関する規程第2条 

（1）初等教育学科は，教育に関する専門的な知識や技能を修得し，主体性と協同性を

持った逞しい実践力のある人材を育成する。 

（2）人間福祉学科は，誰もが安心していきいきと暮らすことができる，福祉社会を支

える知識と技術をもった心豊かな人材を育成する。 

（3）心理学科は，心身の健康に関する専門的な知識や技能を身につけた，リーダーと

して地域に貢献できる人材を育成する。 

（4）人間栄養学科は，健康及び食に関する専門的な知識や技術と豊かな人間性を身に

つけた人材を育成する。 

（5）グローバルコミュニケーション学科は，実践的な英語力を身につけ，グローバル
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な視野で幅広いものの見方・考え方ができる自立した人材を育成する。 

○ 広島文教女子大学大学院学則第5条第2項 

人間の教育・健康及び社会福祉の分野で高度な専門的知識と研究能力及び優れた実践力

を身につけさせることによって，地域社会の中で中心となって活躍できる人材の育成を目

的とする。 

 

以上のことから，大学設置基準第 2 条の基準を満たしているといえる。 

 

1-1-② 簡潔な文章化 

本学の建学の精神を現す3箇条の学園訓と「育心 育人」という教育理念を踏まえて定めら

れた使命及び目的は，平易な文章を用い，簡潔に文章化されている。それは教育研究目的に

ついても，同様である。それぞれの表現や趣旨は，本学の大学案内及び本学ホームページ上

に明示されている。 

 

1-1-③ 個性・特色の明示 

本学は，平成 15 （2003）年度から学園を挙げて取組んできたプロジェクト「育心 育人

21」 によって，改革へ大きく踏み出すことになった。このプロジェクトの目的は，高度情

報化社会の到来，急速なグローバル化の進展，少子高齢化による人口減少などにより，戦後

高等教育が未曾有の転換期を迎える中で，「知識基盤社会」と言われる 21 世紀に通用する価

値ある独自性を持った学園ビジョン・大学ミッションを構築するとともに，大学の組織と運

営の在り方について根本的な見直しを行い，今後の改革への出発点にしようとするものであ

った。 

 この，学園ビジョン・大学ミッションの構築は，学園訓を現代的な視点から，もう一度見

直そうとする画期的な試みであった。この取組みを通じて，各構成員が本学の理念・目的の

独自性と有用性について認識を新たにすることができた。 

 しかし，ミッションは建学の精神や学園訓，我々が取り組んでいる活動を取り纏めたもの

になっており，行動に結びつけるのが難しい状況になっていたため，平成26（2014）年度に

学園ミッション・学園ビジョン及び大学ミッション・大学ビジョンを変更し，新たに行動規

範を制定した。また平成29（2017）年度には，これらのうち学園ビジョンを一部改訂し，よ

り簡潔で端的な表現とした。それぞれ，以下のとおりである。 

行動規範 

「それは，文教生にとって最もよいことですか」 

 学園ミッション 

  わたしたちは文教生の豊かな人生の礎となる最高の教育を行います。 

 学園ビジョン 

  ・文教生が，【学び成長する喜び】を感じている。 

  ・教職員一人ひとりが，【育てる喜び】を感じている。 

  ・教職員一人ひとりが，【成長する喜び】を感じている。 
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  ・教職員一人ひとりが，【文教で働く喜び】を感じている。 

 大学ミッション 

  わたしたちは，質の高い教育ときめ細かな支援で学生一人ひとりの成長を後押しし，社

会に役立つ人材を育成します。 

  大学ビジョン 

  ・学生一人ひとりが誇りを持ち，自己実現に向けてたゆまぬ努力を続けている。 

  ・教員が一丸となって，堅実な研究と組織力をもとに，学生の心に響く教育活動を実現

している。 

これにより，新たに定めた中長期目標（ゴール）とともに大学改革の本格始動となった。 

 

1-1-④ 変化への対応 

平成 24（2012）年に中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に

向けて～生涯学び続け，主体的に考える力を育成する大学へ～」が公にされ，それ以来大学

には教育の質的転換が求められてきた。それを受け，主体的な学修習慣の確立と授業の双方

向性の実現のために，学内の Wi-Fi 環境の整備と多様な学修形態に対応できる施設の設置を

おこなった。 

 まず，学内の Wi-Fi 環境については，平成 25（2013）年度入学生より学生全員がタブレッ

ト端末を持ち，学修ツールとして活用している。この目的の一つには，タブレット端末を通

して理解度の確認や意見の集約をすることによって，教員はより効果的な授業展開を実現す

ること，学生はより積極的に授業に参加することにある。一方向的な授業から，双方向的な

授業へと転換を図ることを目的としている。 

 次に，多様な学修形態に対応できる施設については，平成 26（2014）年 3 月に，附属図書

館１階にラーニング・コモンズを設置した。大学教育では学生一人ひとりの能力を引き出す

ことも重要であるが，社会においては一人が課題を解決するよりも，チームで課題を解決す

るという機会の方が多い。ラーニング・コモンズは，この点に注目し，コミュニケーション

を通してアイデアを出し合い，議論し，一つの結論を導き出すという経験を，大学のなかで

実現することを目的としたものである。 

 一方で，一人で集中して知識技能を高めるという従来型の学修方法も有効である。そこで，

平成 26（2014）年 12 月には個別学修施設である ILS（Independent Learning Suite）を設

置した。ILS の特徴は，学修に集中できる環境であることに配慮し，机と机との間に仕切り

を設けて個人的な学修空間を確保していることに加えて，疲れた時のリラックススペースと

して長ソファを設置していること，個別学修支援スペースがあること等である。 

 また，平成 27（2015）年 2 月には Wi-Fi 環境をさらに効果的に活用し，時間外学修の充実

を一層図るべく教材作成ならびに配信システムである Glexa を導入した。今後はこのシステ

ムを活用した反転授業への取組の充実が期待される。 

以上のように，大学教育への現代的な要請に基づき，教育環境ならびに教育方法の転換を

実現している。またこのことは，ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，アドミ

ッション・ポリシーの三つのポリシーに基づくものであり，大学設置基準第２条や学校教育
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法第 83 条などへの法令への適合という視点はもとより，大学教育に求められる変化への対応

も満たすこととなった。 

 

（3）1-1 の改善・向上方策（将来計画） 

これからも，意味・内容の具体性と明確性，簡潔な文章化を確保・継続しつつ，大学を取

り巻く環境の変化，具体的には少子高齢化による人口減少，急速なグローバル化の進展，そ

れらに伴って社会や受験生が大学に求める期待の変化などに応じて，自らの存在意義を問い

直し，随時，使命・目的及び教育目的の見直し等を実施していく方針である。 

 

1-2 使命・目的及び教育目的の反映 

≪1-2の視点≫ 

1-2-① 役員,教職員の理解と支持 

1-2-② 学内外への周知 

1-2-③ 中長期的な計画への反映 

1-2-④ 三つのポリシーへの反映 

1-2-⑤ 教育研究組織の構成との整合性 

（1）1-2 の自己判定 

基準項目1-2を満たしている。 

 

（2）1-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

1-2-① 役員,教職員の理解と支持 

平成 24（2012）年の中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に

向けて～生涯学び続け，主体的に考える力を育成する大学へ～」を受け，平成 25（2013）年

3 月に学内において開催された教職員研修会では共通テーマを「中教審答申と今後の教育に

ついて」として役員ならびに教職員に対して周知がなされた。また平成 25（2013）年 8 月に

開催された学園構成員全員を対象とした研修会では「教育の質的転換の意義とその方法とに

ついて」と題して，中央教育審議会答申の意義と現在取り組んでいる教育改革との関係性に

ついて説明がなされた。大学教育の質的転換の経過報告と今後の取組について，平成 26（2014）

年 3 月の教職員研修会において「質的転換の今後の課題―アクティブ・ラーニング・ラーニ

ングコモンズ・GPA・学修行動調査―」と題する説明がなされた。 

 また，平成 26（2014）年の中央教育審議会答申「新しい時代にふさわしい高大接続の実現

に向けた高等学校教育，大学教育，大学入学者選抜の一体的改革について」を受け，平成 27

（2015）年 3 月に開催された学内研修会では「中央教育審議会答申「新しい時代にふさわし

い高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教育，大学入学者選抜の一体的改革について」

について」と題して，さらに平成 27（2015）年 8 月には「高大接続答申を受けた大学の教育

改革に伴う入学者選抜改革について」と題してそれぞれ研修会において周知がなされている。 

さらに，平成 29（2017）年 2 月に開催された学内研修会では，大学の使命・目的及び教育

目的を踏まえたいわゆる三つのポリシーの改定についての周知を図っている。 
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これらの取り組みによって，役員ならびに教職員には理解と支持を得ている。 

 

1-2-② 学内外への周知 

大学の使命・目的及び教育目的は，『大学案内』及び本学ホームページに掲載している。

このほか，大学の使命・目的及び教育目的を規定した「広島文教女子大学学則」は，毎年発

行される『学生生活ハンドブック』に掲載するほか，学校教育法施行規則第172条の2の定め

に基づき，教育研究情報の公表の一つとして，本学ホームページ上にも掲載して，情報の開

示を図っている。 

 

1-2-③ 中長期的な計画への反映 

本学では，4 年毎に理事長，学長を中心に中期計画（長期計画を含む）を策定しており，

現在は平成 26（2014）年度に作成した「学校法人武田学園 平成 26 年度事業方針」をもと

に運営を行っている。そこには以下のように大学ミッション及び大学ビジョンが示されてい

る。 

大学ミッション 

わたしたちは，質の高い教育ときめ細かな支援で学生一人ひとりの成長を後押しし，

社会に役立つ人材を育成します。 

大学ビジョン 

・学生一人ひとりが誇りを持ち，自己実現に向けてたゆまぬ努力を続けている。 

・教員が一丸となって，堅実な研究と組織力をもとに，学生の心に響く教育活動を

実現している。 

 このようなミッション及びビジョンに基づき，以下のような中長期目標が設定された。 

 

中長期目標 

1 「自己育成力」の充実と希望進路の実現とを期して，組織的な学生指導・支援に

教員パワーを傾注する。（チュータリング・マネジメントの向上，「育心の時間」

の質的拡充，学生の要望を踏まえたキャリア教育・就職支援の充実） 

2 専門分野の「学士力」の確実な定着を期して，組織的な教育活動に教員パワーを

傾注する。（カリキュラムマネジメントによる教育活動の点検・改善と質的向上） 

3 学生への教育効果やラーニング・アウトカムの充実を期して，その礎となる研究

活動の活性化を図るために，組織的な研究体制づくりに教員パワーを傾注する。

（教員の業務内容の整理と研修日の実質化，研究成果の公表を促進するための

制度拡充） 

 これらの内，1 の「育心の時間」の拡充については平成 27（2015）年度から改善すべく実

施形態及び内容について検討をしているところである。そのほかの項目についても順次検討

をおこなってゆく。 

このように，中期計画は，大学の使命・目的及び教育目的の達成を目指したものとなって

いる。 
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1-2-④ 三つのポリシーへの反映 

本学の教育理念「心を育て 人を育てる」に基づき，女性の持てる才能を伸ばして育てる

ことによって自立の精神と実践力を養う教育を目指している。この教育理念を踏まえて平成 

24（2012）年に学部・学科，平成25(2013)年に大学院のアドミッション・ポリシー，カリキ

ュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシーを見直した。さらに，平成29（2017）年4月に

は，改正された学校教育法施行規則第165条の2の定めに基づき，大学の使命・目的及び教育

目的との一貫性に配慮しつつ，学部・学科のディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシ

ー及びアドミッション・ポリシーと大学院のアドミッション・ポリシーを大幅に改定し，大

学ホームページに公表した。このうち，学部のディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリ

シー及びアドミッション・ポリシーと大学院のアドミッション・ポリシーは，以下の通りで

ある。 

 

 広島文教女子大学の「卒業認定･学位授与の方針」（ディプロマ･ポリシー）,「教育課程編成･実施の

方針」（カリキュラム･ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッション･ポリシー） 

 

人間科学部 

■卒業認定･学位授与の方針（ディプロマ･ポリシー） 

広島文教女子大学は,建学の精神及び学園訓に基づき,謙虚で優雅な人間性と思いやりの心

を持ち,正しい判断力とたくましい実践力を身につけた人材の育成を目的とし,「育心育人」と

いう教育理念の具現化を通して,「自立した女性」の育成を目的としています。 

その目的を達成するために,広島文教女子大学における教育研究目的に関する規程第2条に

基づく以下の能力を修得及び育成し,社会に有用な人材を育成することを教育目標としてい

ます。 

 

（1）状況を見極め適切に判断し,計画を具体的な行動に移す能力（実践力） 

自らの目標達成のために解決しなければならない課題に対して,状況に対する正しい理解

とそれに基づく最適な判断,そして積極的な態度で行動することができます。 

（2）自らを律し,社会でたくましく生き抜こうとする姿勢（自律性） 

予測困難な社会の中で,たくましく生き抜いてゆこうとする姿勢を身につけることができ

ます。 

（3）リテラシーに基づくコミュニケーション力 

言語に関わる高度なリテラシーを獲得し,それに基づくコミュニケーション能力を実践的

生活に活用することができます。 

（4）専門的な知識･技能の活用力 

学位プログラムに関わる専門的な知識･技能を獲得し,それを職業生活において活用するこ

とができます。 

（5）豊かな人間性（育心育人） 
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「育心育人」の精神に基づく他者への配慮,多様性への理解,自らの人間性の向上を通して人

間性あふれる豊かな社会を実現しようとする態度を身につけることができます。 

 

■教育課程編成・実施の方針（カリキュラム･ポリシー） 

広島文教女子大学は,卒業認定･学位授与の方針に掲げた教育目標達成のために,教養教育科

目及び専門教育科目,その他必要と考える科目を体系的に配置し,教育目標との関連を示すた

めにナンバリングを行います。また,学修系統を容易に把握できるように,科目の関係をカリキ

ュラムマップにより明示します。学修内容,学修方法,学修成果の評価の在り方については以下

の通りとしています。 

 

１ 学修内容 

（1）教養教育では,現実の問題を多面的に考える力や社会で必要となる基礎的なスキル

とともに,たくましく生きる力を身につけることを目的として初年次教育及びキャリア形

成教育をおこないます。 

（2）語学教育では,英語学修専用施設（Bunkyo English Communication Center）を活

用した少人数教育によるアクティブ･ラーニングを通して外国語の活用力の育成をはか

ります。 

（3）専門教育では,各専門領域の体系性に基づいて,科目を適切な学年･期に配置し,その

関連性をカリキュラムマップによって示します。 

２ 学修方法 

（1）双方向性を実現し,能動的な学修態度と実践力を養うためにICT機器を活用します。 

（2）自律学修習慣を身につけるために,「育心の時間」（オフィスアワー）を活用して

学修成果評価後の指導を実施します。 

（3）実践力及びコミュニケーション力を養うために,少人数の授業ではアクティブ･ラー

ニングを取り入れます。 

（4）豊かな人間性を育成するために,学科ごとに開講される「プログラム育心」を実施

します。 

３ 学修成果の評価の在り方 

卒業認定･学位授与の方針に掲げる実践力等の修得状況を大学としての評価,学科として

の評価,学生個人の評価のそれぞれによって把握します。 

（1）大学としての評価は,学修行動調査及び自己評価シートの結果に基づいて評価しま

す。 

（2）学科としての評価は,学科長及びチューターによって専門教育科目のGPAに基づ

いて評価します。 

（3）学生個人の評価は,履修科目のGPA,卒業研究の評価及び自己評価シートに基づい

て評価します。 

 

■入学者受入れの方針（アドミッション･ポリシー） 
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広島文教女子大学は,本学の卒業認定･学位授与の方針に掲げる人材を育成するために,教育

課程編成・実施の方針によって定める学修内容及び学修方法を通じて自立した女性へと成長

できる,以下の資質を持った入学者を求めます。そのために,多様な選抜方法を実施します。 

（1）入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2）高等学校等までの学習内容のうち,国語総合を通じてコミュニケーション力及びリ

テラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3）自立するために必要な専門的知識･技能を修得しようとする意欲がある。 

（4）広島文教女子大学の教育理念を理解し,心の在り方を問い続けようとする意欲があ

る。 

 

■学修成果の評価に関する方針（アセスメント･ポリシー） 

卒業認定･学位授与の方針に掲げる教育目標の達成状況は,教育課程編成・実施の方針の「3

学修成果の評価の在り方」によりますが,その具体的な方法は以下の通りです。 

（1）卒業研究の評価 

卒業研究の評価は,学部共通の卒業研究ルーブリックによって評価します。評価結果の妥当

性については,大学及び学科として評価結果を集計し検証します。また,学生個人としては卒

業研究ルーブリック及び指導教員との面談により確認します。 

（2）総括テスト,レポート等による評価 

各期末に総括テスト,レポート等による評価を行います。レポートについてはコモン･ルー

ブリックを必要に応じて活用します。また,科目の内容に共通性があるものについては科目

群として,コモン･ルーブリックを科目の性質に対応させた科目群ルーブリックとして活用

します。 

（3）自己評価シート 

卒業認定･学位授与の方針に掲げる教育目標の達成状況を確認するために,卒業時に自己評

価シートによる調査を行います。この結果は,大学及び学科として集計します。 

 

上記に掲げる評価の他,各種採用試験･国家試験等の合格率,資格の取得状況などについても

評価の観点として設定します。 

 

初等教育学科 

■卒業認定･学位授与の方針（ディプロマ･ポリシー） 

（1）状況を見極め適切に判断し,計画を具体的な行動に移す能力（実践力） 

自らの目標達成のために解決しなければならない課題に対して,状況に対する正しい理解

とそれに基づく最適な判断,そして積極的な態度で行動することができます。 

（2）自らを律し,社会でたくましく生き抜こうとする姿勢（自律性） 

予測困難な社会の中で,たくましく生き抜いてゆこうとする姿勢を身につけることができ

ます。 

（3）リテラシーに基づくコミュニケーション力 
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言語に関わる高度なリテラシーを獲得し,それに基づくコミュニケーション能力を実践的

生活に活用することができます。 

（4）専門的な知識･技能の活用力 

教職,教科教育及び保育等の,教育学に関わる専門的な知識･技能を獲得し,それを職業生活

において活用することができます。 

（5）豊かな人間性（育心育人） 

「育心育人」の精神に基づく他者への配慮,多様性への理解,自らの人間性の向上を通して人

間性あふれる豊かな社会を実現しようとする態度を身につけることができます。 

■教育課程編成・実施の方針（カリキュラム･ポリシー） 

１学修内容 

（1）教養教育では,現実の問題を多面的に考える力や社会で必要となる基礎的なスキル

とともに,たくましく生きる力を身につけることを目的として初年次教育及びキャリア形

成教育をおこないます。 

（2）語学教育では,英語学修専用施設（Bunkyo English Communication Center）を活

用した少人数教育によるアクティブ･ラーニングを通して外国語の活用力の育成をはか

ります。 

（3）専門教育では,教育学の体系性に基づいて,科目を適切な学年･期に配置し,その関連

性をカリキュラムマップによって示します。 

２学修方法 

（1）双方向性を実現し,能動的な学修態度と実践力を養うためにICT機器を活用します。 

（2）自律学修習慣を身につけるために,「育心の時間」（オフィスアワー）を活用して

学修成果評価後の指導を実施します。 

（3）実践力及びコミュニケーション力を養うために,少人数の授業ではアクティブ･ラー

ニングを取り入れます。 

（4）初等教育学科では教育者として求められる豊かな人間性を育成するために,「プロ

グラム育心」を実施します。 

３学修成果の評価の在り方 

学科全体に関わる評価は学科長によって,学年別の評価はチューターによって,専門教育

科目のGPAに基づいて評価します。 

■入学者受入れの方針（アドミッション･ポリシー） 

（1）入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2）高等学校等までの学習内容のうち,国語総合を通じてコミュニケーション力及びリ

テラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3）自立するために必要な,教育学に関する専門的知識･技能を修得しようとする意欲が

ある。 

（4）広島文教女子大学の教育理念を理解し,心の在り方を問い続けようとする意欲があ

る。 
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人間福祉学科 

■卒業認定･学位授与の方針（ディプロマ･ポリシー） 

（1）状況を見極め適切に判断し,計画を具体的な行動に移す能力（実践力） 

自らの目標達成のために解決しなければならない課題に対して,状況に対する正しい理解

とそれに基づく最適な判断,そして積極的な態度で行動することができます。 

（2）自らを律し,社会でたくましく生き抜こうとする姿勢（自律性） 

予測困難な社会の中で,たくましく生き抜いてゆこうとする姿勢を身につけることができ

ます。 

（3）リテラシーに基づくコミュニケーション力 

言語に関わる高度なリテラシーを獲得し,それに基づくコミュニケーション能力を実践的

生活に活用することができます。 

（4）専門的な知識･技能の活用力 

個人の尊厳を重視し支援する能力等の,社会福祉学に関わる専門的な知識･技能を獲得し,

それを職業生活において活用することができます。 

（5）豊かな人間性（育心育人） 

「育心育人」の精神に基づく他者への配慮,多様性への理解,自らの人間性の向上を通して

人間性あふれる豊かな社会を実現しようとする態度を身につけることができます。 

■教育課程編成・実施の方針（カリキュラム･ポリシー） 

１学修内容 

（1）教養教育では,現実の問題を多面的に考える力や社会で必要となる基礎的なスキル

を身につけるとともに,たくましく生きる力を身につけることを目的として初年次教育及

びキャリア形成教育をおこないます。 

（2）語学教育では,英語学修専用施設（Bunkyo English Communication Center）を活

用した少人数教育によるアクティブ･ラーニングを通して外国語の活用力の育成をはか

ります。 

（3）専門教育では,社会福祉学の体系性に基づいて,科目を適切な学年･期に配置し,その

関連性をカリキュラムマップによって示します。 

２学修方法 

（1）双方向性を実現し,能動的な学修態度と実践力を養うためにICT機器を活用します。 

（2）自律学修習慣を身につけるために,「育心の時間」（オフィスアワー）を活用して

学修成果評価後の指導を実施します。 

（3）実践力及びコミュニケーション力を養うために,少人数の授業ではアクティブ･ラー

ニングを取り入れます。 

（4）人間福祉学科では福祉マインドに基づく豊かな人間性を育成するために,「プログ

ラム育心」を実施します。 

３学修成果の評価の在り方 

学科全体に関わる評価は学科長によって,学年別の評価はチューターによって,専門教育

科目のGPAに基づいて評価します。 
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■入学者受入れの方針（アドミッション･ポリシー） 

（1）入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2）高等学校等までの学習内容のうち,国語総合を通じてコミュニケーション力及びリ

テラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3）自立するために必要な,社会福祉学に関する専門的知識･技能を修得しようとする意

欲がある。 

（4）広島文教女子大学の教育理念を理解し,心の在り方を問い続けようとする意欲があ

る。 

 

心理学科 

■卒業認定･学位授与の方針（ディプロマ･ポリシー） 

（1）状況を見極め適切に判断し,計画を具体的な行動に移す能力（実践力） 

自らの目標達成のために解決しなければならない課題に対して,状況に対する正しい理解

とそれに基づく最適な判断,そして積極的な態度で行動することができます。 

（2）自らを律し,社会でたくましく生き抜こうとする姿勢（自律性） 

予測困難な社会の中で,たくましく生き抜いてゆこうとする姿勢を身につけることができ

ます。 

（3）リテラシーに基づくコミュニケーション力 

言語に関わる高度なリテラシーを獲得し,それに基づくコミュニケーション能力を実践的

生活に活用することができます。 

（4）専門的な知識･技能の活用力 

心の多様性と普遍性を理解し,それをもって社会貢献する能力等の,心理学に関わる専門

的な知識･技能を獲得し,それを職業生活において活用することができます。 

（5）豊かな人間性（育心育人） 

「育心育人」の精神に基づく他者への配慮,多様性への理解,自らの人間性の向上を通して

人間性あふれる豊かな社会を実現しようとする態度を身につけることができます。 

■教育課程編成・実施の方針（カリキュラム･ポリシー） 

１学修内容 

（1）教養教育では,現実の問題を多面的に考える力や社会で必要となる基礎的なスキル

とともに,たくましく生きる力を身につけることを目的として初年次教育及びキャリア形

成教育をおこないます。 

（2）語学教育では,英語学修専用施設（Bunkyo English Communication Center）を活

用した少人数教育によるアクティブ･ラーニングを通して外国語の活用力の育成をはか

ります。 

（3）専門教育では,心理学の体系性に基づいて,科目を適切な学年･期に配置し,その関連

性をカリキュラムマップによって示します。 

２学修方法 

（1）双方向性を実現し,能動的な学修態度と実践力を養うためにICT機器を活用します。 
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（2）自律学修習慣を身につけるために,「育心の時間」（オフィスアワー）を活用して

学修成果評価後の指導を実施します。 

（3）実践力及びコミュニケーション力を養うために,少人数の授業ではアクティブ･ラー

ニングを取り入れます。 

（4）心理学科では人間に関する専門職業人として社会貢献する上で必要な豊かな人間性

を育成するために,「プログラム育心」を実施します。 

３学修成果の評価の在り方 

学科全体に関わる評価は学科長によって,学年別の評価はチューターによって,専門教育

科目のGPAに基づいて評価します。 

■入学者受入れの方針（アドミッション･ポリシー） 

（1）入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2）高等学校等までの学習内容のうち,国語総合を通じてコミュニケーション力及びリ

テラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3）自立するために必要な,心理学に関する専門的知識･技能を修得しようとする意欲が

ある。 

（4）広島文教女子大学の教育理念を理解し,心の在り方を問い続けようとする意欲があ

る。 

 

人間栄養学科 

■卒業認定･学位授与の方針（ディプロマ･ポリシー） 

（1）状況を見極め適切に判断し,計画を具体的な行動に移す能力（実践力） 

自らの目標達成のために解決しなければならない課題に対して,状況に対する正しい理解

とそれに基づく最適な判断,そして積極的な態度で行動することができます。 

（2）自らを律し,社会でたくましく生き抜こうとする姿勢（自律性） 

予測困難な社会の中で,たくましく生き抜いてゆこうとする姿勢を身につけることができ

ます。 

（3）リテラシーに基づくコミュニケーション力 

言語に関わる高度なリテラシーを獲得し,それに基づくコミュニケーション能力を実践的

生活に活用することができます。 

（4）専門的な知識･技能の活用力 

食生活や健康に関わる課題を科学的に解決する能力等の,栄養学に関わる専門的な知識･

技能を獲得し,それを職業生活において活用することができます。 

（5）豊かな人間性（育心育人） 

「育心育人」の精神に基づく他者への配慮,多様性への理解,自らの人間性の向上を通して

人間性あふれる豊かな社会を実現しようとする態度を身につけることができます。 

■教育課程編成・実施の方針（カリキュラム･ポリシー） 

１ 学修内容 

（1）教養教育では,現実の問題を多面的に考える力や社会で必要となる基礎的なスキル



19 

 

とともに,たくましく生きる力を身につけることを目的として初年次教育及びキャリア形

成教育をおこないます。 

（2）語学教育では,英語学修専用施設（Bunkyo English Communication Center）を活

用した少人数教育によるアクティブ･ラーニングを通して外国語の活用力の育成をはか

ります。 

（3）専門教育では,栄養学の体系性に基づいて,科目を適切な学年･期に配置し,その関連

性をカリキュラムマップによって示します。 

２ 学修方法 

（1）双方向性を実現し,能動的な学修態度と実践力を養うためにICT機器を活用します。 

（2）自律学修習慣を身につけるために,「育心の時間」（オフィスアワー）を活用して

学修成果評価後の指導を実施します。 

（3）実践力及びコミュニケーション力を養うために,少人数の授業ではアクティブ･ラー

ニングを取り入れます。 

（4）人間栄養学科では食生活や健康の向上に貢献しようとする豊かな人間性を育成する

ために,「プログラム育心」を実施します。 

３ 学修成果の評価の在り方 

学科全体に関わる評価は学科長によって,学年別の評価はチューターによって,専門教育

科目のGPAに基づいて評価します。 

■入学者受入れの方針（アドミッション･ポリシー） 

（1）入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2）高等学校等までの学習内容のうち,国語総合を通じてコミュニケーション力及びリ

テラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3）自立するために必要な,栄養学に関する専門的知識･技能を修得しようとする意欲が

ある。 

（4）広島文教女子大学の教育理念を理解し,心の在り方を問い続けようとする意欲があ

る。 

 

グローバルコミュニケーション学科 

■卒業認定･学位授与の方針（ディプロマ･ポリシー） 

（1）状況を見極め適切に判断し,計画を具体的な行動に移す能力（実践力） 

自らの目標達成のために解決しなければならない課題に対して,状況に対する正しい理解

とそれに基づく最適な判断,そして積極的な態度で行動することができます。 

（2）自らを律し,社会でたくましく生き抜こうとする姿勢（自律性） 

予測困難な社会の中で,たくましく生き抜いてゆこうとする姿勢を身につけることができ

ます。 

（3）リテラシーに基づくコミュニケーション力 

言語に関わる高度なリテラシーを獲得し,それに基づくコミュニケーション能力を実践的

生活に活用することができます。 



20 

 

（4）専門的な知識･技能の活用力 

言語の公共的使用能力等のコミュニケーション学,及びこれに関連する応用的かつ実践的

領域に関わる専門的な知識･技能を獲得し,それを職業生活において活用することができ

ます。 

（5）豊かな人間性（育心育人） 

「育心育人」の精神に基づく他者への配慮,多様性への理解,自らの人間性の向上を通して

人間性あふれる豊かな社会を実現しようとする態度を身につけることができます。 

■教育課程編成・実施の方針（カリキュラム･ポリシー） 

１ 学修内容 

（1）教養教育では,現実の問題を多面的に考える力や社会で必要となる基礎的なスキル

とともに,たくましく生きる力を身につけることを目的として初年次教育及びキャリア

形成教育をおこないます。 

（2）語学教育では,英語学修専用施設（Bunkyo English Communication Center）を活

用した少人数教育によるアクティブ･ラーニングを通して外国語の活用力の育成をはか

ります。 

（3）専門教育では,コミュニケーション学,及びこれに関連する応用的かつ実践的領域の

体系性に基づいて,科目を適切な学年･期に配置し,その関連性をカリキュラムマップによ

って示します。 

２ 学修方法 

（1）双方向性を実現し,能動的な学修態度と実践力を養うためにICT機器を活用します。 

（2）自律学修習慣を身につけるために,「育心の時間」（オフィスアワー）を活用して

学修成果評価後の指導を実施します。 

（3）実践力及びコミュニケーション力を養うために,少人数の授業ではアクティブ･ラー

ニングを取り入れます。 

（4）グローバルコミュニケーション学科では実践的生活を超えた生き方へのまなざしを

獲得し,豊かな人間性を育成するために,「プログラム育心」を実施します。 

３ 学修成果の評価の在り方 

学科全体に関わる評価は学科長によって,学年別の評価はチューターによって,専門教育

科目のGPAに基づいて評価します。 

■入学者受入れの方針（アドミッション･ポリシー） 

（1）入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2）高等学校等までの学習内容のうち,国語総合を通じてコミュニケーション力及びリ

テラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3）自立するために必要な, コミュニケーション学,及びこれに関連する応用的かつ実践

的領域に関する専門的知識･技能を修得しようとする意欲がある。 

（4）広島文教女子大学の教育理念を理解し,心の在り方を問い続けようとする意欲があ

る。 
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広島文教女子大学大学院の「入学者受入れの方針」（アドミッション･ポリシー） 

人間科学研究科 

■入学者受入れの方針（アドミッション･ポリシー） 

広島文教女子大学大学院は,本学の定める学修内容及び学修方法を通じて高度な専門的技

能を有するとともに,建学の精神である「育心育人」に基づく豊かな人間性を備えた人材を育

成するために,学士課程における知識･技能を広く修得し,より高度な専門的課題に対して意欲

的に取り組む姿勢を身につけた入学者を求めます。そのために,多様な選抜方法を実施します。 

（1）学士課程における学修を通して専門領域に関わる知識･技能を身につけている。 

（2）広島文教女子大学の教育理念を理解し,心の在り方を問い続けようとする意欲があ

る。 

（3）より高度な専門的課題を解決するために必要である,専門的知識･技能を修得しよう

とする意欲がある。 

（4）卒業論文の課題設定が優れており,意欲的に取り組んでいる。或いは成果として優

れている。 

■大学院教育学専攻の入学者受入れの方針（アドミッション･ポリシー） 

（1）学士課程における学修を通して専門領域に関わる知識･技能を身につけている。 

（2）広島文教女子大学の教育理念を理解し,教育的･心理的支援者としての心の在り方を

問い続けようとする意欲がある。 

（3）教育学又は心理学に関するより高度な専門的課題を解決するために必要である,専

門的知識･技能を修得しようとする意欲がある。 

（4）卒業論文の課題設定が優れており,意欲的に取り組んでいる。或いは成果として優

れている。 

■大学院人間福祉学専攻の入学者受入れの方針（アドミッション･ポリシー） 

（1）学士課程における学修を通して専門領域に関わる知識･技能を身につけている。 

（2）広島文教女子大学の教育理念を理解し,福祉マインドに基づく心の在り方を問い続

けようとする意欲がある。 

（3）社会福祉学に関するより高度な専門的課題を解決するために必要である,専門的知

識･技能を修得しようとする意欲がある。 

（4）卒業論文の課題設定が優れており,意欲的に取り組んでいる。或いは成果として優

れている。 

 

1-2-⑤ 教育研究組織の構成との整合性 

本学の使命・目的及び教育目的を達成するため，単一の学部である人間科学部に初等教育

学科，人間福祉学科，心理学科，人間栄養学科及びグローバルコミュニケーション学科を設

置している。それぞれの学科では，機能的かつ効果的な教育が期待しうる適正な教員数を確

保し，少人数制を基本としたクラス編成を行ない，教育目的の実現にあたっており，整合性

が図られている。これにより，学校教育法第 85 条の規定及び大学設置基準第 3 条並びに第 4

条の基準を満たしているといえる。また，教養教育では，すべての学生に実践的な英語運用
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能力を習得させることを目的として，「BECC」及び「SALC（Self Access Learning Center）」

を設置し,7 名の外国人専任教員と 2 名のラーニング・アドバイザーを配置している。これら

教育研究組織における専任教員数は，大学設置基準第 13 条の基準を満たしている。 

大学院には，人間科学研究科に教育学専攻及び人間福祉学専攻の 2 専攻を置き，確かな研

究能力に裏打ちされた「高度専門職業人」の養成を目指している。使命・目的及び教育目的

と教育研究組織の構成との整合性は図られている。なお，大学院の教育研究組織の専任教員

数は，大学院設置基準第 9 条の基準を満たしている。 

 

（3）1-2 の改善・向上方策（将来計画） 

社会情勢が日々変化していく中で，進学希望者が大学の教育に期待する多様なニーズを的

確に把握し，教育目的などにそれを反映させられるよう，引き続き努力していきたい。 

 

〔基準1 の自己評価〕 

本学は開学以来一貫して，「育心 育人」の教育理念に基づき，教育・研究の体制の整備に

努めてきた。それを達成するために，教育目的，ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポ

リシー，アドミッション・ポリシーを明確に規定し，本学ホームページ，『大学案内』など

を通して，公表・周知を図っている。また，「BMS」の活動の中で，「人材育成力の向上」

をテーマに教育システムの構築を図るとともに，法令適合性及び個性・特色の明示といった

条件を確保しつつ，社会情勢等も踏まえ，必要に応じて随時，使命・目的及び教育目的の見

直し等も実施している。 

したがって，「1－1 使命・目的及び教育目的の設定」「1－2 使命・目的及び教育目的

の反映」の二項目とも基準を満たしていることから，本学の使命・目的に関する明確性，適

切性及び有効性は，担保されている。 
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基準 2．学生 

2-1 学生の受け入れ 

≪2-1の視点≫ 

2-1-① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知 

2-1-② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

（1）2-1 の自己判定 

基準項目2-1を満たしている。 

 

（2）2-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-1-① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知 

 募集単位ごとのアドミッション・ポリシーについては，『2018 年度学生募集要項』及び本

学ホームページ「教育情報の公開」における「教育情報の公表」の中にある「教育研究上の

目的」，「ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，アドミッション・ポリシー」の

ページに教育理念に基づいて人間科学部のアドミッション・ポリシーを明示し，さらにこれ

に基づいて各学科のアドミッション・ポリシーを以下のように明示している。 

 

〔入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）〕 

広島文教女子大学は，本学の卒業認定・学位授与の方針に掲げる人材を育成するため

に，教育課程編成・実施の方針によって定める学修内容及び学修方法を通じて自立した

女性へと成長できる，以下の資質を持った入学者を求めます。そのために，多様な選抜

方法を実施します。 

（1） 入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2） 高等学校等までの学習内容のうち，国語総合を通じてコミュニケーション力及

びリテラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3） 自立するために必要な専門的知識・技能を修得しようとする意欲がある。 

（4） 広島文教女子大学の教育理念を理解し，心の在り方を問い続けようとする意欲

がある。 

〔各学科の入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）〕 

○初等教育学科 

（1） 入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2） 高等学校等までの学習内容のうち，国語総合を通じてコミュニケーション力及

びリテラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3） 自立するために必要な，教育学に関する専門的知識・技能を修得しようとする

意欲がある。 

（4） 広島文教女子大学の教育理念を理解し，心の在り方を問い続けようとする意欲

がある。 

○人間福祉学科 
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（1） 入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2） 高等学校等までの学習内容のうち，国語総合を通じてコミュニケーション力及

びリテラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3） 自立するために必要な，社会福祉学に関する専門的知識・技能を修得しようと

する意欲がある。 

（4） 広島文教女子大学の教育理念を理解し，心の在り方を問い続けようとする意欲

がある。 

○心理学科 

（1） 入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2） 高等学校等までの学習内容のうち，国語総合を通じてコミュニケーション力及

びリテラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3） 自立するために必要な，心理学に関する専門的知識・技能を修得しようとする

意欲がある。 

（4） 広島文教女子大学の教育理念を理解し，心の在り方を問い続けようとする意欲

がある。 

  ○人間栄養学科 

（1） 入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2） 高等学校等までの学習内容のうち，国語総合を通じてコミュニケーション力及

びリテラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3） 自立するために必要な，栄養学に関する専門的知識・技能を修得しようとする

意欲がある。 

（4） 広島文教女子大学の教育理念を理解し，心の在り方を問い続けようとする意欲

がある。 

○グローバルコミュニケーション学科 

（1） 入学前教育に対して持続的に取り組むことができる。 

（2） 高等学校等までの学習内容のうち，国語総合を通じてコミュニケーション力及

びリテラシーの基礎的な力を身につけている。 

（3） 自立するために必要な，コミュニケーション学，及びこれに関連する応用的か

つ実践的領域に関する専門的知識・技能を修得しようとする意欲がある。 

（4） 広島文教女子大学の教育理念を理解し，心の在り方を問い続けようとする意欲

がある。 

 

大学院にかかる募集単位ごとの受け入れ方針は，『2018 年度大学院学生募集要項』及び本

学ホームページ「教育情報の公開」における「教育情報の公表」の中にある「教育研究上の

目的」，「ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，アドミッション・ポリシー」の

ページに教育理念に基づいて人間科学研究科のアドミッション・ポリシーを明示し，さらに

これに基づいて各専攻のアドミッション・ポリシーを以下のように明示している。  
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〔入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）〕 

広島文教女子大学大学院は，本学の定める学修内容及び学修方法を通じて高度な専門

的技能を有するとともに，建学の精神である「育心育人」に基づく豊かな人間性を備え

た人材を育成するために，学士課程における知識・技能を広く修得し，より高度な専門

的課題に対して意欲的に取り組む姿勢を身につけた入学者を求めます。そのために，多

様な選抜方法を実施します。 

（1） 学士課程における学修を通して専門領域に関わる知識・技能を身につけている。 

（2） 広島文教女子大学の教育理念を理解し，心の在り方を問い続けようとする意欲

がある。 

（3） より高度な専門的課題を解決するために必要である，専門的知識・技能を修得

しようとする意欲がある。 

（4） 卒業論文の課題設定が優れており，意欲的に取り組んでいる。或いは成果とし

て優れている。 

〔各専攻の入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）〕 

○教育学専攻 

（1） 学士課程における学修を通して専門領域に関わる知識・技能を身につけている。 

（2） 広島文教女子大学の教育理念を理解し，教育的・心理的支援者としての心の在

り方を問い続けようとする意欲がある。 

（3） 教育学又は心理学に関するより高度な専門的課題を解決するために必要である，

専門的知識・技能を修得しようとする意欲がある。 

（4） 卒業論文の課題設定が優れており，意欲的に取り組んでいる。或いは成果とし

て優れている。 

○人間福祉学専攻 

（1） 学士課程における学修を通して専門領域に関わる知識・技能を身につけている。 

（2） 広島文教女子大学の教育理念を理解し，福祉マインドに基づく心の在り方を問

い続けようとする意欲がある。 

（3） 社会福祉学に関するより高度な専門的課題を解決するために必要である，専門

的知識・技能を修得しようとする意欲がある。 

（4） 卒業論文の課題設定が優れており，意欲的に取り組んでいる。或いは成果とし

て優れている。 

 

よって，これらのことから，学校教育法施行規則第 165 条の 2・第 172 条の 2 の規定を遵

守しているといえる。 

 

2-1-② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

アドミッション・ポリシーに沿った，入学者選抜等の公正かつ妥当な方法による，適切な

体制のもとの運用については，入学者選抜の方法と入学者選抜の体制とに分けて述べる。 

まず，入学者選抜の方法は，『2018 年度学生募集要項』に示すとおり，次の各入学試験を
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それぞれアドミッション・ポリシーに沿って実施している。 

① AO 入学試験「セルフディベロップメント入学試験」 

② 推薦入学試験（前期・後期） 

③ 一般入学試験（前期・後期） 

④ 大学入試センター試験利用入学試験（前期・中期・後期） 

⑤ 社会人特別入学試験（前期・後期） 

⑥ 編入学・社会人編入学試験（前期・後期） 

 各入学試験の概要は以下のとおりである。 

 

① AO 入学試験「セルフディベロップメント入学試験」 

この入学試験は，エントリーあるいは出願した高校生が課題への取り組み等をとおし

て自ら「育つ」，大学が彼らを「育てる」ことに主眼を置き，なおかつ，人間科学部及び

各学科のアドミッション・ポリシーに沿って学科への適性と多様な能力を評価する入学

試験である。 

この入学試験では，事前エントリー方式と当日体験方式を設け，事前エントリー方式

にエントリーした者は人間科学部のアドミッション・ポリシーに沿って設定された課題

に，担当教員からのアドバイス等を受けながら取り組み，出願認定の取得を目指す。出

願認定を得て出願した者は，入学試験当日に志望学科のアドミッション・ポリシーに沿

った面接により評価される。これに対し，当日体験方式に出願した者は，入学試験当日

に志望学科のアドミッション・ポリシーに沿って設定された講義体験等に取り組んだ後，

人間科学部のアドミッション・ポリシーに沿った面接により評価される。 

 

② 推薦入学試験（前期・後期） 

自己推薦入学試験，専門学科・総合学科特別推薦入学試験，指定校推薦入学試験，ス

ポーツ・芸術文化活動指定校推薦入学試験の別がある。 

・自己推薦入学試験 

本学のアドミッション・ポリシーを理解し，本学での学修を強く希望する者につい

て，自己推薦書（高等学校諸活動評価票を含む），調査書，筆記試験，面接による口述

試験から総合的に判定し選抜する。筆記試験は，すべての学修の基礎となる日本語の

運用能力をみるという観点から，『2018 年度学生募集要項』に示すとおり，高等学校

等での国語総合と国語表現の学習に配慮した基礎学力調査（国語の読解と表現）を行

っている。なお，この入学試験では，最大 2 学科まで第一志望学科への出願を可能に

している。 

・専門学科・総合学科特別推薦入学試験 

多様な入学者確保のための一方策として，今年度より新たに導入した入学試験であ

る。自己推薦入学試験と同様に自己推薦書（高等学校諸活動評価票を含む），調査書，

筆記試験，面接による口述試験から総合的に判定し選抜するが，受験生の在籍高等学

校・学科の特性を考慮した配点としている。この入学試験でも，最大 2 学科まで第一
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志望学科への出願を可能にしている。 

・指定校推薦入学試験 

指定校の出身高等学校長から推薦された卒業見込みの者で，本学を第一志望とする

受験生を対象に選考する。各学科のアドミッション・ポリシーに沿って推薦基準を設

定し，学科ごとに評定平均値3.3から3.8の間での基準を設けている。学校長の推薦書，

調査書，高等学校諸活動評価票，筆記試験，面接による口述試験から総合的に判定し

選抜する。筆記試験は，すべての学修の基礎となる日本語の運用能力をみるという観

点から，『2018 年度学生募集要項 指定校推薦』に示すとおり高等学校等での国語総

合と国語表現の学習に配慮した基礎学力調査（国語の読解と表現）を行っている。  

・スポーツ・芸術文化活動指定校推薦入学試験 

昨年度まで実施していたスポーツ指定校推薦入学試験の対象を芸術文化活動まで拡

大したものである。スポーツ・芸術文化活動指定校の出身高等学校長から推薦された

卒業見込みの者で，本学を第一志望とする受験生を対象に選考する。各学科のアドミ

ッション・ポリシーに沿って推薦基準を設定し，学科ごとに評定平均値 3.0 から 3.5

の間での基準を設けるほか，高等学校等でのスポーツ活動において県大会ベスト 8 以

上，芸術文化活動において県大会上位入賞以上という成績基準を設けている。スポー

ツ・芸術文化活動の実績報告書，学校長の推薦書，調査書，筆記試験，面接による口

述試験から総合的に判定し選抜する。筆記試験は，すべての学修の基礎となる日本語

の運用能力をみるという観点から，『2018 年度学生募集要項 指定校推薦』に示すと

おり，高等学校等での国語総合と国語表現の学習に配慮した基礎学力調査（国語の読

解と表現）を行っている。 

   

③ 一般入学試験（前期・後期） 

・一般入学試験（前期） 

教科の学力試験に基づく選抜方法である。Ⅰ，ⅡA，ⅡB の 3 日間の入試日程で実施

している。『2018 年度学生募集要項』に示すように，受験生はⅠ日程では国語又は外

国語（英語）を必ず含む 1 教科 1 科目方式あるいは国語及び外国語（英語）を課す 2

教科 2 科目方式のいずれかを選択し，前者では選択した 1 科目を 200 点，後者では 2

科目のうち高得点の 1 科目を 200 点とする。また,ⅡA 日程及びⅡB 日程では国語又は

外国語（英語）を必ず含む 2 教科 2 科目方式あるいは国語及び外国語（英語）に選択

科目を課す 3教科 3科目方式のいずれかを選択でき，前者では各科目 100点の 200点，

後者では 3 科目のうち高得点の 2 科目（各 100 点）の 200 点とする。いずれの場合に

おいても国語が重視されているのは，日本語運用能力がすべての学修の基礎となると

考えていることによる。また，人間栄養学科を 2 科目方式あるいは 3 科目方式で受験

する場合,学科の特性に配慮し，先述の要件に加えて理科から 1 科目を課している。な

お，この入学試験では，最大 2 学科まで第一志望学科への出願を可能にしている。 

・一般入学試験（後期） 

多様な入学者確保という観点から，教科学力に加え個人面接により学修意欲や将来
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性を評価する方式に今年度変更した入学試験である。『2018 年度学生募集要項』に示

すように，受験生は学力試験として国語を受験する。学力試験の出題科目として国語

を採用するのは，日本語運用能力がすべての学修の基礎となると考えていることによ

る。なお，この入学試験では，最大 2 学科まで第一志望学科への出願を可能にしてい

る。 

 

④ 大学入試センター試験利用入学試験（前期・中期・後期） 

   大学入試センター試験の受験者の中から，本学を志望する者を選抜する。2 教科 2 科目

あるいは 3 教科 3 科目で判定し選抜する。利用する選択科目については，高得点の教科・

科目を利用する。『2018 年度学生募集要項』に示すように，前期日程で人間栄養学科を除

いた 4 学科において国語又は外国語を必ず含むこととしているのは，学修の基礎となる言

語運用能力をみるためである。人間栄養学科においては，学科の特性を考慮して数学又は

理科を必ず含むこととしている。中期日程・後期日程においては，各学科とも利用教科科

目数を減らしたり利用科目指定を解除したりする等，前期日程とは異なる利用科目を設定

しているが，これは大学入試センター試験の受験結果を利用するという当該入学試験の特

性に配慮し，多様な科目を利用可能にすることによって受験生の出願機会を保障しようと

したものである。なお，この入学試験では，最大 2 学科まで第一志望学科への出願を可能

にしている。 

 

⑤ 社会人特別入学試験（前期・後期） 

『2018 年度学生募集要項』に示すように，社会人に広く大学への門戸を開放している

入学試験制度である。高等学校卒業あるいはそれと同等以上とみなせる学力の条件を満

たす 22 歳以上の社会人で，本学のアドミッション・ポリシーを理解し，学ぶ意欲の高い

者を対象に選抜を行う。筆記試験，面接による口述試験，提出書類等から総合的に判定

する。筆記試験に小論文が設定されるのは，すべての学修の基礎となる日本語運用能力

をみるためである。 

 

⑥ 編入学試験・社会人編入学試験（前期・後期） 

編入学試験は，『2018 年度学生募集要項』に示すように，短期大学卒業（卒業見込み），

大学在学 2 年以上で所定単位修得（修得見込み），高等専門学校卒業（卒業見込み），ある

いはそれと同等とみなせる条件を満たす者で，本学のアドミッション・ポリシーを理解し，

学ぶ意欲の高い者に対し，一層の能力・適性の伸長を期して実施される入試制度である。

人間福祉学科及び心理学科では小論文，グローバルコミュニケーション学科では外国語

（英語）による筆記試験，面接による口述試験，提出書類等から総合的に判定する。 ま

た社会人編入学試験も，『2018 年度学生募集要項』に示すように，短期大学卒業後 4 年以

上，大学卒業後 2 年以上経過している社会人，あるいはそれと同等とみなせる条件を満た

す者で，本学のアドミッション・ポリシーを理解し，学ぶ意欲の旺盛な者に対し，一層の

能力・適性の伸長を期して実施される入試制度である。小論文による筆記試験，面接によ
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る口述試験，提出書類等から総合的に判定する。 

 

以上の各入学試験では，『2018 年度学生募集要項』に示すように，出願資格が明確に示さ

れている。①～④の入学試験においては，各入学試験特有の事項に加えて，次のように出願

資格を設定している。 

1. 高等学校又は中等教育学校を卒業した者及び平成 30（2018）年 3 月卒業見込みの者 

2. 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者及び平成 30（2018）年 3 月修了見込

みの者 

3. 学校教育法施行規則第150条の規定により高等学校を卒業した者と同等以上の学力が

あると認められる者及び平成 30（2018）年 3 月 31 日までにこれに該当する見込みの

者 

よって，これらはいずれも学校教育法第 90 条及び同施行規則第 150 条の規定を遵守して

いるといえる。  

  また，上記の⑤並びに⑥の入学試験においては，同じく『2018 年度学生募集要項』に示

すように，各入学試験特有の事項に続けて次のように出願資格を設定している。  

・社会人特別入学試験 

1. 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

2. 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者 

3. 学校教育法施行規則第 150 条の規定により高等学校を卒業した者と同等以上の学力

があると認められる者 

・編入学試験 

1. 短期大学を卒業した者又は平成 30（2018）年 3 月卒業見込みの者 

2. 大学を卒業した者又は大学に 2 年以上在学し 62 単位以上修得した者及び平成 30

（2018）年 3 月修得見込みの者 

3. 高等専門学校を卒業した者又は平成 30（2018）年 3 月卒業見込みの者 

4. 学校教育法第 90 条に規定する大学入学資格を有し，修業年限が 2 年以上で，課程の

修了に必要な総授業時間数が 1,700 時間以上であると文部科学大臣より認定された専

修学校の専門課程で，かつ，編入学を希望する学科と分野及び履修内容とが概ね適当

であると本学が認める課程を卒業した者又は平成 30（2018）年 3 月卒業見込みの者 

・社会人編入学試験 

1. 短期大学又は高等専門学校を卒業後 4 年以上経過している者 

2. 大学を卒業後 2 年以上経過している者 

3. 学校教育法第 90 条に規定する大学入学資格を有し，修業年限が 2 年以上で，課程の

修了に必要な総授業時間数が 1,700 時間以上であると文部科学大臣より認定された

専修学校の専門課程で，かつ，編入学を希望する学科と分野及び履修内容とが概ね

適当であると本学が認める課程を卒業後 4 年以上経過している者 

よって，これらのことから，学校教育法第 122 条・第 132 条及び同施行規則第 161 条・第

162 条・第 178 条・第 186 条の規定を遵守しているといえる。 



30 

 

続いて入試の体制と運用について述べる。学部の入学試験は学長が最高責任者となり，「ア

ドミッション・オフィス長」及び「入学試験委員長」のもとで「入学試験委員会」及び「ア

ドミッション・オフィス」において検討された入試処理日程に沿って管理・運営し，全学体

制で実施している。 

具体的な業務は，「アドミッション・オフィス」「入学試験委員会」と「入試広報課」が緊

密な連携を取りながら実施している。これらの担当については，「広島文教女子大学アドミッ

ション・オフィス規程」，「広島文教女子大学入学試験委員会規程」及び「学校法人武田学園

職務・権限に関する規程」第 13 条第 8 項に明示するとおりである。  

入学試験当日は，学長を最高責任者とした「入学試験本部」を設置し，「アドミッション・

オフィス長」及び「入学試験委員長」の管理のもとで，試験会場，採点会場を設置し，適正

な試験を実施している。 

入学試験問題の作成は，入学試験問題作成委員会を設置し，学長が委嘱する委員長及び委

員により大学入試センター試験利用入学試験（前期・中期・後期）を除くすべての入学試験

の問題作成を学内で行っている。 

受験者の合否判定にあたっては，面接試験では各試験室の評価に開きがみられた場合，筆

記試験では各教科の平均得点に大きな開きがみられた場合に調整を行い，公正な入学試験と

なるよう努めている。 

また，毎年の入学試験結果及び入学者の学修状況をもとに「入学試験委員会」「アドミッシ

ョン・オフィス」において入学者選抜の公正性及び妥当性について検証を行っている。この

結果に基づいて次年度の入学試験について「入学試験委員会」「アドミッション・オフィス」

で検討し，実施内容等を決定している。 

以上のように人間科学部にあっては，大学設置基準第 2 条の 2 を遵守しているといえる。

よって留意点「アドミッション・ポリシーに沿って，入学者選抜などを公正かつ妥当な方法

により，適切な体制のもとに運用しその検証を行っているか」は，満たしているといえる。 

また，大学院に関しても，入学者選抜の方法と入学者選抜の体制とに分けて述べる。 

まず入学者選抜の方法は，アドミッション・ポリシーに沿って実施している。入学試験の

概要は，以下のとおりである 

試験日程は，前期と後期とが設定され，一般入学試験・社会人入学試験・長期履修学生試

験とがある。一般入学試験，社会人入学試験ともに，専門科目と外国語（英語）の筆記試験

並びに口述試験がある。 

なお，社会人入学試験では，外国語（英語）に替えて小論文を選択することができる。 

また，長期履修学生試験は，一般入学試験又は社会人入学試験を利用して実施している。 

最終的には，筆記試験・口述試験及び提出された書類から総合的に判定される。 

これらの入学試験では，下記のように出願資格も明確に示されている。 

一般入学試験では，次の各号のいずれかの資格を有する者又は平成 30（2018）年 3 月 31

日までに取得見込みの者（性別を問わない） 

（1）大学を卒業した者 

（2）学校教育法第 104 条第 4 項の規定により独立行政法人大学改革支援・学位授与機構
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から学士の学位を授与された者 

（3）外国において，学校教育における 16 年の課程を修了した者 

（4）文部科学大臣の指定した者（昭和 28 年 2 月 7 日 文部省告示第 5 号） 

（5）大学に 3 年以上在学し，本学大学院において，所定の単位を優れた成績をもって修

得したものと認めた者 

（6）本学大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の

学力があると認めた者で，22 歳に達した者 

社会人入学試験においては，次の各号のいずれかの資格を有する者で，かつ，出願時にそ

の資格取得後 3 年以上経過している者（性別を問わない） 

（1）大学を卒業した者 

（2）学校教育法第 104 条第 4 項の規定により独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

から学士の学位を授与された者 

（3）外国において，学校教育における 16 年の課程を修了した者 

（4）文部科学大臣の指定した者（昭和 28 年 2 月 7 日 文部省告示第 5 号） 

（5）その他上記一般入学試験の出願資格を取得したと認められる者 

よって，学校教育法第 102 条及び同施行規則第 156 条の規定を遵守しているといえる。 

続いて入試の体制と運用について述べる。大学院の入学試験は，学長が最高責任者となり，

「入学試験委員長」のもとに入試処理日程に沿って管理・運営され，入学試験問題の作成も

含め大学院研究科全員の体制で実施されている。大学院における入試にかかる具体的な業務

は，学部と同様である。 

以上のように大学院にあっても，人間科学部と同様に，留意点「アドミッション・ポリシ

ーに沿って，入学者選抜などを公正かつ妥当な方法により，適切な体制のもとに運用しその

検証を行っているか」を満たしているといえる。 

 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

教育を行う環境の確保のため，収容定員と入学定員及び在籍学生を適切に確保しているこ

とについては，以下のとおりである。 

まず『2018 年度学生募集要項』に示すように，本学においては，入学定員及び編入学定員

を明示し，周知を図っている。よって，大学設置基準第 18 条を遵守している。 

 収容定員・入学定員・在籍学生については，平成 30（2018）年 5 月 1 日現在の在籍学生数

は 1,142 名となっている。収容定員 1,630 名に対する在籍学生数の割合は人間科学部全体で

70.1%となっており，定員割れの状態が続いている。 

入学定員，入学者数，入学定員に対する入学者数の割合を過去 5 箇年で示すと，表 2-1-1 の

ようになる。 
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表 2-1-1 過去 5 箇年の入学定員，入学者数，入学定員に対する入学者数の割合 

学部 学科 区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平均 

人
間
科
学
部 

初等教育 

入学定員（名） 100 100 100 100 100 - 

入学者（名） 128 125 113 132 143 128.2 

充足率（%） 128.0 125.0 113.0 132.0 143.0 128.2 

人間福祉 

入学定員（名） 80 80 80 80 80 - 

入学者（名） 48 52 38 15 38 38.2 

充足率（%） 60.0 65.0 47.5 18.8 47.5 47.8 

心理 

入学定員（名） 70 70 70 70 70 - 

入学者（名） 37 20 20 26 60 32.6 

充足率（%） 52.9 28.6 28.6 37.1 85.7 46.6 

人間栄養 

入学定員（名） 70 70 70 70 70 - 

入学者（名） 71 69 76 44 57 63.4 

充足率（%） 101.4 98.6 108.6 62.9 81.4 90.6 

グローバル    

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

入学定員（名） 70 70 70 70 70 - 

入学者（名） 41 33 18 32 38 32.4 

充足率（%） 58.6 47.1 25.7 45.7 54.3 46.3 

合計 

入学定員（名） 390 390 390 390 390 - 

入学者（名） 325 299 265 249 336 295.0 

充足率（%） 83.3 76.7 67.9 63.8 86.2 75.6 

       

 過去 5 箇年の入学定員充足率の平均は 75.6%となっており，人間科学部全体として定員を

満たしていない状況が続いている。 

大学院における教育を行う環境の確保のための，収容定員と入学定員及び在学学生確保の

適切性については，入学定員を明示し，周知している。よって，大学院設置基準第 10 条第 2

項を遵守している。 

 収容定員と入学定員及び在籍学生数については，平成 30（2018）年 5 月 1 日現在での人間

科学研究科全体では，収容定員 36 名に対する在籍学生数は 8 名であり，その割合は 22.2%

となっており，定員割れの状態である。専攻別で見てみると教育学専攻では，在籍学生数は

8 名であり，収容定員 30 名に対する在籍学生の割合は 26.7%，人間福祉学専攻では在籍学生

数 0 名であり，収容定員 6 名に対する在籍学生の割合は 0.0%である。 

 また，過去 5 年間における入学定員充足率を見てみると，教育学専攻では 33.3%，人間福

祉学専攻では 0.0%であり，全体では 27.8%となっている。 

入学定員，入学者数，入学定員に対する入学者数の割合を過去 5 箇年で示すと，表 2-1-2

のようになる。 
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表 2-1-2 大学院における過去 5 年間の入学定員，入学者数，入学定員に対する入学者数の割合 

大学院 専攻 区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平均 

人
間
科
学
研
究
科 

教育学専攻 

入学定員（名） 15 15 15 15 15 - 

入学者（名） 7 6 5 4 3 5.0 

充足率（%） 46.7 40.0 33.3 26.7 20.0 33.3 

人間福祉学

専攻 

入学定員（名） 3 3 3 3 3 - 

入学者（名） 0 0 0 0 0 0.0 

充足率（%） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

合計 

入学定員（名） 18 18 18 18 18 - 

入学者（名） 7 6 5 4 3 5.0 

充足率（%） 38.9 33.3 27.8 22.2 16.7 27.8 

 

（3）2-1の改善・向上方策（将来計画） 

入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持に関する改善策として取り組むべき課題は 2

点ある。まず，人間科学部全体としての入学定員並びに在籍学生数の確保である。これにつ

いては，特に定員割れの状態が続いている学科について，学科単位での改善策を講ずる。ま

ずグローバルコミュニケーション学科については，平成 28（2016）年度入学生からカリキュ

ラム変更を行い，これまで実施してきたアクティブ・ラーニングや BECC との連携による独

自の英語教育に加え，観光分野に関する授業科目を設定している。これらの内容の周知をと

おして，引き続き新たな志願者層の発掘を図る。また心理学科については，平成 30（2018）

年度から国家資格である公認心理師の受験資格に対応するためのカリキュラムを開設し,そ

の広報をしていく。併せて，文系には珍しい 2 コマ連続の授業科目の設定，初年次教育の充

実を目指した授業科目の配置，卒業後の進路を意識した授業科目の設定等のカリキュラム上

の特徴に加え，平成 30（2018）年度入学生から公認心理師対応カリキュラムに移行している

ことを周知していく。また人間福祉学科については，高齢者福祉分野における実績に並行し

て，保育士を中心とした児童福祉分野における実績や社会福祉協議会等の地域福祉分野にお

ける実績を引き続き周知していく。また人間栄養学科については，短期大学部食物栄養学科

に始まる伝統の長さと管理栄養士国家試験における合格率の高さを周知していく。これら 4

学科に初等教育学科を加えた 5 学科すべてにおいて，地域社会や企業等と連携した，学生が

中心的な役割を担う取り組みを行っている。このような発展的な学修の展開とそこから得ら

れる効果について広く周知し，本学の学びの特徴をアピールしていく。 

次に課題となるのは，初等教育学科において入学定員を著しく超過する状況がうかがえる

ことである。この観点から初等教育学科の定員充足率をみると，平成 26（2014）年度入学生

では 128.0%，平成 27（2015）年度入学生では 125.0%，平成 28（2016）年度入学生では 113.0%

と改善傾向が続いていたが，平成 29（2017）年度入学生では 132.0％，平成 30（2018）年

度入学生では 143.0％となっている。 

入学定員に対する入学者数については，平成 27（2015）年文部科学省告示第 154 号「大

学，大学院，短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準の一部を改正する告示」
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において，学部の入学定員の 1.3 倍未満（平成 15（2003）年文部科学省告示第 45 号「大学，

短期大学，高等専門学校等の設置の際の入学定員の取扱い等に係る基準」による）から大学

の収容定員の規模，大学が設置する学部の入学定員の規模等に応じて，1.05 倍未満から 1.15

倍未満の範囲に定められた。これによると，本学は入学定員の 1.15 倍未満の入学者数が適正

範囲となる。 

初等教育学科の場合，平成 25（2013）年度入学試験から人間福祉学科の入学定員を 20 名

減じて 80 名とし，これに伴って，初等教育学科の入学定員を 20 名増やして 100 名とした措

置を講じた。これにより，平成 26（2014）年度から平成 28（2016）年度の入学生について

は当時の「教育を行う環境の確保」という観点による学部入学定員の 1.3 倍未満という範囲

に収まったが，平成 29（2017）年度には 1.3 倍，平成 30（2018）年度には 1.25 倍を超過し

ている。過去 5 箇年における入学者の割合は文部科学省が示す基準の最大値を下回っている

が，引き続き適正な学生数に収まるように努めていく。 

このような入学者の現状，そして，さらなる地域への貢献を考慮し，平成 31（2019）年度

からの改組を予定している。この改組により初等教育学科は人間科学部から独立し教育学部

教育学科となり，100 名の定員は 150 名へと増員される。また，人間福祉学科・心理学科・

人間栄養学科・グローバルコミュニケーション学科の人間科学部 4 学科のうち，人間栄養学

科を除いた 3 学科の定員が減員される（人間福祉学科：80 名から 60 名，心理学科：70 名か

ら 50 名，グローバルコミュニケーション学科：70 名から 60 名）。この改組により「教育を

行う環境の確保」ができる適正な入学者数に収まることが期待される。 

大学院においては，平成 26（2014）年度の教育学専攻心理学コースの新設，社会人受け入

れ条件の緩和を行ったが，入学者の減少傾向は続いている。引き続き人材を広く求め，入学

者の確保に努めていく。 

 

2-2 学修支援 

≪2-2の視点≫ 

2-2-① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

2-2-② TA（Teaching Assistant）等の活用をはじめとする学修支援の充実 

 （1）2-2 の自己判定 

基準項目2-2を満たしている。 

 

（2）2-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-2-① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

教職員協働による学生への学修及び授業支援に関する方針・計画・実施体制を適切に整備・

運営することについては，学生の自律学修の確立を支援することや，学修面で悩みを抱える

学生を支援することを目的として，「学習支援室」を設置し，その運営・実施は，教員と職員

の協働による「学習支援室運営委員会」が当たっている。また，長期休暇を除く平日には，

教養教育部の非常勤助手が午後に常駐しており，今年度においても相談及び継続的な個別指

導の実績を積んでいる。自律学修の促進の場としては，広く学生に認知されている。現在は，
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「教養教育部」および「アドミションオフィス」，「学生相談室」の連携のもと，学修支援の

手順の明確化と支援の効果測定に向けての取り組を模索している。心理学科では，地域連携

室が開設している「ぶら・ボラ」と連携し，「プログラム育心」の中で学生のボランティア活

動を積極的に推進している。その結果として，他学科の学生も巻き込む形で多様なボランテ

ィア活動団体が立ち上がっている。 

学修支援に資するデータを収集するため，年度開始直後に外部業者による基礎力調査を実

施している。この調査は学生の基礎学力や学びの習慣，将来像などについて広く情報収集す

るものである。結果は「学生サポートセンター」を中心に各学科・チューター等で共有して

いる。調査の結果，基礎学力に課題があると考えられる学生に対し，「学習支援室」の利用を

促すようチューターに依頼している。また，平成 29（2017）年度入学生より，基礎力調査の

データを基に，指定した教養科目の受講を勧めている。 

さらには，「アドミッションオフィス」の協力のもと，入学前からの学修支援の充実にも着

手している。入学前の生徒（AO・推薦入試合格者）に対し，学修態度の涵養およびモチベー

ションの維持を目的として，入学前の学修課題を提示している。これについては，一方向的

な課題の提示ではなく，生徒と双方向のやりとりがなされるように，各学科の担当者によっ

て配慮されている。また，「学生サポートセンター」の主催により，入学予定者を対象とする

「プレスチューデントデイ」を実施することにより，入学前における直接的かつ具体的な学

修支援活動を実現している。 

英語コミュニケーションに関する学修支援は，「BECC」における学修支援組織である

「SALC」が担当している。ここでは，学生が自主的に学修を進めていくことを支援する 2

名の学修アドバイザーが常駐している。2 名の学修アドバイザーは，英語学修に関する専門

知識を有している外国人専任教員 1 名と日本人専任教員 1 名である。また，この施設には，

書籍・CD・DVD・ゲームなどを含む，バラエティー豊かな教材が揃えられており，自分の

英語のレベルに合ったものを選択できるよう，全ての教材に英語の難易度が表示されている。

さらに，発音練習やプレゼンテーションの準備ができるスピーキングブースや，仲間と協力・サ

ポートし合いながらの英語学修を進めていくマルチパーパスルームなどがあり，「SALC」カ

ウンターのスタッフが様々な便宜を図っている。そして「SALC」のもう一つの特徴は，す

べて英語でのコミュニケーションが義務付けられていることである。これによって本学の学

生は，学内にいながら留学をしているような体験をすることができる。 

オフィスアワー制度については，全学的に実施しており，全教員がそれぞれに授業時間に

設定するのではなく同一の時間（水曜日の 13 時 10 分から 13 時 55 分の 45 分間）に実施す

ることによって学生の授業時間と重なることが無いように配慮している。『学生生活ハンド

ブック』にもその内容を記載し，周知を図っている。 

新入生への支援に関しては，教職員と学生スタッフの協働による「オリエンテーションセ

ミナー」が挙げられる。オリエンテーションセミナーは，仲間づくりをテーマに，1 泊 2 日

の日程で教職員と学生スタッフ百数十名が一体となって，新入生の大学生活のスタートを支

援するものである。表 2-2-1 にこの 4 年間における新入生，支援学生，教職員の参加数を示

した。新入生にとってこのセミナーは意義深いものとなっている。  
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表 2-2-1 オリエンテーションセミナー参加者数 

年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施期日 4 月 7,8 日 4 月 7,8 日 4 月 7,8 日 4 月 7,8 日 

新入生（人） 321 298 262 244 

支援学生（人） 127 80 84 80 

教職員（人） 94 83 79 78 

                       （学生生活支援委員会会議資料） 

 

「フレッシャーズ・プログラム」の 1 つピア・サポートは，入学間もない新入生が，あら

ゆることを気軽に相談できる窓口である。事前に研修を受けた上級学生が相談を受けるもの

で，新入生にとって心強いサポートになっている。今後も継続して実施する予定である。 

近年は，オリエンテーションセミナーのプログラムに組み込むことでピアサポーターと新

入生全員が交わる機会を設定し，学生同士の交流を促進させている。 

障がいのある学生への配慮については，修学上の合理的配慮に関わる申請書を提出した学生を

対象に，各学期の授業開講前に履修登録を確認し，学生が受講する授業科目担当者に「学生への

支援について」を配布し，授業で配慮していただきたい具体的な支援の依頼（例：教室変更，座

席位置の配慮，IC レコーダー使用の許可等）を行っている。さらに，障害学生支援委員が学生の

相談に応じ，授業等で配慮が行われているか確認を行っている。適切な支援が行えるように，学

生や保護者，障害学生支援委員，チューターの三者が相互に連携できる体制を整えるよう努めて

いる。障害のある学生の自立を支援するために，学生のための就職情報誌を定期購読し，就職に

関する情報提供や相談支援・留学や奨学金等に関する情報提供や相談支援を行っている。 

 また，障害のある学生専用の机を設置し，パソコン２台およびロッカーを設置している。また，

遠隔要約筆記が可能であるパソコンテイク（支援者用）のノートパソコンも購入している。その

他，支援機器として，FM 補聴器，ボイスメッセ，簡易スロープ 2 本，車いす等を整備している。 

 

2-2-② TA（Teaching Assistant）等の活用をはじめとする学修支援の充実 

教員の教育活動を学生が補助するための制度については，「広島文教女子大学スチューデン

ト・アシスタント取扱要項」及び「広島文教女子大学ティーチング・アシスタント取扱要項」

により，SA（Student Assistant）・TA を配置し，修学の支援も併せて行っている。       

平成 29（2017）年度の SA の採用については，授業科目「保育の表現技術」において，10

名採用した。SA の選考については，広島文教女子大学スチューデントアシスタント選考内規

第 5 条に基づき教務委員会で選考された。採用された SA の具体的な業務内容は，保育で求

められる弾き歌いの音楽表現分野について，学生のピアノ個別チェック（指使い，音，リズ

ム，歌詞など）を行うものである。幼稚園，保育園の採用試験では，弾き歌いの試験が行わ

れることが多く，弾きながら歌うという特別な技術が求められる。学生は，弾き歌いの技術

を高め，卒業までに 80 曲程度のこどもの歌の演奏ができるようになることを目指す。その過

程で SA は，とても有効な支援者となっている。平成 29 年度（2017）年度の TA の採用は 1
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名で，「心理学実験Ⅱ」の実験におけるアシスタントとして大学院生を採用した。TA の具体

的な業務内容としては，実験計画を立案し，少人数のグループに分かれて実験者および研究対象

者として参加体験し，実験データを収集するという授業の中での支援である。 

図書館ラーニングコモンズには，学生が自由に使用できるパソコンを 40 台設置している。

学生からのパソコン，プリンター，図書館利用に関する支援要請に対応するために，「ラーニ

ング・アドバイザー」と呼ばれる学生アルバイトが活動をしている。勤務時間は，図書館開

館日のうち月曜日から金曜日の午前 9 時から午後 7 時までをシフト勤務している。学期終了

後の長期休暇中，1 週間程度の期間，パソコンのメンテナンス作業を補助している。 

 

（3） 2-2の改善・向上方策（将来計画） 

学修及び授業の支援については，概ね留意点を満たしているので，これまでの方針を継続

する予定である。ただし，幾つかの点で改善・向上方策が挙げられるので以下に記す。 

学生への学修及び授業支援に関しては，特に，学修面で悩みを抱える学生に対する支援を

中心に「学習支援室」並びに「学生相談室」などで継続して検討する。また，新入生に対す

る支援については，オリエンテーションセミナーのプログラムにピア・サポートを組み込む

こととし，有効な支援体制が取れるようにした。また，学修・学生生活等のオリエンテーシ

ョンである「学生生活ガイダンス」を前期と後期に分け，学修不安の解消を目的に入学直後

に修学支援に関するガイダンスを実施した。 

大学院にかかる社会人入学生や心理学を学部で修学していない等，大学での専門教育が不

十分である学生に対しては，教員が個別に対応することによって，サポートが実践されてい

る。しかし，個々の教員の努力によるものであり，大学院研究科としての体制にまでは至っ

ていない。本年度は，職員も含めたサポート体制の強化など支援体制を構築していくことと

していたが実施できていないので，継続検討することとする。 

 

2-3 キャリア支援 

≪2-3の視点≫ 

2-3-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備 

（1）2-3 の自己判定 

基準項目2-3を満たしている。 

 

（2）2-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-3-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備 

学生の就職活動及びキャリア教育に関する支援を目的にキャリアセンターが設置されている。

キャリアセンターは各学科の運営委員と就職課職員で構成された運営委員会を設置し，本学にお

ける就職支援運営の中核として位置付け，就職にかかわる各種プログラムや学生支援などの協議

および決定を行っている。 

さらに，教育課程「キャリア教育」の実施に関しては教養教育部と，教員採用試験への対策等

に関しては教職センターと連携を図りながら就職支援体制を整備している。 
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他にも就職支援講座（表 2-3-1）の開講やインターンシップに関する業務を実施するなど，就職

支援を通して学生の社会的・職業的自立のための進路指導を行っている。 

教育課程「キャリア教育」は，「自己の内的キャリアを見極め，それに沿ったキャリアパスを描

き，多様に変化する時代にしなやかに逞しく対応していける力をつけること」を目的とし，単な

る就職支援としてではなく，教育活動をとおして，学生が自身の将来の生き方を考え，社会の一

員としてあるいは職業人として自立する力と態度を育てることを目標に，キャリア教育科目を教

養教育科目として位置づけたものである。 

授業カリキュラムとしては，キャリア教育の目的を 3 つの段階に分けている。第一段階の

「自己の内的キャリアを見極める」ための科目としては，「キャリア形成概論Ⅰ」「キャリア

形成概論Ⅱ」を位置づけ，第二段階の「キャリアパスを描く」ための科目には「コミュニケ

ーションとソーシャルスキル」「プレゼンテーション技法」「ビジネス文書」等を位置づけ，

第三段階の「変化にしなやかに対応していく力をつける」ための科目には「インターンシッ

プ」を置いている。（「広島文教女子大学教育課程等に関する規程」） 

教職センターでは，学生からの要望に応える形で，教員採用試験対策チャレンジセミナー

を開講している。セミナーは，授業ではなく自由参加型で，あくまで学生の主体的な学びを

支援するものであり，こうした学生の主体的な学びは，先輩から受け継いだ本学のよき伝統

となっている。 

各学科チューターは，一年次より毎年行っているアセスメントテストの結果をもとに，履修指

導，生活相談，情報提供等，学生一人ひとりに対して進路実現に向けた個別指導を行っている。 

就職課においては，キャリアカウンセラーを配置し 4 年生全員に対する個別面談を前後期

それぞれに実施し，学生個々の就職活動の状況把握及び助言指導を行い，各々の状況に合わ

せた「もれのない」支援に努めている。3 年生においても，同様の個別面談を設け，早期か

らの関係づくりと進路把握を行っている。キャリアセンターでは各学科と連携して情報を集約

し，学生に一貫した就職・進学に対する相談・助言や具体的支援を行う体制づくりに努めてい

る。さらに，就職課では，学年に関係なく就職・進路に関する相談が行える支援環境を整え

ている。 

 

表 2-3-1 就職支援講座（平成 29（2017）年度） 

■キャリア・セミナー（全学年対象） 

№ タイトル 日程 

1 ＯＧ座談会 12 月 9 日（土） 

 

■就職ガイダンス 
4 年生対象 日時 

1 就職活動オリエンテーション 4 月 5 日（水）10：50～12：20 

2 福祉職希望者向け就職オリエンテーション 5 月 24 日（水）17：25～18：55 

3 幼保希望者向け就職オリエンテーション 5 月 23 日（火）10：50～12：20 

4 社会人マナー講座（教職志望者対象） 12 月 15 日（金）16：30～18：00 

5 社会人マナー講座（企業・福祉系内定者対象） 12 月 22 日（金）16：30～18：00 

３年生対象【就職ガイダンス】 日時 

1 就職活動説明会 5 月 19 日（金）16：30～18：00 
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2 就職ガイダンス～就職サイト登録説明会 6 月 2 日（金）16：30～18：00 

3 就職ガイダンス～就活スタート講座 9 月 29 日（金）16：30～18：00 

4 就職ガイダンス～業界研究・企業研究の仕方講座 10 月 20 日（金）16：30～18：00 

5 就職ガイダンス～履歴書・ＥＳ作成講座 10 月 27 日（金）16：30～18：00 

6 ＳＰＩ模試 11 月 10 日（金）16：30～18：00 

7 就職ガイダンス～メイク講座 12 月 8 日（金）16：30～18：00 

8 就職ガイダンス～マナー講座 12 月 15 日（金）16：30～18：00 

9 金融業界講座 11 月 17 日（金）16：30～18：00 

10 就職ガイダンス～面接対策講座 1 月 19 日（金）16：30～18：00 

11 就職ガイダンス～求人票の見方講座 2 月 23 日（火）10：50～12：20 

12 就職ガイダンス～労働法講座 2 月 8 日（木）9：10～10：40 

3 年生対象【実践力養成講座】 日時 

1 実践力育成講座Ⅰ～書く力（文章力養成） 12 月 2 日（土）3 日（日）10：00～17：00 

2 実践力育成講座Ⅱ～第一印象ブラッシュアップ 
2 月 7 日（水）1～4 ｺﾏ目，3 月 29 日（木）1 ｺﾏ目 
※いずれか 1 ｺﾏを受講 

3 実践力育成講座Ⅲ～対話する力（ＧＤｾﾐﾅｰ） 
2 月 15 日（木）・22 日（木）【基礎】1～2 ｺﾏ【実践】2～3 ｺﾏ 
3 月 29 日（木）【基礎】3 ｺﾏ【実践】4 ｺﾏ】 
※いずれか 1 ｺﾏを受講 

3 年生対象【フロントランナー養成（ＦＲ）講座】 日時 

1 ＦＲ養成講座Ⅰ～話す力（プレゼン） 
2 月 8 日（木）10：50～12：20，20 日（火）13：10～14：40 
※両日程受講必要 

2 ＦＲ養成講座Ⅱ～考える力（課題解決） 2 月 13 日（火）13：10～14：40 

3 ＦＲ養成講座Ⅲ～協同する力（コンセンサス） 2 月 23 日（金）13：10～14：40 

1・2 年生対象 日時 

キャリアガイダンス 
【1年】 5月 17日（水），5月 24日（水）各日 15：45～17：15 
【2年】 5月 12日（金），5月 19日（金）各日 16：30～18：00 

 

■キャリア課外講座 
№ タイトル 日程 

1 SPI超☆基礎講座【有料】 1 月 20 日（土）全 4 ｺﾏ 

2 SPI対策講座【有料】 2 月 4 日（日）～2月 6 日（火） 3 日間集中 全 13 ｺﾏ 

 

大学院のキャリア教育のための支援体制の整備については，教育学専攻臨床心理学コース

の場合，主に授業科目「臨床心理実習」によってなされている。臨床心理実習では，学外施

設実習として，医療機関，福祉相談機関への実習がなされる。また学内施設実習として，心

理教育相談センターにおける実習がなされる。実習では，相談業務の担当などを通して，専

門家としての姿勢や態度の習得，並びに専門的技能の習得に向けての指導を受け，キャリア

教育がなされているといえる。その結果，大学院修了者のほとんどが心理専門職として就職

している。就職・進学に対する相談・助言体制の整備と，その適切な運営については，就職

課からの支援と大学院担当教員の支援との連携による体制が整備されている。 

正課外インターンシップについては，地方創生インターンシップ協会（中国地方）等の説

明会を学内で行い，学生へ積極的参加を呼び掛けている。エントリー指導から，マナー指導，

報告書提出まで，より充実した就労体験を就職課で行うことができるように体制を整備して

いる。 

 

（3）2-3の改善・向上方策（将来計画） 
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本学における就職率（就職希望者対象）は，平成 28（2016）年度は 100％であったのに対

して平成 29（2017）年度は 99.6%。内定者を対象に実施するアンケートにおいての進路満足

度は，平成 28（2016）年度が 93％であったのに対して平成 29（2017）年度は 91％である。

さらに，実就職率に関しては平成 28（2016）年度が 91.7％であったのに対して平成 29 年度

は 90.2％であった。 

結果のみを単年度でとらえると高い成果を得ていると考えることもできるが，前年度に比

して総体的にマイナスの実績となり，取り組みには改善の余地が残される。 

今後はキャリアセンター運営委員の役割の強化と明確化を図り，キャリアセンターと各学

科とのさらなる連携のもと，就職を希望しない学生に対するアプローチも含め，個々の学生

に就職課が早期にかかわることのできる支援体制づくりと共に，学生が働くことに興味関心

を示し，就職活動への意欲を向上させ，社会で活躍し続けることを後押しできるようなキャ

リア教育の展開について再考し，就職支援に関する実績の向上を目指す。 

 

2-4 学生サービス 

≪2-4の視点≫ 

2-4-① 学生生活の安定のための支援 

（1）2-4 の自己判定 

基準項目2-4を満たしている。 

 

（2）2-4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-4-① 学生生活の安定のための支援 

 学生サービス，厚生補導のための組織の設置と，機能の適切性について，学生生活全般に

わたっての学生サービスは，「学生サポートセンター」が所轄している「学生生活支援委員

会」と「学生相談室」が受け持ち，適宜対応している。加えて『学生生活ハンドブック』 に

記載しているチューター制度により，各学科においても学科独自の問題など学生へのサポー

トを行っている。また，社会人，編入，転入学生に対しても各学科のチューターが本学に早

く慣れるため，面談による支援を行っている。  

 奨学金など学生に対する経済的な支援の適切性については，日本学生支援機構の奨学金な

らびに本学独自の奨学金制度，学納金優遇措置制度及び教育ローン利息補給制度があり，全

体としては，それぞれの目的に応じて有効に機能している。奨学金制度のうち，本学独自の

制度である「武田ミキ記念基金奨学金」及び「美樹会奨学金制度」は，学業成績と家計状況

の判定基準による，客観的でスムーズな選考を行うことができている。学納金減免制度のう

ち，「授業料等学納金優遇措置」は，本学園に関係した学生や社会人が本学へ入学するため

の一助となっている。海外に留学する学生は，「海外留学生奨学金制度」を利用して留学し

ている。 
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表2-4-1 日本学生支援機構奨学金採用者数及び全学生に占める割合 

（平成25年度～平成29年度） 

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

採用者数 686 669 661 635 566 

全学生に占め

る割合 
53.2％ 53.9％ 52.1％ 51.3％ 49.9％ 

 

表2-4-2 海外留学者数（平成25年度〜平成29年度） 

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

海外留学者数 24（15） 20（12） 26（11） 20（10） 21（3） 

※（ ）内は海外留学生奨学金制度利用者数を示す。 

  

学生の課外活動への適切な支援については，人的支援と経済的支援からなる。人的支援体

制は，学友会の諸行事について「学生生活支援委員会」の担当教職員が協働し適切な対応を

していると評価できる。具体的には，学生自治活動である大学祭や合同発表会ほか学友会年

間行事への支援を行っている。また，経済的支援については，「クラブ・サークル活性化対

策費」「文教チャレンジ」を設け，学生の主体的活動に対する支援を行っている。 

学生相談に関しては，近年,心理的問題が多様化・重篤化していること,相談件数の増加の傾

向が窺えることから，平成 25（2013）年度より,心理的支援に専門的知識技能を有する臨床

心理士が月曜日から金曜日の週 5 日間学生相談室に常駐することとした。週 2 日担当の非常

勤カウンセラー（臨床心理士）と合わせ,多様化・重篤化する相談内容に十分対応できる体制

を平成 29（2017）年度も維持している。個別相談のみならず,学内コミュニティ活動による

支援を推進するため,第一に平成 26（2014）年度に年１回で開始した学生対象のグループワ

ークを,平成 29（2017）年度からはワークショップに名称変更し，年 4 回（平成 28（2016）

年度は年 3 回）に増回した。第二に保健室との連携のもと新入生内科健診にて新入生全員と

カウンセラーが顔を合わせ,必要に応じ早期相談へ繋げた。これは平成 27 年（2015）年度に

開始され，平成 29（2017）年度も実施された。また,平成 26（2014）年度教育懇談会（本学

開催）にて，保護者および学生に対してカウンセラーとの面談を受け付けており，平成 29

（2017）年度も実施した。さらに，学内の学生支援体制と，教職員の学生支援スキルを高め

るため,「休退学の状況から考える学生支援」をテーマとして FD・SD 研修会を年 1 回行った。 

 

（3）2-4の改善・向上方策（将来計画） 

 「学友会」活動の支援方法を点検していく中，「学友会」は本部役員学生の減少により存

続が危ぶまれる時期もあったが，「学生生活支援委員会委員」の各方面からの支援もあり，学

友会の中に執行委員会が組織され，次期本部役員に引き継がれる仕組みが整備されている。

今後も学生の自主性を尊重しながら，学友会活動が円滑に運営されるよう支援を行っていく。。

また，学生全体の支援についても，「学生生活支援委員会」，「学生相談室」並びに「学習支
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援室」が連携を取りながら対応するシステムが構築されており，今後も連携を図りながら，

学生への支援を行っていく。 

 クラブ・サークル活動に関しては，「広島文教女子大学クラブ及びサークルの顧問等に関

する規程」に基づき「学生生活支援委員会」とクラブ・サークル顧問との関係性をより密に

し，相互に連絡を取ることのできる顧問連絡会のシステムを構築し，クラブ・サークルの活

動に対する多面的な支援体制を強化している。さらに「リーダー養成セミナー」において各

サークルのリーダーが集い，会の運営方法や活動目標について意見交換を行う機会を設け，

リーダー同士の横のつながりや支え合いを通した学内活動の活性化を今後も図っていく。 

また，学生満足度調査の集計結果を基に，学生からの回答を精査し，学生が安全かつ快適

に過ごせるよう継続して改善を図る。  

 学生相談に関しては，休退学やその他の不適応に関して相談ニーズを抱えている学生が適

切な支援に繋がるよう，学生相談室とチューター，保健室，および学習支援室との連携をさ

らに強化していく。加えて，従来の個別相談による支援力は維持しつつも，学内コミュニテ

ィ活動や広報活動を拡げていくことで相談への心理的敷居を下げ，学生にとってより身近な

相談室運営を目指すことに努める。 

 

2-5 学修環境の整備 

≪2-5の視点≫ 

2-5-① 校地,校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理 

2-5-② 実習施設,図書館等の有効活用 

2-5-③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性 

2-5-④ 授業を行う学生数の適切な管理 

（1）2-5 の自己判定 

基準項目2-5を満たしている。 

 

（2）2-5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-5-① 校地,校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理 

本学は，大学設置基準に示されている教育目的達成のため，校地，運動場，校舎，体育施

設，情報サービス施設，附属施設等の施設設備を適切に整備し，かつ有効に活用している。 

本学の土地・建物の面積については，土地が 73,482 ㎡，建物が 34,619 ㎡である。1 号館

をはじめとする各校舎等の用途は,下表のとおりである。 

 

表2-5-1 各校舎等の用途 

名 称 用 途 

BECC Bunkyo English Communication Center 

1F:BECC Café／教員研究室 

2F:LA…Learning Advisors 

3F:BLS…Blended Learning Space（教室） 
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附属図書館 1F:ラーニング・コモンズ／資料室 

2F:第 1閲覧室 

3F:第 3閲覧室 

1号館 

（美術棟） 

1F:就職課（キャリアセンター）／コンビニエンスストアー 

ブックセンター（紀伊国屋）／ATM／入試広報課 

2F・3F:教室／教員研究室 

本部棟 1F:学生サポート課／総合支援課／ICT推進課／地域連携室 

2F～6F:教室／教員研究室 

6F:院生控室 

7F:会議室 

2号館 1F:文教ホール／学生食堂／保健室・カウンセリングルーム 

ハラスメント等人権侵害相談室 

2F～5F:教室／教員研究室 

5F:学生相談室 

6F:教室／教員研究室 

3号館 1F～3F:教室／教員研究室 

4号館 1F～3F:教室 

5号館 

（音楽棟） 

1F:ピアノ練習室 

2F:教室 

3F:教室／教員研究室 

6号館 1F:ILS…学習支援室／Independent Learning Suite（個別学修専用施設） 

2F～5F:教室／教員研究室 

7号館 3F～5F:教室／教員研究室 

心理教育相談

センター 

1F:相談室／プレイルーム 

2F:演習室／資料室 

アリーナ 

（体育館） 

1F:アリーナ／サブアリーナ 

2F:教室／教員研究室 

学友会センタ

ー 

1F:和室 

2F:会議室 

クラブハウス 1F:クラブ BOX 

2F:クラブ BOX 

その他 大学グラウンド／プール／弓道場 

このように，学生の多様な学修ニーズに応えられるように配置している。 

さらに特色のあるものを挙げるならば，ラーニング・コモンズと並んで学生の学修をより

後押ししていく施設（スペース）として，次の二つを挙げることができる。 

 

表2-5-2 特色ある学修支援施設 

名 称 特 色 
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学習支援室 ・大学での学習を進めていく上での疑問を解決に導くお手伝いをする。 

・相談窓口で，学習のポイントや方法を見つけられるようにアドバイス。 

ILS（Independent 

Learning Suite

個別学修専用施

設） 

・学習支援室の両サイドに配置されており，便利である。 

・一人で集中して勉強したい場合に適している。 

平成 28（2016）年度の授業期には学習支援室を 2000 人以上が利用し,学習支援員は 250

件を越える個別相談に対応している。（うち,学習支援室の利用人数は,平日のある時点の在室

者数をカウントし合計したもの。ILS の利用者は含まれない）IT 施設については，情報処理

演習室を 2 部屋設備し，図書館ラーニングコモンズにある 80 台と合わせ学生用パソコンを

160 台設置,授業はもちろん空き時間には学生に開放し，利用できるようにしている。 

快適な学生生活をおくるための施設・設備としては，学生食堂，ブックセンター（書籍・

文具類販売），コンビニエンスストアが開設されている。学生の自主研修あるいは憩いの場

として，談話室，学修ホール及び学生食堂の一部が，8時30分から20時30分まで開放され，

中庭にもテーブルとベンチを設置している。また，本学は学生の自動車・オートバイ通学を

認めており，キャンパスに隣接して学生駐車場（収容可能台数107台）を，キャンパス内に駐

輪場（収容可能台数オートバイ85台，自転車400台）を設けている。 

施設・設備の安全性（耐震等）については，平成 23 （2011） 年度に耐震診断を実施した。

その結果，1 号館・3 号館及び 6 号館が耐震基準を満たしていないことが判明した。これを受

けて，順次耐震補強を実施していく。 

 

2-5-② 実習施設,図書館等の有効活用 

本学は，大学設置基準に示されている教育目的達成のため，校地，運動場，校舎，図書館，

体育施設，情報サービス施設，附属施設等の施設設備を適切に整備し，かつ有効に活用して

いる。 

〔心理教育相談センター〕 

「広島文教女子大学心理教育相談センター（以下当センター）」の目的は，地域の方々に心

理相談を含めた地域支援を行うこと，また本学大学院教育学専攻臨床心理学コース所属院生

の実習・教育・訓練を行うことである。構成員は，相談員が臨床心理士の資格を有する教員

7 人，実習相談員が臨床心理学コースの大学院生 7 人である。当センターの主たる活動内容

は個別心理面接であり，延べ来談件数 72 件，延べ来談者数 257 人，延べ面接回数 452 回で

あった。                                                                                 

また，昨年度に引き続き「ノーバディズ・パーフェクト・プログラム（NP プログラム）」

を実施した。このプログラムは，1 歳から 5 歳までの子育て中の母親を支援する活動である。

広島市安佐北保健センターと本学心理学科との共催，（公財）ひろしまこども夢財団の後援で

実施した。期間は平成 29（2017）年 10 月 4 日から 11 月 22 日まで，毎週水曜日 10 時から

12 時まで 2 時間，合計 8 回の開催であった。運営スタッフは，ファシリテーター2 名，託児

ボランティア・本学学生合わせて 18 名（日によって変動）で，参加者は，母親 14 名，乳幼
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児 17 名であった。  

  

〔附属図書館〕 

平成26（2014）年3月には，図書館1階にラーニング・コモンズを設置し，集団によるディ

スカッションなどの学修形態に対応できるようにした。また，平成26（2014）年12月には，

学修支援室の両隣に個別学修施設であるILSを開設し，多様な学修形態への対応と学生個々へ

の学修支援をおこなっている。  

附属図書館の図書・学術雑誌の蔵書数及び閲覧室等の座席数は，適切に整備されている。

貴重資料室以外は，開架式とし自由に出入りできるので，施設の利用の便は良い。ラーニン

グ・コモンズの整備や各種データベースの導入によって，利用者の新しいニーズに対応でき

ている。 

図書館の利用については，「文教学入門」で新入生全員に利用方法と館内案内を，2 年生，

3 年生，4 年生には平成 27（2015）年度改訂の『論文・レポート・演習資料作成のための文

献探索法の基礎』を利用し，資料収集方法の指導を行っている。近年は，教員との連携に基

づく授業やゼミを単位とした学年や研究テーマに合わせた文献探索ガイダンスの実施を行っ

ている。文献探索ガイダンスは，昨年度依頼があったゼミから今年度も依頼があるという状

態で安定して行っている。 

国公私立大学や諸教育・研究機関との ILL（相互協力）は，NII（国立情報学研究所）への

接続を通して可能となっており，現物貸借及び文献複写の申し込みが効率化し，迅速な提供

を行っている。受付件数は，下の表のとおりで，学修支援業務としての利用指導とともに図

書館業務の大きな一定の比重を占めている。 

このような受付件数は，本学の蔵書が充実していることを示している。あわせて，平成 28

（2016）年 4 月から，国立国会図書館デジタル化送信資料を利用できるようにした。また，

平成 20（2008）年 4 月から導入した機関リポジトリにおいて，本学刊行物の登録を進めた結

果，機関リポジトリで公開している論文のダウンロード数は増加しており，大学の研究成果

物を社会に還元できている。 

 

表 2-5-3 対外サービス依頼及び受付件数 

 依頼件数 受付件数 

文献複写 閲覧 調査 借用 計 文献複写 閲覧 調査 貸出 計 

平成 29 年度 163 0 2 13 178 198 0 3 22 223 

 

開館時間については，平成 28（2016）年から，授業期の平日は 8:45～19:00，土曜日は 8:45

～15:00，土曜日・日曜日・祝日が授業日になった場合は 9：00～17：00，休業期の平日は

8:45～17:00，土曜日は休館，に変更した。大学院設置基準第 14 条特例適用学生を受け入れ

た場合は，平日 8:45～21:00，土曜日は 8:45～19:00 まで延長開館を行うこととしている。

あわせて毎月の月末休館日をやめ，その作業を開館期間内に他の業務と平行して行うように

し，前期・後期の最後に設けていた１週間の作業休館の時期をずらして，より利用者が利用
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しやすい環境を整えた。なお，閲覧室や資料は，学外者に対しても開放しており，平成 28（2016）

年度には，延べ 67 人の利用があった。 

図書館 1 階ラーニング・コモンズでは，複数人で議論しながら学修する姿や発表・プレゼ

ンの練習をするなど多種多様な学修形態がみられるようになった。平成 29（2017）年度は，

前年度よりグループ学修活動が活発に行われている。 

広報面では従来の印刷物からホームページへとシフトさせ，さらに広島県内の大学に先駆

けて平成 26（2014）年 12 月より始めた公式 Facebook で情報発信を行い，図書館利用の促

進や図書館活動の迅速な広報に役立てている。 

IT 施設については，情報処理演習室及びマルチメディア教室を 3 部屋設備し，150 台のパ

ソコンを設置している。授業はもちろん空き時間には学生に開放し，利用できるようにして

いる。このように，快適な教育研究環境を整備し，有効に活用している。 

介護実習室は，人間福祉学科介護福祉コース 1～4 年生の「生活支援技術」「医療的ケア」

の授業で使用するほか，保育士養成科目「子どもの保健Ⅱ」の授業（初等教育学科 4 年生 52

名前期 15 コマ，人間福祉学科 4 年生 21 名前期 15 コマ）でも使用し，実践力育成に活用し

ている。また，人間栄養学科 3 年生が実習指導の一環で介護実習室を使用した介護体験を行

うなど，施設・設備を有効に活用している。 

 

2-5-③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性 

バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性については，学生の要望を聞きながら，

段差の解消等を図っている。また，すぐに物理的改善が図れない場合は，学生が履修してい

る授業について使用する教室の調整を行い，教室移動等に支障を来さないように努めている。 

 

2-5-④ 授業を行う学生数の適切な管理 

1 年生の教養教育科目「文教学入門」は，講義方式の必修科目として開講されているため，

履修者数が最大の授業となっているが，講義担当者とは別に複数の授業運営を担当する教員

を置くことによって，教育効果の向上を図っている。3 年次以降の現代教養科目については，

科目ごとの受講者数に開きがあるが，履修者数に上限を設けて抽選を行うなどの対応を行い，

次年度に向けて受講者数の平均化の検討を行っている。 

一方，演習・実技・実習・実験の科目については，40 人以内を基準としたクラス分けを行

い，少人数によるきめ細かな教育を実施している。中でも，国際教育系必修科目の「英語コ

ミュニケーションⅠ」「英語コミュニケーションⅡ」は，30 名以内にクラス分けをし，全員

が外国人専任教員によるこれら演習科目は，国際化を意識した特徴的な科目となっている。 

授業履修者数並びに授業内容による教室の割り振りについては，担当教員の希望を事前に

聴取し，履修登録の状況を見ながら適正な教室の割り振りをすることで，環境面からの教育

効果にも配慮している。 

人間福祉学科では，「社会福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針」「介護福祉士養成施設の

設置及び運営に係る指針」「精神保健福祉士養成施設等の設置及び運営に係る指針」に基づき，演

習科目，実習科目については 20 名以内にクラス分けをしている。 
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（3）2-5の改善・向上方策（将来計画） 

まず，附属図書館に関する改善・向上方策として，平成 26（2014）年 3 月に設置したラー

ニング・コモンズでの学修支援体制の整備，利用者への周知や効果的な利用について検討し，

あわせて附属図書館の開館時間などの検討を行い，学生の学修への配慮を不断に検討してき

た。また，BECC はもちろんのこと，学習支援室及び ILS についても，高等教育研究センタ

ーと教務委員会を中心に，学修の効率性・快適性を向上させる運営体制の検討・改善に努め

ている。こうした面を核として，他の場所に配置された普通教室・特別教室の最適化につい

て，グランド・デザインを描き，順次実施しているところである。学長メール，各種学生ア

ンケート等に現れた学生のこの面についての要望も汲み上げている。こうした仕組みを堅持

していくつもりである。 

施設・設備の安全性（耐震等）については，平成 23（2011）年度に耐震診断を実施し，3

つの校舎で耐震基準を満たしていないことが判明した。このことを受けて，今後順次，工事

を実施し改善していく。       

さらに，本学の特徴である少人数によるきめ細かな対応を考えた教育を実践するために，

今後も適正人数を考えた授業数を構成し，受講学生のクラスサイズや授業形式に合う教室の

確保について中・長期的に考えていく。 

平成 22（2010）年 4 月に大学の重点課題の一つとして取り上げられた「学修支援体制の

整備」プロジェクトでは，学修支援や学修環境の整備を中心に検討が加えられた。これは，

中央教育審議会大学分科会において「中長期的な大学教育の在り方に関する二次報告」（平成 

21（2009）年 8 月）においても重点課題として取り上げられたものである。本学では，学生

サポートセンターの 4 つの委員会等（「教務委員会」「学生生活支援委員会」「学生相談室」「学

修支援室」）のメンバーを中心としてそれぞれの立場から検討を加えた。その報告書は，授業，

学生生活，学生相談，及び学業支援等について「ソフト面」，「ハード面」に分けて，様々な

視点から学生に対する学修環境についての改善案を指摘し，平成 22（2010）年 10 月に「学

修支援体制の整備－短期案」を，平成 23（2011）年 3 月に「学修支援体制の整備－中長期

案」を作成した。現在，実効性や実用性の高いものから順に改善を進めているところである。 

 

2-6 学生の意見・要望への対応 

≪2-6の視点≫ 

2-6-① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

2-6-② 心身に関する健康相談,経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意

見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

2-6-③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

 （1）2-6 の自己判定 

基準項目2-6を満たしている。 

 

（2）2-6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 
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2-6-① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

「学習支援室」には，教養教育部の非常勤助手が午後に常駐しており，学生からの相談を

受け意見・要望の把握,また,継続的な個別指導を通して,学修支援が必要な分野の把握に努め

ている。 

また,本学では，FD（Faculty Development）活動の一環として，継続的に「学生による授

業評価アンケート」を実施しており，アンケート結果を学内 LAN 上で学内に公開している。 

質問項目は以下の通りである。 

設問１ 教員は，学生の理解度や授業態度などを考慮して，教材を工夫したり，学生の

考えや疑問などを授業に反映させたりするなど，適切に授業を運営していました

か。 

  4：とてもそう思う 3：そう思う 2：そう思わない 1：全くそう思わない 

設問２ 教員は，学生が授業に積極的に参加できるように，タブレット端末などを活用

したり，グループ学修などで学生の意見の発表やディスカッションを実施したり

しましたか。 

  4：とてもそう思う 3：そう思う 2：そう思わない 1：全くそう思わない 

設問３ シラバスの記述や，授業での教員の説明などで，どのような事前学修や事後学

修に取り組めばよいか理解できましたか。 

  4：とてもそう思う 3：そう思う 2：そう思わない 1：全くそう思わない 

設問４ 授業内容をよく理解するための支援では，どのような内容が有効でしたか。4：

シラバスの内容 3：オフィスアワー 2：学修支援室 1：オフィスアワー以外での

教員の指導 ０：特に有効なものはなかった 

設問５ この授業を受けて，シラバスに到達目標として掲げられている知識や能力を獲

得できたと思いますか。 

  4：とてもそう思う 3：そう思う 2：そう思わない 1：全くそう思わない 

また，「学生による授業評価アンケート」と並行して，「高等教育研究センター」では「学

修状況調査アンケート」も実施している。 

質問項目は以下の通りである。 

設問１ あなたが，前期（後期）に履修登録した科目数を教えてください。 

設問２ あなたが，前期（後期）に取得する予定の単位数を教えてください。 

設問３ あなたは，前期の期間中，１週間あたり平均何時間，授業時間以外の学修をし

ましたか。 

以上のような「学生による授業評価アンケート」「学修状況調査アンケート」によって得

られたデータに基づいて，各学科・部署は教育内容・方法及び学修指導等の改善に向けた取

り組みを進めている。また「高等教育研究センター」においても，「IR 部会」を中心にデー
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タを集約・分析し，FD 活動の活性化を図っている。 

「BECC」においては，英語教育に特化した独特の教育システムを展開しているため，

「BECC」独自の授業評価を実施し，報告書を作成している。 

 

2-6-② 心身に関する健康相談,経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意

見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

 学生に対する健康相談，心的支援，生活相談等の適切性について，健康相談，心的支援，

生活相談等は，表 2-6-1 に示した「学生相談室」への相談件数から見れば，適切に機能して

いると評価できる。学生相談室では，休・退学に関しての実態調査を取りまとめ学科長会で

報告をし，学生の現状把握を行っている。また，利用促進のため，「学生相談室」の広報活

動として，学生生活ガイダンスにおいて新入生に配付する「学生相談室案内リーフレット」

の作成，「学生相談室メールマガジン」の発刊を行った。  

 

表2-6-1  学生相談室への相談回数（平成25年度〜平成29年度） 

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

相談回数 503 733 838 1,183 860 

                        ※ 相談回数は，延べ数を示す。 

 

また，学生サービスに対する学生の意見等をくみ上げる仕組みの適切な整備と学生サービ

スの改善への反映については，学生の意見を率直にくみ上げるシステムとして，直接学長の

下にメールを送信することのできる「学長メール」を実施している。「学友会」も，学生の意

見を自由に投函できる意見箱を設置し，学生サービスに反映させるシステムを作っている。

このことをはじめ，「学友会」の各部局・委員会等からの学生の意見は，「学生生活支援委

員会」の担当教員が適切かつきめ細かな対応を行い，「学友会連絡協議会」や担当教員を通

して「学生生活支援委員会」に上げ，さらに，「学生サポートセンター」として対応するシ

ステムとしている。具体的成果の一つとして，「学友会連絡協議会」と協議して実現したの

が，「文教チャレンジ」制度である。内容は，学生団体が自ら企画した内容を発表し，学生

及び教員の審査の結果，採択されると企画実行する費用を支援するというものである。社会

で求められている自ら企画し，実行する力を養成することに大きく貢献する制度と考えられ

る。 

 

2-6-③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

学生の意見等をくみ上げる仕組みの適切な整備と学生サービスの改善への反映については，

学生の意見を率直にくみ上げるシステムとして，直接学長の下にメールを送信することので

きる「学長メール」を実施している。「学友会」も，学生の意見を自由に投函できる意見箱を

設置し，学生サービスに反映させるシステムを作っている。このことをはじめ，「学友会」

の各部局・委員会等からの学生の意見は，「学生生活支援委員会」の担当教員が適切かつき

め細かな対応を行い，「学友会連絡協議会」や担当教員を通して「学生生活支援委員会」に
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上げ，さらに，「学生サポートセンター」として対応するシステムとしている。  

 また，平成 29（2017）年度には「学生生活に関するアンケート」を実施し，全体で 454

名が回答した。このアンケートの目的は，学生生活での対人関係や施設設備の利用状況や満

足度等について調べるものである。この結果については，学内 LAN に公開し教職員が閲覧で

きるようにした。公表することにより，各学科教員及び関係部署が現状を把握することがで

きた。 

 

（3）2-6の改善・向上方策（将来計画） 

平成 28（2016）年度から，過年度生を除く全学生がタブレット端末を所持することとなり，

本格的な学内 LAN 上での「学生による授業評価アンケート」が開始された。これを機として，

各学科のカリキュラムが，それぞれの「人材育成目標」「履修モデル」に沿った編成となって

いるかの確認を継続して行っていく。 

なお，評価結果のフィードバックとして平成 28（2016）年度より，評価の高い授業につい

て公開授業を実施し,教授技能の向上を図っている。 

アンケート回答率の向上のため，教員を中心により繰り返し「学生による授業評価アンケ

ート」実施の依頼を行うとともに,学生に対し「学生による授業評価アンケート」の重要性を

理解してもらえるよう引き続き努めていきたい。この点に関しては，公開授業制度の運用を

学生に対するプロパガンタの一環としても活用していくこととする。 

学生アンケートについては，「学生生活に関するアンケート」を継続して実施することに加

え，次年度は卒業生に対してアンケートの実施を企画している。 

 

〔基準2 の自己評価〕 

 本学では,「心を育て 人を育てる」という教育理念に基づいてアドミッション・ポリシー

を策定,学生募集要項及び本学ホームページで明示し,アドミッション・ポリシーに沿った入学

試験の実施により入学者の選抜を行っている。 

 近年は,人間科学部・大学院ともに定員を満たしていない状況が続いているが,学科ごとにカ

リキュラムの特徴や資格取得・就職実績,また地域社会や企業と連携した発展的な学修の展開

などをアピールし,入学者の確保に取り組んでいる。 

 ラーニング・コモンズをはじめとする学修環境と組織的支援体制の整備,および学生相談室

やチューターを中心とした生活面からの支援,さらにキャリア形成を目的とするインターン

シップやキャリアセンターの活動により,学生の成長と社会的・職業的自立を積極的に支援し

ている。さらに,授業評価アンケート,「学修状況調査アンケート」,「学長メール」,学友会の

「意見箱」等を通して学生の意見・要望を把握し,学生のニーズと希望を反映した学修環境の

構築に取り組んでいる。 

 以上により,「2-1 学生の受入れ」「2-2 学修支援」「2-3 キャリア支援」「2-4 学生

サービス」「2-5 学修環境の整備」「2-6 学生の意見・要望への対応」の6項目において基

準を満たしていることから,本学は教育機関として学生の成長を促進し,社会で活躍すること

ができるための専門的知識・能力を授けるという役割を十分に果たしていると評価する。  
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基準 3．教育課程 

3-1 単位認定,卒業認定,修了認定 

≪3-1の視点≫ 

3-1-① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知 

3-1-② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準,進級基準,卒業認定基準,修了認定

基準等の策定と周知 

3-1-③ 単位認定基準,進級基準,卒業認定基準,修了認定基準等の厳正な適用 

（1）3-1 の自己判定 

基準項目 3-1 を満たしている。 

 

（2）3-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）  

3-1-① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知 

ディプロマ・ポリシーの策定にあたっては,本学の建学の精神並びに教育目的に基づき,社会的な

要請である,『これからの企業・社会が求める人材像と大学への期待～個人の資質能力を高め,組織

を活かした競争力の向上～』（2015 年 4 月 2 日,公益社団法人 経済同友会）,『大学教育の分野別

質保証のための教育課程編成上の参照基準』（日本学術会議）,「各専攻分野を通じて培う「学士

力」 ～学士課程共通の「学習成果」に関する参考指針～」（中央教育審議会大学分科会,平成２０

年３月２５日「学士課程教育の構築に向けて」（審議のまとめ）掲載））などを踏まえ,策定した。 

策定したディプロマ・ポリシーは,平成 29（2017）年 3 月 9 日開催の学内研修会において,「三つ

のポリシーの改定について」と題して専任の教職員に対して周知を行った。また,広く社会に対し

ては大学ホームページに掲載して周知し,また学生に対しては『学生ハンドブック』に掲載して周

知している。  

 

3-1-② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準,進級基準,卒業認定基準,修了認定

基準等の策定と周知 

卒業認定基準については，大学設置基準第 25 条の 2 に則って「広島文教女子大学授業科目履修

規程」の 7 条に明示されており，また，同 8 条において卒業研究の手続き，評価等について記さ

れている。これらは「学生生活ハンドブック」に掲載されているため，学生は常に参照すること

が可能であり，周知が徹底されている。 

平成 25（2013）年度より，本学のディプロマ・ポリシーの内容に沿った形で，本学の学びのキ

ャップストーンであり，かつ，全学生にとっての必修科目となっている「卒業研究」についての

ルーブリックを策定・運用している。これに加え，本学の多くの開講科目で活用することを目指

し，「文章表現」および「プレゼンテーション」という，汎用性の高く，かつ，学びの質が問われ

る内容の評価について，平成 27（2015）年度よりコモンルーブリックを策定している。このコモ

ンルーブリックについては，それらが大学のディプロマ・ポリシーに合致するよう，統一性を持

たせたものとなっている。教員が単位を認定する上でコモンルーブリックを活用する際には，そ

の旨をシラバス上に明記するとともに，授業を行う際にその具体的な内容について学生に周知す

るよう徹底している。また学生も大学ポータルサイト（ユニバーサルパスポート）を通じて，コ
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モンルーブリックの具体的な内容に容易にアクセス・参照することができる。  

加えて，平成 27（2015）年度には「広島文教女子大学における進級に関する規程」を定め，そ

の第２条で学生がディプロマ・ポリシーに明示された人材として成長していく上で，2 年次まで

に最低限満たしていなければならない修得単位の要件を定め，同３条において，２年次学期末に

進級判定を行うこととしている。平成 28（2016）年度に全学生に初めての進級判定が実施され，

それ以降引き続いて厳正な審査がなされている。この進級に関する規程は，「学生生活ハンドブッ

ク」に掲載され，教員及び学生，保護者に周知が図られている。 

平成 29（2017）年度には，高等教育研究センターでの取り組みの一環として，各科目の到達目

標と本学のディプロマ・ポリシーの整合性をテキストマイニングの手法を用いて分析する取り組

みがなされ，本学が大学設置基準第 25 条の 3 に基づき実施している「FD・SD 研修会」におい

てその経過が報告されるとともに，「高等教育研究センター紀要」に教員・職員共同執筆による研

究資料が掲載された。これを受け，平成 30（2018）年度のシラバスより，それぞれの科目が，本

学のディプロマポリシー（1～5）のどれを実現するのかを明示する（複数も可）こととなった。

結果，各科目の到達目標と評価基準，およびディプロマ・ポリシーとの間に関連性と一貫性が確

保されることとなった。 

本学において「卒業研究」は全学生にとって必修科目となっており，かつ，その単位認定に関

しては，ディプロマ・ポリシーの内容に沿った形で策定されたルーブリックが活用されているこ

とから，卒業・修了認定の際にディプロマ・ポリシーの内容が大きな意味を持つことは自明のこ

とといえる。このルーブリックの内容は，卒業研究を作成する際，担当教員によって指導の指針

として活用されていることはもちろん，学生においても自らの研究の到達度や完成度をはかる上

での指針として大学ポータルサイト（ユニバーサルパスポート）で公開されており，アクセシビ

リティが確保された上で機能している。  

大学院においては，大学院設置基準第 14 条の 2 に則り，大学院学則第 15 条に，学生に対して

授業及び研究指導の方法及び内容並びに一年間の授業及び研究指導の計画，さらには客観性及び

厳格性を確保するために，評価の基準を明示した上で適切に行使することが述べられている。さ

らに第 22 条には修了の認定方法が示され，第 23 条に修了にかかる修士論文及び最終試験の審査

方法が記されている。これらの内容については，本学学内 LAN にて「学生生活ハンドブック」

を参照することが可能であることから，学生に対して十分な周知が図られている。 

 

3-1-③ 単位認定基準,進級基準,卒業認定基準,修了認定基準等の厳正な適用 

単位認定，進学及び卒業・進級・修了の基準を適切に定め，厳正に適用していることについて

は，「広島文教女子大学学則」第 12 条に示されるように，各授業科目の単位数は大学設置基準第

21 条に則って設定されている。また，「広島文教女子大学授業科目履修規程」に示されるように，

各授業科目のシラバスに成績評価基準を詳細に記載することにより，公正な成績評価を図ってお

り，大学設置基準第 25 条の 2 及び第 27 条を遵守していると言える。  

具体的には，単位の認定については，「広島文教女子大学学則」第 15 条に「学業成績の評価は，

秀，優，良，可，不可の評語を持って表し，秀，優，良，可を合格，不可を不合格とする」と定

めている。さらに，これに対応させて，秀～可を S～C，不可を D（成績不良）としている。その
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成績は，学期末試験，学修状況などを総合して各授業担当者が厳正な評定を行っている。各授業

の成績評定の方法は，大学ポータルサイト（ユニバーサルパスポート）上のシラバスに明示して

いる。厳格な評価基準の設定については，シラバスを作成する際に教員（非常勤含む）にひろく

呼びかけ，教務委員会が第三者の立場から審査し，場合によっては訂正・改善への指導を行って

いる。 

「広島文教女子大学学則」に「試験は，授業実施時間数の 65%以上出席しなければ受けること

ができない」と規定し，卒業の認定は「広島文教女子大学授業科目履修規程」に，教養教育科目

を 32 単位以上，専門教育科目を 62 単位以上履修した上で，全体では 124 単位以上の修得を要件

と規定し，厳正に適用している。  

平成 27（2015）年度入学生より，学修時間の確保や学修内容の系統性等，質保証という観点か

ら 2 年次から 3 年次への進級判定を行うこととなっており，「広島文教女子大学における進級に関

する規程」第 2 条にその要件（2 年次学期末における総修得単位数が，教養教育科目 8 単位以上

及び専門教育科目 36 単位以上）が定められており，厳正に適用している。 

さらに，平成 26 （2014） 年度から「広島文教女子大学 GPA 制度取扱要項」において，累積

GPA 値が 2.0 未満の学生は，前期では履修登録期間終了まで，後期では履修登録変更期間終了ま

でに，当該学期から卒業するまでの履修について，担当チューターによる指導を受け，その内容

を「履修計画書」にまとめ，当該学科長の承認を得て学生サポート課に提出することとしている。  

 各授業科目の授業期間，授業の方法，授業外学修の指示，成績評価基準等は，大学ポータルサ

イト（ユニバーサルパスポート）上に挙げたシラバスに明示するとともに，一般に公開している。

また，長期にわたる教育課程の履修については，「広島文教女子大学長期履修学生規程」において，

各学期に履修登録できる単位数は，卒業に必要な科目で 0～14 単位とし，大学院生では,修了に必

要な科目を 0～7 単位と定めており，大学設置基準第 27 条の 2 を遵守している。  

大学院にかかる単位認定，進学及び卒業・修了判定要件を適切に定め，厳正に適用しているこ

とについては，大学院設置基準第 15 条，大学設置基準の準用に則り，厳正に適用している。具体

的には，単位の認定については，「大学院学則」第 21 条にて，次の成績評価基準のとおり定めて

いる。  

 

成績評価基準  

成 績 の 評 価 成績表示 合 否  

秀 （90～100 点） S 合 格  

優 （80～89 点） A  

良 （70～79 点） B  

可 （60～69 点） C  

不可（60 点未満） D 不 合 格  

 

その成績は，学期末試験，授業への参加度，平常の学修状況などを総合して，各授業担当者が

厳正な評定を行っている。各授業の成績評定の方法は，シラバスに明示している。  

大学院課程の修了要件及び学位授与に関しては，「大学院学則」第 22 条から第 24 条に基づい
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て適切に定められており，厳正に適用している。具体的な修士論文の指導並びに審査については，

修士論文中間発表会，修士論文発表会で指導，審査をしている。よって，大学院設置基準第 12

条，第 13 条及び第 14 条の 2 を遵守しているといえる。 

 

（3）3-1の改善・向上方策（将来計画）  

平成 29（2017）年度よりディプロマ・ポリシーが改訂されたことを受け，それをゴールとして，

本学の教育課程や学年配置等を本格的に見直す時期となってきている。すでにシラバスの書式や

第三者チェックの厳格化などを通し，徐々にこれらの活動を浸透させていっているところである。

また，各学科の学びのプロセスを示したカリキュラムマップを改訂し，HP や「学生生活ハンド

ブック」に掲載し，学生のアクセシビリティを保証した上で常時参照できるような環境を実現し

てきている。加えて，新しいディプロマ・ポリシーに基づき，科目の再ナンバリングを実施し，

ナンバリングを活用して，学生が自らの学びの進行状況と自らの立ち位置について，「広がり」と

「時間の流れ」の両面において俯瞰し，理解することができるようにしてきた。 

 今後は，これらの活動のさらなる充実と精緻化を通して，学生及び保護者，地域に本学のディ

プロマ･ポリシーに体現されている理念を理解してもらえるように不断の努力を続けていく必要

がある。また，ディプロマ・ポリシーの実現をゴールとして，さらに，ディプロマ・ポリシーを

はじめとする三ポリシーが改訂され，本学が学生に対して修得することを保証する内容がより具

体的かつ明確になることにより，今後は，ディプロマ・ポリシーが保証する力のそれぞれについ

て，それを評価し，単位を認定する上で活用するためのルーブリックを策定していく。 

 大学院における単位認定及び修了要件については，適切に設定している。また，在学期間に関

しては，優れた業績を上げたと認める者については，1 年以上在学すれば足りることが可能とな

るよう修了要件を改定し，平成 26（2014）年度入学生から実施している。 

 

3-2 教育課程及び教授方法 

≪3-2の視点≫ 

3-2-① カリキュラム・ポリシーの策定と周知 

3-2-② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 

3-2-③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

3-2-④ 教養教育の実施 

3-2-⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施 

（1）3-2 の自己判定 

基準項目3-2を満たしている。 

 

（2）3-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-2-① カリキュラム・ポリシーの策定と周知 

カリキュラム・ポリシーは,本学のディプロマ・ポリシーを実現するために教育課程を定めてい

る。卒業認定･学位授与の方針に掲げた教育目標達成のために,教養教育科目及び専門教育科目,そ

の他必要と考える科目を体系的に配置し,教育目標との関連を示すためにナンバリングを行って
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いる。また,学修系統を容易に把握できるように,科目の関係をカリキュラムマップにより明示して

いる。学修内容,学修方法,学修成果の評価の在り方については以下の通りである。 

 

１ 学修内容 

（1）教養教育では,現実の問題を多面的に考える力や社会で必要となる基礎的なスキルとと

もに,たくましく生きる力を身につけることを目的として初年次教育及びキャリア形成教育

をおこないます。 

（2）語学教育では,英語学修専用施設（BunkyoEnglishCommunicationCenter）を活用し

た少人数教育によるアクティブ･ラーニングを通して外国語の活用力の育成をはかります。 

（3）専門教育では,各専門領域の体系性に基づいて,科目を適切な学年･期に配置し,その関連

性をカリキュラムマップによって示します。 

 

２ 学修方法 

（1）双方向性を実現し,能動的な学修態度と実践力を養うために ICT 機器を活用します。 

（2）自律学修習慣を身につけるために,「育心の時間」（オフィスアワー）を活用して学修

成果評価後の指導を実施します。 

（3）実践力及びコミュニケーション力を養うために,少人数の授業ではアクティブ･ラーニ

ングを取り入れます。 

（4）豊かな人間性を育成するために,学科ごとに開講される「プログラム育心」を実施しま

す。 

  

策定したカリキュラム・ポリシーは,平成 29（2017）年 3 月 9 日開催の学内研修会において,「三

つのポリシーの改定について」と題して専任の教職員に対して周知を行った。また,広く社会に対

しては大学ホームページに掲載して周知し,また学生に対しては『学生ハンドブック』に掲載して

周知している。  

 

各学科の専門教育科目は，人材育成目標の実現に向けて，その教育課程に科目区分を設定し，

科目ごとに必修・選択の別，単位数等を明示している。  

初等教育学科では，多様化する教育現場に対応できる専門知識と高度な指導技術，すぐれた実

践力を持った教育者を養成し，最終的には「信頼される教師・保育士」を目指すことができる教

育課程を編成している。  

人間福祉学科では，誰もが生き生きと暮らすことができる福祉社会を支える知識・技能をもっ

た心豊かな人材の育成に向けて，社会福祉学の体系性に基づき，教育課程を編成している。 

心理学科では，ディプロマ・ポリシーの実現のために，心理学の体系性に基づいて,専門科目

を適切な学年･期に配置し,その関連性をカリキュラムマップによって示している。同時に，

各科目とディプロマ・ポリシーの関連性を，ナンバリングによってシラバス上に示している。 

人間栄養学科では，ますます関心が高まる「食」を通して，人々の健康づくりに貢献できる人

間性豊かな管理栄養士を養成し，多彩な講義・演習・実験と併せて，学内・外での実習も体系的
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に学修し，高度な実務実践力を養うことができる教育課程を編成している。  

グローバルコミュニケーション学科では，実践的な英語力を身につけグローバルな視点で幅広

いものの見方・考え方ができる自立した女性を育成することができる教育課程を編成している。  

これらの教育目的に応じた教育課程は，「広島文教女子大学教育課程等に関する規程」本学ホーム

ページ「教育情報の公表」及び『学生生活ハンドブック』などに明示している。  

 

3-2-② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 

カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性については,高等教育研究センター,

学科長会などの審議の過程で一覧表を作成し,策定した。また,そのことが容易に理解できるように

図を作成し,平成 29（2017）年 3 月 9 日開催の学内研修会において,「三つのポリシーの改定につ

いて」と題して専任の教職員に対して周知を行った。また,社会及び学生に対しては大学ホームペ

ージに掲載して周知しているところである。  

 

3-2-③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

 カリキュラム・ポリシーに沿った授業科目の開設については，「広島文教女子大学教育課程等に

関する規程」に示すように，本学の理念であるところの，自立の精神と実践力を養う「育心 育

人」教育，および大学ミッションに記された「質の高い教育ときめ細やかな支援」の展開，さら

には，人間科学部及び各学科のディプロマ・ポリシーの達成に向けて，教養教育科目と各学科の

専門教育科目，そして全学科に共通する資格科目を有機的に配置しており，大学設置基準第 19

条及び第 20 条を遵守している。 

人間科学部及び各学科のカリキュラム・ポリシーにおいては，それぞれの専門教育の内容や豊

かな人間性の内容を学科の専門性に則した内容としながらも，統一感を持たせるような配慮がな

されており，学部・学科間のカリキュラム・ポリシーの整合性が確保されている。 

このことを前提に，各学科で共通して以下のような取り組みを行い，大学全体としての教育体

制を体系的に展開している。 

（1）学修内容については，専門教育だけではなく，教養教育および語学教育をトータルに展開

している。 

（2）学修方法については，各学科の学修内容に合わせた形で，双方向性の確立とそれを実現す

る手段としての ICT 機器の活用やオフィスアワーの設定，アクティブ・ラーニングの導入を可

能な限り推進している。 

（3）学修成果の評価については，GPA の活用や説明責任を果たすための評価基準の精緻化，

コモンルーブリックの策定と活用の推奨，評価後の指導の実施などを推進していること。 

上記の取り組みは，全てシラバスの内容に反映するように全教職員（非常勤講師を含む）に周

知徹底をはかっている。また，その内容について，教務委員会として第三者の立場からチェック

を行い，授業担当者に直接指導を行っている。 

 シラバス様式の精緻化および統一化の徹底をソフト面の取り組みとするならば，ハード面にお

ける取り組みとしては次のものが挙げられる。 

 （1）各学科の専門教育科目は，ディプロマ・ポリシーの実現に向けて，その教育課程に科目区
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分を設定し，科目ごとに必修・選択の別，単位数等を明示している。 

 （2）教養教育科目及び専門教育科目，その他必要と考える科目を学修の習熟に沿って体系的に

配置し，学修系統の把握を容易にするためのカリキュラムマップを作成している。 

 （3）各科目と教育目標との関連を示すためにナンバリングを行い，これらをシラバスに明示す

るとともに，カリキュラムマップとの整合性を確保している。 

 なお，履修登録単位数の上限の適切な設定など，単位制度の実質を保つための工夫については，

履修登録単位数の上限を，「広島文教女子大学学則」第 11 条第 2 項により，各学期に履修できる

単位数は，原則として 24 単位以内とし，履修できる授業の数が適切な設定となるように配慮し，

単位制度の実質を保つように工夫している。ただし，特に資格に関わる科目の単位数については，

その資格の取得を希望する者と希望しない者がいることに配慮して上限から除外し，また集中講

義についても，その上限から除外している。  

教養教育では，自校教育として本学の教育理念や成り立ちなどについて学ぶ授業である「文教

学入門」，各学科の特性を活かし，大学生としての基礎力を付ける授業である「人間科学研究」等

基礎的なカリキュラムが編成されている。また，基礎的なアカデミックスキルを身につけるため

の授業である「大学での学びⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」を開講し，高等学校までの学修方法からの連携を

スムーズに進めることができるように配慮されている。 

また，専門分野の学びを深めることでともすれば落とされがちな教養教育分野の修得を促進す

るため，平成 27（2015）年より「現代教養科目」と称し，3・4 年次に選択必修という形で人文・

社会・科学の多岐にわたって履修し，本学のミッションに示される「社会に役に立つ」ための教

養を涵養する工夫がなされている。また，上位学年で履修することにより，学生の自らで考える

力を養うような高度な学修が実現するとともに，履修科目の年次毎の分散にも効果を発揮してい

る。 

 教養教育の語学教育では，BECC を活用した英語の授業が，全学生にとって必修となっている。

BECC の施設を最大限に活用し，双方向性授業や ICT 機器の活用，アクティブ・ラーニングが実

施されている。また，自律的な学修を実現する SALC を予習・復習に活用する機会も多い。結果

として，初年次の学生に対し，本学のカリキュラム・ポリシーに示された学修方法を体験する機

会を与えるとともに，今後の学びに向けての動機付けを行う効果がある。 

 専門的な学びや資格取得の学びだけではなく，社会の一員としての基本的なスキルを習得した

り，自身のキャリアデザインを行うようなキャリア形成科目群も用意されており，学科での学び

と平行して段階的な履修が行えるように工夫がなされている。 

初等教育学科では，多様化する教育現場に対応できる教職，教科教育及び保育等の，教育学に

関わる専門的な知識と高度な指導技術，すぐれた実践力を持った教育者を養成し，最終的には社

会から信頼される教師・保育士を目指すことができる教育課程を編成している。 

人間福祉学科では，誰もが生き生きと暮らすことができる福祉社会を支える知識・技能をもっ

た心豊かな人材の育成に向けて，社会福祉学の体系性に基づいて，教育課程を編成し，科目を適

切な学年・期に配置し，その関連性をカリキュラムマップによって示している。具体的には，福

祉の基礎となる共通基幹科目，社会福祉士に関連した展開科目 A，精神保健福祉士に関連した展

開科目 B，保育に関連した展開科目 C，介護福祉士に関連した展開科目 D，福祉の近接領域の知
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識技術に関する共通展開科目の 5 つの科目群から編成している。 

心理学科では，ディプロマ・ポリシーの実現のために，カリキュラム・ポリシーに沿って心理

学の体系性に基づいて,専門科目を適切な学年･期に配置し,その関連性をカリキュラムマップ

によって示している。同時に，各科目とディプロマ・ポリシーの関連性を，ナンバリングに

よってシラバス上に示している。以上により，教育課程の体系的編成が行われている。 

人間栄養学科では，ますます関心が高まる人びとの食生活や健康に関わる課題について，それ

を科学的に解決する中で人々の健康づくりに貢献できる能力を有した人間性豊かな管理栄養士を

養成し，多彩な講義・演習・実験と併せて，学内・外での実習も体系的に学修し，高度な実務実

践力を養うことができる教育課程を編成している。 

グローバルコミュニケーション学科では，言語の公共的使用能力等のコミュニケーション学，

及びこれに関連する応用的かつ実践的領域に関わる専門的な知識・技能を学修し，グローバルな

視点で幅広いものの見方・考え方ができる自立した人材を育成することができる教育課程を編成

している。 

 教育課程編成方針に沿った教育課程の体系的編成については，平成 29（2017）年度に，現在の

カリキュラムが各学科のディプロマポリシーを実現するのに十分であるかについての検証を教務

委員会で実施した。これは，各学科が開講している科目がそれぞれ，本学のディプロマ・ポリシ

ー（1）～（5）のどれを実現するものであるのか（複数指定することも可）を検討したものであ

る。その結果，以下のような成果が得られた。 

 （1）それぞれの科目における学修内容とディプロマ・ポリシーとの対応関係について，シラバ

スに明示することが可能になったこと。また，それをナンバリングの法則にも反映させること  

が可能になったこと。 

 （2）学修内容の階層を明確にしたり，その内容や順序を再検討するとともに，ディプロマポリ

シーをゴールとしたカリキュラムの体系性をマッピングするとともに，それが学生にとって履  

修の方向性を示すものとなるような，カリキュラムマップを通した履修モデルの提示が試み  

られたこと。 

 ナンバリングは Web 上のシラバスで確認することができ，その参照方法については，大学ポー

タルサイト（ユニバーサルパスポート）上に示されている。カリキュラムマップについては，学

内 LAN 上で確認できるようになっている。 

 大学院にかかる教育課程の編成方針に即した授業科目の開設については，「大学院学則」第 14

条及び「別表第 1」に履修基準並びに履修方法が定められており，本学ホームページ「大学院」，

『学生生活ハンドブック』などに明示している。教育学専攻臨床心理学コースにおいては，臨床

心理士養成指定大学院 1 種としての体系的な授業編成となっており，これに即して授業科目を編

成している。また，本学の「心理教育相談センター」を実践の場として活用する教育が展開され

ている。 

 

3-2-④ 教養教育の実施 

教養教育実施のための体制の整備については，本学は「広島文教女子大学学則」第 9 条及び「広

島文教女子大学教育課程等に関する規程」に示すような教養教育科目を配置しており，これらの
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教育課程を運営する組織として「教養教育部」並びに「BECC」を設置し，専任教員を配置して

いる。特に「BECC」では，1 年次から 4 年次までの英語教育を実施する外国人専任教員 11 名と

英語の自律学修を支援する専任教員 1 名が所属しており，これにより学生は 4 年間で教養教育課

程と専門教育課程をバランスよく履修できるようになっている。 いずれの授業もシラバスを整備

し，アクティブラーニングなどの工夫を行って，幅広く深い教養や豊かな人間性を涵養できるよ

う努めている。 

 

3-2-⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施 

教授方法の改善を進めるために，本学は「大学設置基準」第 6 条，および第 7 条に基づき，「学

校法人武田学園組織規程」，「広島文教女子大学高等教育研究センター規程」，広島文教女子大学高

等教育研究センター運営委員会規程」，「広島文教女子大学高等教育研究センターFD 部会及び IR

部会細則」を策定するとともに高等教育研究センターFD 部会を設置している。FD 部会は例年「公

開授業（年 2 回実施）」「学生による授業評価アンケート（年 2 回実施）」「FD・SD 研修会（年 2

回実施）」に関する企画立案，集計結果報告等を行うとともに，その他 FD の推進・啓発に関する

活動・事業を行っている。これらの運営は，高等教育研究センター運営委員会や教授会での報告

等に加え，公開授業や学生による授業評価アンケートの実施については大学ポータルサイト（ユ

ニバーサル・パスポート）を通して学生に連絡すると同時に，協力を呼び掛けている。平成 29（2017）

年度では，7 月（8 日間 7 科目実施）と 12 月（7 日間 5 科目実施）に「公開授業」を，7 月と 1

月に「学生による授業アンケート」を，8 月（2 日間 8 講座実施）と 3 月（1 日間 6 講座実施）に

「FD･SD 研修会」を実施した。公開授業や FD･SD 研修会は，多くの教職員に参加を促すため，

可能な限り複数日にわたり多彩な講座（科目）を設定している点に運営上の工夫がある。 

とりわけ平成 29 年度では，アクティブ・ラーニングなどの教授方法や授業内容に関する理解の

深化と開発及び，効果的な実施を検討するため，ややもすればこれまで単発型に終わっていた FD

諸活動の有機的な連動を試みた。8 月の「夏期 FD・SD 研修会」における「教員個人で取り組む

FD 研究のあるべき姿を考える」（岡利道初等教育学科教授）は，7 月の「公開授業」を踏まえ，

「授業設計（コース・デザインとクラス・デザイン）」や「メディアの活用（板書・掲示物等のオ

ールド・メディアとパソコン・iPad 等のニュー・メディアとの相乗効果）」の在り方が提唱され

るとともに，参加者で議論を深めていった。また，ICT の積極的活用を図ることで効率的効果的

な教授方法が望まれる視座の下，平成 28（2016）年度ではラーニングマネジメントシステム Glexa

の活用方法の修得，平成 29（2017）年度では，授業やプレゼンテーションで PowerPoint を効果

的に用いる方法の修得をめざした講座が開講された。こうした成果は，個々の教員レベルになる

が，例えば『広島文教教育』といった学会誌などで教授方法や授業内容の改善の取り組みを考察

したものも確認される。 

 

 （3）3-2 の改善・向上方策（将来計画）  

平成 29（2017）年の三ポリシー改訂を受け，今後はカリキュラム・ポリシーについて，その具

現化に向けた取り組みが各学科で組織的に展開される必要がある。現時点では三ポリシー改訂前

のものを踏襲しながら変更を加えただけのものとなっているが，三ポリシーは循環的にフィード
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バックを繰り返しながらより精緻化するものである以上，今後はカリキュラムの改訂や学年配置

の再検討，アクティブ・ラーニングや ICT 機器の積極的導入など，より根本的なカリキュラムマ

ネジメントを重層的に（大学全体で，学科ごとで）実施する必要がある。 

 平成 30（2018）年度も引き続き教授方法の改善（アクティブ・ラーニングなど授業内容・方法

の工夫・開発を含む）に向けた取り組みを継続するとともに，個々の教員の実践に寄与するため

の手がかり（研修講座）を充実させる。例えば，「アクティブ・ラーニングなど（学生の主体的・

対話的で深い学びをめざす）の実践例とその検討」，授業方法改善につながる「在学生の能力傾向

の理解」ならびに「学内アンケートから分析される在学生の学修活動傾向の理解」，すなわち教え

る側の技能と学ぶ側の性質の両面からアプローチすることが求められる。 

 

3-3 学修成果の点検・評価 

≪3-3の視点≫ 

3-3-① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用 

3-3-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果のフ

ィードバック 

 （1）3-3 の自己判定 

基準項目3-3を満たしている。 

 

（2）3-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-3-① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用 

 

 大学設置基準第 25 条の 3 及び大学院設置基準第 14 条の 3 に基づく授業の内容及び方法の改善

を図るための組織的な取組のうち，全学的な取組は高等教育研究センターを中心的に行われてい

る。また，人間科学部の各学科，大学院人間科学研究科，キャリアセンター，教職センターにお

いても独自の評価基準を設定して取組を進めている。 

 

A．高等教育研究センター 

高等教育研究センターは，教育の改革・改善を組織的かつ継続的に支援することにより，教育

の質的向上を図ることを目的とする組織であり，アドミッション・オフィス，教職センター，教

務委員会，BECC 等の関係部署長を含む教員と事務職員が協力して業務にあたっている。業務遂

行のために FD 部会と IR 部会が設けられており，FD 部会は教育の質的向上に向けた諸施策の企

画・立案及び支援等，IR 部会は教育情報の収集・分析等にかかわる業務をそれぞれ担っている。 

（1）学修成果に関する情報収集・分析 

 ディプロマ・ポリシーに示されている教育目標の 5 領域（実践力，自律性，リテラシーに基づ

くコミュニケーション力，専門的な知識・技能の活用力，育心育人）の能力が大学生活を通して

どの程度修得されたのかを検証するため，後期末に 4 年生を対象に各領域能力の達成度・修得度

を自己評定する「自己評価シート」を用いて調査を実施している。さらに自己評価シートでは，

教育目標達成に向けた取組や改善策等を検討するため，補足的に大学生活全般の印象（成長感，
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所属感）や学びの改善に向けた意見（自由記述）を尋ねる項目も実施し，全体傾向を集約・分析

している。この自己評価シートによる調査は，カリキュラム・ポリシーに関する学修成果の評価

の指標にもなっている。また，学修成果の評価に関するもう一つの指標である学修行動調査も後

期末に実施している。これら調査の集計結果は FD・SD 研修会や学内 LAN により教職員に周知

している。 

（2）学修活動に関する情報収集・分析 

 全学学生を対象として前期末に実施する「学生生活に関するアンケート」により学修活動の状

況把握に努めている。このアンケートには，主要授業教室や BECC 内の自律学修施設 SALC，そ

の他の学内学修施設等の利用頻度や利用者の満足度を尋ねる項目が含まれている。併せて，教育

環境の改善に向けた基礎的情報を収集するために，学内における対人関係満足度や授業外時間に

おける利用施設や活動，今後の改善に向けた意見・要望（自由記述）を尋ねる項目も設けている。

このアンケートの集計結果は，教職員向けに報告するとともに，学生向けにも結果フィードバッ

ク資料を作成して学内 LAN を通じて公表している。さらに，学生向けのフィードバック資料に

おいては，学生からの意見・要望等の主なものについての回答も掲載している。 

 教員対象には「教育活動に関するアンケート」を実施している。このアンケートでは，ICT 機

器の活用状況やその効果，及び平成 29 年度における三つのポリシーの改訂に伴う学修成果を把握

するシステム（主にルーブリックの活用）について検討することを目的としている。このアンケ

ートに基づく研究成果は，高等教育研究センター構成員により「広島文教女子大学高等教育研究」

で報告されている。また，授業時における ICT 機器の活用に関しては，各学期末に実施している

授業評価アンケートの項目にも含まれている。また，学修成果の点検・評価において IR 情報をさ

らに活用して教育評価システムの構築・改善を図っていくため，IR 指標の充実に向けた取組を進

めている。 

 

B．人間科学部 

 上記 A の高等教育研究センターを中心とする全学的な取り組みと並行して，人間科学部の各学

科では以下の通り独自の評価基準を設定している。 

〇初等教育学科 

 初等教育学科では，ディプロマ・ポリシー達成の評価基準として，（1）教員就職率，（2）保育

士就職率，の 2 項目を採用している。特に（1）に関しては，1 次試験と 2 次試験の合格率を比較

分析して，より詳細な点検・評価を行った上で，教育内容・方法の改善に取り組んでいる。 

〇人間福祉学科 

人間福祉学科では，「誰もが安心していきいきと暮らすことができる，福祉社会を支える知識と

技術をもった心豊かな人材を育成する。」という人材育成目標のもとに，福祉に関する深い専門知

識・技術を備え，現代のさらに高度化する福祉社会の要請に応えられる人材の育成に努めている。

こうした人材育成目標について本学科では，特に，（1）国家試験（「社会福祉士」「精神保健福祉

士」）合格率，（2）専門職への就職率，の 2 項目を達成の評価基準として点検・評価を行い，教育

内容・方法の改善への取り組みを進めている。また，次年度以降に，卒業生に満足度アンケート

調査を実施し，達成状況の検証を行う予定である。 
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〇心理学科 

心理学科では，三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価のために，ディプロマ・ポリ

シー達成の評価基準として，（1）進路未決定者数，（2）大学院進学者数，の 2 項目を採用し，点

検・評価を行った上で，教育内容・方法の改善への取り組みを進めている。さらに「キャリアポ

ートフォリオ（主張性・自己統制・協調性・計画性・自律性の各 5 項目）」による自己目標達成度

を導入し，達成状況の検証を行っている。  

〇人間栄養学科 

人間栄養学科では，ディプロマ・ポリシー達成の評価基準として，（1）管理栄養士国家試験合

格率，（2）専門職への就職率，（3）外部評価（臨地実習先による評価）の 3 項目を採用している。

さらに，産学官連携事業等の課外活動へ参加した学生や社会貢献度も考慮しつつ，点検・評価を

行い，教育内容・方法の改善への取り組みを進めている。 

〇グローバルコミュニケーション学科 

グローバルコミュニケーション学科では，ディプロマ・ポリシー達成の評価基準として， （1）

TOEIC 得点，（2）就職率，（3）教職への就職率，の 3 項目を採用している。（1）については，「850

点以上：10%以上，730 点以上：30%以上，600 点以上：90%以上」を目指し，（3）については，

卒業後 3 年以内に複数名の合格者を出すことを目標としている。人材育成目標の「実践的な英語

力を身につける」ことについては，成績は向上しつつあるが，基本的な方向性を維持しつつも一

層の改善を加えていく必要がある。 

 

C．大学院人間科学研究科 

大学院人間科学研究科では，人間の教育・健康及び社会福祉の分野で高度な専門的知識と研究

能力及び優れた実践力を身につけさせることによって，地域社会の中で中心となって活躍できる

人材の育成を目的としており，その点検・評価のために就職状況の調査を実施している。さらに

臨床心理学コースの場合，臨床心理士資格審査は修了後に実施されることや翌年度に再受験する

者もいるため，毎年，受験並びに臨床心理士試験合否状況の追跡調査を実施している。そして，

これらの情報を教員間で共有し，教育目標の達成状況を点検・評価している。 

 

D．キャリアセンター 

就職状況については，「進学・就職内定先報告書」により調査を実施しており，報告書は進路が

決定した時点で学生から就職課へ提出するよう，就職ガイダンスで指導を徹底している。卒業式

までに進路が決定しなかった学生については，就職課が電話・メールで追跡調査を行っている。

調査結果については，5 月 1 日付けで学内 LAN によって全教職員に報告している。 

 

E．教職センター 

教職センターでは，平成 23 （2011）年度から「教職課程履修の手引き」を作成し，そこに「教

員養成に対する理念，設置の趣旨」を掲載することによって学生に対し本学教職課程の意義を説

明している。また，年度当初に教職課程を履修する新入生に対して教職課程履修説明会を実施し，

同手引きを活用して本学教職課程の意義についての理解を図っている。 
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教育目的の達成状況の点検・評価については，主に次の方法で行っている。 

（1）教職課程の意義の実現状況 

教職課程履修カルテの記述によって随時把握している。 

（2）教職課程の履修状況 

教職センター主催の各種説明会への出席状況，教職課程履修カルテの記述，大学ポータルサイ

ト（ユニバーサルパスポート）の登録状況によって把握している。 

（3）教育職員免許状の取得状況 

教育委員会への申請数によって把握している。 

（4）教育職への就職状況 

教職センターがキャリアセンターと連携を図りながら把握している。 

教職センターでは，これらの情報に基づいて教職センター所属教職員が学科，各センターと連

携を図りながら学生に対して指導・助言を行っている。 

また，上記の情報に加え，教職実践演習や各教育実習等の実践報告を「広島文教女子大学教職

センター年報」に掲載し，教職員が教職に係る情報を共有し，改善の方策を探る資料にするとと

もに，同年報は大学 HP にも掲載し，学生，保護者等からの評価を得ようとしている。 

さらに，平成 27（2015）年度からは，教育職員免許法施行規則等の一部改正に伴って，大学

HP に教員養成の目標，教員養成に係る組織及び教員の数，各教員が有する学位及び業績，教員

養成に係る授業科目及びそのシラバス等の情報を公表し，広く評価を得ようとしている。 

 

3-3-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果のフ

ィードバック 

大学設置基準第 25 条の 3 に基づき，本学は「広島文教女子大学高等教育研究センター規程」並

びに「広島文教女子大学高等教育研究センターFD 部会及び IR 部会細則」における FD 活動の一

環として，平成 13（2001）年度から継続的に「学生による授業評価アンケート」を実施している。

また同時に，そのアンケート結果を学内 LAN 上で全学生・全教職員に公開し常時閲覧できる体

制にある。平成 29（2017）年度は，前期および後期のそれぞれの最終第 15 週目の授業期間から

試験期間（前期：平成 29（2017）年 7 月 17 日（月）-7 月 29 日（土），後期：平成 30（2018）

年 1 月 17 日（水）-1 月 30 日（火）の間に実施した。 

アンケートの方式については，開始以来幾度かの改正を受けて現在に至っているが，特に平成

26（2014）年度に，新たに設立された「高等教育研究センター」のもとに，「FD 委員会」が「高

等教育研究センターFD 部会」として再編されたのを機に，以下のように大きく改正された。 

① 各学科で専門科目の中から授業評価対象科目を設定する（原則として，全ての必修科目及び

選択必修科目）。 

② タブレット端末から学内 LAN に接続・回答させる。 

③ 質問項目をこれまでの 11 項目から 5 項目に絞る。 

本学では，平成 20 （2008） 年度にアンケートの回答を紙媒体による方式から学内のパソコン

で学内 LAN 上の「ユニバーサルパスポート」にアクセスする方式に変更した。しかしこの方式

では，授業時間外に学内に設置されているパソコンから回答しなければならず，携帯電話からは
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アクセスできないという制約があったために，回答率の大幅な低下を招いた。そのため平成 22

（2010）年度後期からは再び紙媒体による方式にもどし，回答率の回復を図った（平成 25（2013） 

年度回答率，前期 93.5％，後期 94.0％）。しかし平成 25（2013）年度入学生から，学生全員にタ

ブレット端末（iPad）を配布する制度の運用が開始され，学生のインターネット環境は大幅に向

上したため，授業時にアンケートの回答が可能となったため，「ユニバーサルパスポート」を利

用する方式にもどした。特に平成 28（2016）年度から 1～4 年生の全学生がタブレット端末を所

持する環境が整備されたため，すべての対象科目で授業時に短時間でアンケートを実施できるた

めの改善が図られた。 

質問項目については各授業を総合的に評価し，大学全体として組織的な FD につなげていける

よう，平成 26（2014）年度にそれまでの 11 項目を見直し,以下の 5 項目とした。 

  

設問１ 教員は，学生の理解度や授業態度などを考慮して，教材を工夫したり，学生の考えや疑

問などを授業に反映させたりするなど，適切に授業を運営していましたか。 

  4：とてもそう思う 3：そう思う 2：そう思わない 1：全くそう思わない 

設問２ 教員は，学生が授業に積極的に参加できるように，タブレット端末などを活用したり，

グループ学修などで学生の意見の発表やディスカッションを実施したりしましたか。 

  4：とてもそう思う 3：そう思う 2：そう思わない 1：全くそう思わない 

設問３ シラバスの記述や，授業での教員の説明などで，どのような事前学修や事後学修に取り

組めばよいか理解できましたか。 

  4：とてもそう思う 3：そう思う 2：そう思わない 1：全くそう思わない 

設問４ 授業内容をよく理解するための支援では，どのような内容が有効でしたか。 

4：シラバスの内容 3：オフィスアワー 2：学修支援室 1：オフィスアワー以外での教員

の指導 ０：特に有効なものはなかった 

設問５ この授業を受けて，シラバスに到達目標として掲げられている知識や能力を獲得できた

と思いますか。 

  4：とてもそう思う 3：そう思う 2：そう思わない 1：全くそう思わない 

 

 なお，評価の結果をフィードバックする（今後の授業改善等に用いる）取り組みとして，平成

28（2016）年度より，「学生による授業評価アンケート」において評価の高かった授業を学生・

教職員間に公開し顕彰している。同時に，顕彰該当科目による公開授業を行い，教授方法工夫・

開発や効果的な授業運営等について，教員間で学び合う機会を充実させている。平成 29（2017）

年度に実施した 2 回の公開授業は前年度（平成 28（2016）年度）の「学生による授業アンケート

結果」に基づき次のとおりである。 

 

前期： 

「相談援助演習Ⅰ」（橋本圭子人間福祉学科准教授，溝渕淳人間福祉学科准教授，太原 

牧絵人間福祉学科助教）7 月 5 日（水）5-6 時限（14:05-15:35）431･432･433 教室 

「音楽科教育法」（大野内愛初等教育学科専任講師）7 月 6 日（木）1-2 時限（9:10-10:40） 
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531 教室 

 「国語科教育法」（岡利道初等教育学科教授）7 月 7 日（金）5-6 時限（13:10-14:40）262 教室 

「ソーシャル・スキル演習」（福田雄一心理学科准教授）7 月 10 日（月）7-8 時限（15:50-16:20）

222 教室 

 「英語学基礎演習Ⅰ」（岩下康子グローバルコミュニケーション学科専任講師）7 月 11 日（火）

9-10 時限（16:30-18:00）232 教室 

 「算数科教育法」（今崎浩初等教育学科教授）7 月 13 日（木）1-2 時限（9:10-10:40）231 教室 

 「給食管理経営総論」（中藪宏美人間栄養学科准教授）7 月 13 日（木）6-8 時限（13:55-16:20）

333 教室 

 

後期：  

 「メディアと社会」（庄ゆかり初等教育学科准教授）12 月 12 日（火）5-6 時限（13:10-14:40）

232 教室 

 「特別活動指導法Ⅰ」（今崎浩初等教育学科教授）12 月 13 日（水）1-2 時限（9:10-10:40）262

教室 

 「異文化理解」（岩下康子グローバルコミュニケーション学科専任講師）3-4 時限（10:50-12:20）

231 教室 

 「くらしと社会福祉」（清水克之人間福祉学科准教授）12 月 19 日（火）5-6 時限（13:10-14:40）

411 教室 

 「表現Ⅰ」（善本桂子初等教育学科教授）12 月 19 日（火）9 時限（16:30-17:15）521 教室 

 

また，「学生による授業評価アンケート」と並行して，FD 部会では「学修行動調査」も実施し

た。実施期間・対象・実施方法は，後期の「学生による授業評価アンケート」と同様とし，学科

ごとに育心の時間などを利用し，全学年に回答させるようにしてもらい，有効なデータを得てい

る。質問項目は以下の通りである。 

 

設問１ あなたが，後期に履修登録した科目数を教えてください。 

設問２ あなたが，後期に取得する予定の単位数を教えてください。 

設問３ あなたは，後期の期間中，１週間あたり平均何時間，授業時間以外の学修をしましたか。 

 

以上のような「学生による授業評価アンケート」「学修行動調査」によって得られたデータに

基づいて，各学科・部署は教育内容・方法及び学修指導等の改善に向けた取り組みを進めている。

また高等教育研究センターにおいても，「IR 部会」を中心にデータを集約・分析し，FD 活動の

活性化を図っている。 

 

（3）3-3の改善・向上方策（将来計画） 

 三ポリシーを改訂し，それに基づいてカリキュラムマップやナンバリングの改訂を行うことに

より，各学科の学びの流れがより具体的かつ鮮明なものとなった。そのことにより，三ポリシー
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の連動性やそこでのPDCAサイクルの状況について検証・評価する土台が整いつつある。そこで，

平成 28（2016）年度より実施している自己評価シートに代表されるように，学生の達成度に関す

る調査と分析を今後ますます充実させていきたい。また，本学では今後学修成果の点検・評価方

法を IR 情報を用いた形で確立していくために，具体的に情報収集・集約すべき諸指標について検

討に入っており，IR に基づく教育評価システムの構築を今後も推進していく。 

ところで，平成 29（2017）年度の「学生による授業評価アンケート」回答率は，前期 81%，

後期 69％）であり，未だ改善の余地を残す数値といえる。これは，学生への周知が不十分であっ

た（欠席学生等への対応）点も原因として考えられるが，他方で学生の誤操作や授業時における

タブレット端末の不所持等も原因と考えられる。この点に関し教員・学生の双方に対して，授業

評価アンケート実施は本学の授業力向上につながり，学生にとっても有益な活動であることをよ

り丁寧に説明し，授業評価アンケート実施の意味理解を浸透させていく必要がある。また，平成

29（2017）年度「学習行動調査」回答率は 42.4％（平成 28（2016）年度：39.0％）についても

改善の余地がある。これについては，例年後期の 1 月ごろに実施しているものの，この時期には

他にも種々のアンケートを各部署等が学生に依頼しており，定期試験前の慌ただしさと，その都

度実施しなければならない煩雑さが学生に負担感を感じさせているものと考えられる。そのため，

学生にとってより効率的に実施できるような改善策を，具体的には本学 IR 部会実施アンケートへ

の統合を実現していく。さらに，「学生による授業評価アンケート」の現行の質問項目は，平成

24（2012）年度に設定されてから 5 年が経過することとなる。そのため，質問項目の有効性に関

する検証を行い，より質の高いデータが得られるよう，「学生による評価アンケート」の実施方式

自体の見直しも含めた検討を後述 4-2-②に示すプロジェクトチームを平成 28（2016）年度に立ち

上げ，問題点の洗い出し等を行った。本学教員育成プログラムを確立させていくため，引き続き

各部署の了解を得つつ FD･SD 研修会などの機会を利用し検討していく。 

 

〔基準 3 の自己評価〕 

本学では,建学の精神並びに教育目的に基づきディプロマ・ポリシー,カリキュラム・ポリシ

ーは策定されており,本学ホームページや『学生生活ハンドブック』などの媒体で確認するこ

とができる。ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準,進級基準,卒業認定基準,修了認

定基準等の内容は本学ポータルサイトで公開されており,その厳正な適用のための規程も定

められ,運用されている。これらとの一貫性を持つカリキュラム・ポリシーも同様,容易に閲覧

できる状態にある。カリキュラム・ポリシーを踏まえつつ,教養教育科目,各学科専門科目,各

資格取得科目によって有機的に配列された教育課程も法令等を遵守している。 

また,ICT 機器を活用するなど授業改善に向けた多面的な取り組みが FD・SD 研修会などで

活発に行われており,いわゆる三つポリシーを踏まえてなされてきた教育力向上の成果とし

て「学生による授業評価アンケート」や「学修行動調査」に加え,就職率等の各種データで確

認される。特に「学生による授業評価アンケート」結果に基づき実施される公開授業が,教員

間の主体的な学びあいの場として活用され,自己の授業にフィードバックされる契機になっ

ていることもまた「公開授業アンケート」の具体的な記述から看取される。 

  



67 

 

 

基準 4．教員・職員 

4-1 教学マネジメントの機能性 

≪4-1の視点≫ 

4-1-① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップの確

立・発揮 

4-1-② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築 

4-1-③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性 

（1）4-1 の自己判定 

基準項目4-1を満たしている。 

 

（2）4-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-1-① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップの確

立・発揮 

学長は，大学を代表するとともにその遂行に必要な権限を有するとして「武田学園組織規

程」，「武田学園職務・権限に関する規程」において規定され，大学の意思決定及び教学マネ

ジメントにおいて適切なリーダーシップを発揮している。また，学長の業務を補佐するため，

副学長 1 名，学長補佐 2 名を配置するとともに，学長室を設置している。 

また，必要に応じて，「学長補佐会」「大学運営協議会」「教授会」及び「学科長会」を開催

し，様々な立場，角度から大学全体で協議する体制を組織し，全学的に意思の統一を図るた

め，各学科及び教養教育部において，定期的に学科会，教養教育部会を開催している。 

さらに，大学院課程においても，学長が研究科長を兼務することによりリーダーシップを

発揮しており，副研究科長として学長補佐 1 名をあてることにより研究科業務全般について

学長を補佐している。 

 

4-1-② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築 

本学の事務体制は，「学校法人武田学園組織規程」に基づき，学園の円滑な運営並びに学園

及び学校等の教育目的を達成するため，「学園統括部」を置き，「人事課」「経理課」「総合支

援課」「入試広報課」「学生サポ－ト課」「就職課」「ICT 推進課」「図書館事務室」「地域連携

室」「高校事務室」及び「淳風寮」を置く事務組織体制としている。「学園統括部」に，「学園

統括部長」「参与」及び各課・室に課長・室長，附属図書館に事務長，寮に舎監長を置く構成

となっている。  

また，大学に係る職務に責任及び権限を有すると共に，「学園統括部」との円滑な調整を図

るため「学長室」及び「学長室長」を設けている。 

教学と事務との間には，センター組織を作り，ここには教員と職員が兼務する形で種々の

大学運営に連携して，取り組む体制を取っている。 
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図 4-1-1 教学組織 

 

4-1-③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性 

職員の組織編成については，「学校法人武田学園組織規程」で定め，教職員に明示している。  

職員は，専任職員55名及び非常勤職員9名の計64名で大学及び法人の業務を遂行している。

退職により欠員が生じた場合には，後任を採用するなど速やかに対応している。 

現状の事務処理に必要な人員を確保しており，職務の負担量に応じて適切に配置している
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と言える。 

 

（3）4-1の改善・向上方策（将来計画） 

 現状に即した教学組織を構成しているが,学長によるリーダーシップに基づいて社会の要

請に従った教学組織へと対応する必要がある。平成 31（2019）年度の新学部設置とともに,

既存学科の組織改編を予定している。 

 

 

4-2 教員の配置・職能開発等 

≪4-2の視点≫ 

4-2-① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置 

4-2-② FD（Faculty Development）をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発

と効果的な実施 

 （1）4-2 の自己判定 

基準項目4-2を満たしている。 

 

（2）4-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-2-① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置 

 「広島文教女子大学学則」第 1 条に示す教育目的に基づいて，「広島文教女子大学学則」第 2

条にあるような学部，学科を編成し，「広島文教女子大学学則」第 9 条及び「広島文教女子大学教

育課程等に関する規程」に示すように教育課程を編成している。本学は，この教育課程に即して

教員を各学科等に配置している。各学科の専任教員数は大学設置基準第 13 条の別表第一及び別表

第二の基準を満たしている。また，小学校教諭一種免許状，幼稚園教諭一種免許状，中学校教諭

一種免許状（国語），中学校教諭一種免許状（英語），高等学校教諭一種免許状（英語），栄養教諭

一種免許状の教職課程に関する専任教員数は，それぞれ教職課程認定基準を満たしている。さら

に，「広島文教女子大学学則」第 55 条の 2 に定める社会福祉士並びに精神保健福祉士国家試験受

験資格を得させるための教育課程に関する専任教員数は，社会福祉に関する科目を定める省令第

4 条の第 2 号から第 4 号（教員資格要件と員数），精神障害者の保健及び福祉に関する科目を定め

る省令第 1 条第 3 項から第 5 項（教員資格要件と員数）及び社会福祉士介護福祉士養成施設指定

規則第 5 条第 4 号から第 9 号及び別表第 2（教員資格要件と員数）の基準を，「広島文教女子大学

学則」第 55 条の 3 に定める保育士の資格を得させるための教育課程に関する専任教員数は，指定

保育士養成施設指定基準第 4-（2）-ア-（ア）及び第 4-（2）-イ-（ア）から（オ）の（教科担当

教員組織及び教員資格）の基準を，「広島文教女子大学学則」第 55 条の 4 に定める栄養士の資格

を得させるための教育課程に関する専任教員数は，栄養士法施行規則第 9 条の基準を，「広島文教

女子大学学則」第 55 条の 5 に定める管理栄養士国家試験受験資格を得させるための教育課程に関

する専任教員数は，栄養士法施行規則第 11 条の基準をそれぞれ満たしている。 

また，教員の選考等について定めた「広島文教女子大学教員選考審査規程」に基づいて，教員

の採用・昇任等の検討の都度，審査委員会を設け，教育目的及び教育課程に即した教員の確保と
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配置を適切に行っている。 

 

4-2-② FD（Faculty Development）をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発

と効果的な実施 

大学設置基準第25条の3に基づき，3-2-⑤でも示したが，本学は「広島文教女子大学高等教育研

究センター規程」並びに「広島文教女子大学高等教育研究センターFD部会及びIR部会細則」にお

けるFD活動の一環として，FD部会主導のもとFD･SD研修会を年2回実施している。平成29（2017）

年度の運営は次のとおりである。 

平成29年度夏期 平成29（2017）年8月23日（木），24日（金） 

分科会 

 「教員個人で取り組むFD研究のあるべき姿を考える」（岡利道初等教育学科教授） 

 「成績評価のためのExcel活用法（初級編）」（和上順子グローバルコミュニケーション学科専任

講師） 

 「企業が求める人材育成のあり方」（小林徳雄就職課長） 

 

全体会 

 「アセスメントテストからみる学修成果」（藤井公雄（株）ベネッセiキャリア） 

（以上，8月23日実施） 

 

分科会 

 「科目ルーブリック検討に向けて」（溝渕淳高等教育研究センター運営委員） 

 「ビジュアルが映えるPowerPoint活用法」（山田将史入試広報課兼ICT推進課） 

 「研究倫理 授業の質を保証するための研究のあり方」（橋村勝明コンプライアンス推進責任者） 

 

全体会 

 「自己評価シートからみる“文教”の“教育力”―内部質保証システムの観点を踏まえた教学

IRの取り組み―」（新見直子高等教育研究センターIR部会長） 

（以上，8月24日実施） 

 

平成29年度冬期 平成30（2018）年3月9日（金） 

分科会 

 「IRに基づく教職課程の学修成果」（今崎浩高等教育研究センター運営委員） 

 「休退学の状況から考える学生支援」（松高由佳学生相談室長） 

 「仕事を効率化するExcel活用法（初級編）」（渡川智浩学生サポート課係長） 

 

全体会 

 「高等教育研究センター活動報告」（橋村勝明高等教育研究センター長） 

 「IRに基づく教育評価システムの構築」（橋村勝明高等教育研究センター長） 
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 「前半入試の志願者動向」（田村進アドミッション・オフィス長） 

 

加えて，平成28（2016）年度に「教員育成システムに関する調査・研究」のためのプロジェク

トチームが新たに立ち上がった際，FD部会のメンバーもその一員として加わった。FD活動も含

めた本学の教育活動を改めて精査するために， 教育内容・方法等の改善の工夫・開発と効果的

な実施に立ちはだかる本学の現状における問題点の洗い出しや検討が行われた。 

チームでは「教員育成システム」の構築に向けて参考となる先行事例等を分析し，とりわけ現

行の「学生による授業評価アンケート」質問項目を嚆矢に，本学の FD 活動をめぐる状況の検討

（見直しを含む）や，「教授法習得プログラム」および「厳格な成績評価のためのガイドライン」，

「教員ハンドブック」の構想に加え，今後の本学の体系的な教員育成に関する方向性についてま

とめた。その成果を平成 30（2018）年 3 月 8 日の本学学内研修会にて報告した。 

 

平成 29 年度学内研修会 平成 30（2018）年 3 月 8 日（木） 

「教員育成システムに関する調査・研究」 

 Ⅰ 組織的研修と「授業づくりのてびき（試案）」について（岡利道副学長） 

 Ⅱ 授業評価項目の見直し（豊後宏記高等教育研究センターFD 部会長） 

 Ⅲ SD としての「教員育成システム」について（提起）（渡邊聡人事課長） 

 

同時に HP にてその内容を公開し，広く教職員に周知することに努めた。 

 

（3）4-2の改善・向上方策（将来計画） 

 毎年夏期と冬期に実施している FD･SD 研修会の内容については教職員のニーズ（研修会

後のアンケート実施結果）及び社会の要請に基づき改善に取り組んでいる。また FD に関す

る成果をその他の本学における研修会（学内研修会等）にても報告し，FD ならびに高等教育

をとりまく状況に即して改善に努めていく。 

 

4-3 職員の研修 

≪4-3の視点≫ 

4-3-① SD（Staff Development）をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上

への取組み 

（1）4-3 の自己判定 

基準項目4-3を満たしている。 

 

（2）4-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-3-① SD（Staff Development）をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上

への取組み 

大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るために必要な知識・技能を習得させ，

その能力・資質を向上させる機会として，職員（大学執行部，教員，事務・技術職員等）を
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対象に，教職員研修会を年 2 回，FD・SD 研修会を年 3 回開催している。 

教職員研修会では「私立大学等経営強化集中支援事業に関する事業内容や評価項目と審査

観点，作業工程表等についての概説」（平成 29（2017）年 8 月 2 日），「SD としての『教員

育成システム』について（提起）」（平成 30（2018）年 3 月 8 日）を，FD・SD 研修会では

「企業が求める人材育成のあり方」（平成 29（2017）年 8 月 24 日），「休退学の状況から考

える学生支援」（平成 30（2018）年 3 月 9 日）をそれぞれ主題にした研修を行い，新たな知

識獲得とさらなる資質向上を図った。研修後には参加者アンケートの分析を行い，次回研修

の企画・運営に関する見直し・改善に役立てている。 

このほか学園統括部では，職員の資質・能力向上の目標として，学園統括部が掲げるビジ

ョンの一項目に「職員一人ひとりが，たゆまぬ能力開発により【高い職務遂行能力】を備え

ていくこと」を明記するとともに，「職員の能力開発概念図」「基本的スキル」「職員等級別評

価基準表」を定めて職員に公開している。「研修参加申告制度」に関しては，学外研修会への

参加奨励を掲げ，研修計画の可視化（イントラネットへの情報掲載）と研修報告会をもって

学修内容の共有を図るなど，組織的で計画的な取り組みを行っており，平成 29（2017）年度

実績としては，四国地区大学教職員能力開発ネットワーク，私大職員研修センター等が主催

するセミナーへ 3 名の職員を派遣した。また，自己啓発として公的な資格を取得した職員に

対し報奨金を支給する「資格取得奨励制度」の適用実績としては，平成 29（2017）年度は交

流分析士 2 級に 1 名，メンタルヘルス・マネジメントⅢ種に 1 名が資格取得を果たしている。 

 

（3）4-3の改善・向上方策（将来計画） 

 本学では，これまでも教職員研修会並びに FD・SD 研修会において教職協働による SD を

実施してきているが，SD をより組織的で計画的なものにするため，研修の規程化を検討して

いきたい。また，学園統括部職員の SD に関しても，各職員が保有・習得すべき職能を可視

化し共有するための新たなツールや学習機会を提供していきたい。 

  

4-4 研究支援 

≪4-4の視点≫ 

4-4-① 研究環境の整備と適切な運営・管理 

4-4-② 研究倫理の確立と厳正な運用 

4-4-③ 研究活動への資源の配分 

（1）4-4 の自己判定 

基準項目4-4を満たしている。 

 

（2）4-4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-4-① 研究環境の整備と適切な運営・管理 

 本学では,教員と研究経費に関わる職員とが互いに信頼する関係を維持するとともに,不正

を未然に防止するための連携に努めている。そのことを実現するために,最高管理責任者を学

長,統括管理責任者を副学長（校務運営担当）,コンプライアンス推進責任者を高等教育研究セ
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ンター長として「広島文教女子大学における公的研究費の管理・監査等に関する規則」に定

め,機関内の責任体制を明確している。 

 

4-4-② 研究倫理の確立と厳正な運用 

 本学では,「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成 26 年 8 月

26 日文部科学大臣決定）」に基づき平成 29（2017）年 8 月 25 日に開催された平成 29（2017）

年度夏期 FD・SD 研修会において「研究倫理 授業の質を保証するための研究の在り方」と

題する研修会を,初任者を対象として実施した。研究経費に関しては,「2017 年度個人研究費

の使途手引き」を作成し教員に配布をした上で厳正な運用を求めているところである。また,

研究倫理に関する規定を以下の通り定めている。 

 広島文教女子大学における競争的資金に係る間接経費の取扱要項 

 広島文教女子大学科学研究費補助金経理事務取扱要領 

 広島文教女子大学海外研修員派遣取扱規程 

 広島文教女子大学共同研究取扱規程 

 広島文教女子大学教員個人研究費規程 

 広島文教女子大学研究支援規程 

 広島文教女子大学研究倫理規程 

 広島文教女子大学私費海外研修等取扱要項 

 広島文教女子大学受託研究取扱規程 

 広島文教女子大学毒物及び劇物取扱規程 

 広島文教女子大学組替え DNA 実験安全管理規程 

 

4-4-③ 研究活動への資源の配分 

 本学では個人研究費を支給するとともに,必要に応じて公的研究費を獲得することができ

るように公的研究費の公募に関する情報を,専任教員に対して提供している。また,学長裁量経

費より「平成 29 年度教育・研究活動支援プログラム助成金」として本学専任教員を対象とし

た公募型研究経費を設定することによって,資源を配分している。申請された教育・研究活動

については高等教育研究センターにおいて慎重審議のうえ,学長によって決定している。平成

29（2017）年度に支援したプログラムは,以下の 3 件である。 

 

小原 寿美（150 千円） 

 外国人介護人材受け入れが介護施設のダイバシティに与える影響に関する研究 

ROSE KELLY（118 千円） 

 Duolingo English Test as a formative assessment 

清水 克之・木村 敦子・西山 美香・川西 正行・上村 加奈・黒木 晶子・田中 祟

教・塩田 良子（500 千円） 

大学授業のテキスト，副教材として使用する「保育学入門」 
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（3）4-4の改善・向上方策（将来計画） 

 現状では法令に基づき適正に研究活動が行われているが,今後も研究不正が生じないよう

に研修等を通じて啓発活動を実施してゆく。 

 

〔基準4 の自己評価〕 

 教学マネジメントについては,学長のリーダーシップのもとで適正に構成され運営がなさ

れている。一方で,時々刻々と変化する社会的な状況にも組織改編を通じて適正に対応がなさ

れている。 
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基準 5．経営・管理と財務 

5-1 経営の規律と誠実性 

≪5-1の視点≫ 

5-1-① 経営の規律と誠実性の維持 

5-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

5-1-③ 環境保全,人権,安全への配慮 

（1）5-1 の自己判定 

基準項目5-1を満たしている。 

 

（2）5-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-1-① 経営の規律と誠実性の維持 

「学校法人武田学園寄附行為」及び「学校法人武田学園組織規程」により大学の組織を定

め，その組織における職務権限は「学校法人武田学園職務・権限に関する規程」に定め，「学

校法人武田学園就業規則」及び「学校法人武田学園職員倫理規程」により一般的な倫理規範

を定め，「広島文教女子大学研究倫理規程」により研究面での倫理規範を定めている。また個

人情報保護に関しては「学校法人武田学園個人情報保護に関する規程」を制定するとともに

「個人情報保護マニュアル」を作成し，教職員に配布している。ハラスメントの防止に関し

ては「学校法人武田学園ハラスメント等人権侵害防止委員会規程」，「学校法人武田学園ハラ

スメント等人権侵害対応部会」，「学校法人武田学園ハラスメント等人権侵害調査会規程」，「学

校法人武田学園ハラスメント等人権侵害調停委員会規程」，「学校法人武田学園ハラスメント

等人権侵害相談室規程」を制定するとともに，「学校法人武田学園ハラスメント等人権侵害に

関するガイドライン」を作成している。よって，適切な運営を行っている。 

 

5-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

平成 26（2014）に学園ミッション，学園ビジョンの見直しに伴い，次期中期計画は中長期

目標に変更し実施している。 

さらに，毎年，各部門の重点課題を達成するために，各部門が取り組む単年度目標を明ら

かにしている。各部署や個人は，この単年度目標を達成するために取り組むべきことを，本

学独自の目標管理システムである「BMS」で明らかにして，実際の活動目標として取り組ん

でいる。  

このように，本学では，使命・目的の実現のために，学園ミッション・学園ビジョンを定

め，さらに，部門ミッション・部門ビジョンの達成のために，中長期目標や「BMS」を通し

て，継続的に活動している。 

 

5-1-③ 環境保全,人権,安全への配慮 

環境保全への配慮については，平成 26 （2014） 年度から学園統括部において「中長期目

標」の一つとして「学生のための環境改善の取り組み」を掲げ，よりよい学習・学生生活環

境の整備に努めている。平成 29 （2017） 年度は，89 件の改善提案を数えた。 
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人権への配慮については，これまで大学規定であった「広島文教女子大学ハラスメント等

人権侵害防止委員会規程」「広島文教女子大学ハラスメント等人権侵害相談室規程」「広島文

教女子大学ハラスメント等人権侵害対応部会規程」「広島文教女子大学ハラスメント等人権侵

害調停委員会規程」「広島文教女子大学ハラスメント等人権侵害調査会規程」並びに「広島文

教女子大学ハラスメント等人権侵害に関するガイドライン」を学園規定（「学校法人武田学園

ハラスメント等人権侵害防止委員会規程」「学校法人武田学園ハラスメント等人権侵害相談室

規程」「学校法人武田学園ハラスメント等人権侵害対応部会規程」「学校法人武田学園ハラス

メント等人権侵害調停委員会規程」「学校法人武田学園ハラスメント等人権侵害調査会規程」

並びに「学校法人武田学園ハラスメント等人権侵害に関するガイドライン」）として格上げ改

定（平成 29（2017）年 6 月 1 日）し，より広範に及ぶ運用体制を敷いた。また，平成 29（2017）

年9月1日には大学の産学官連携活動等における被験者の人権擁護及び安全性確保を目的に，

「広島文教女子大学利益相反管理関する規程」を規定した。 

安全への配慮については，「学校法人武田学園教職員衛生管理規程」「学校法人武田学園情

報セキュリティー委員会規程」「学校法人武田学園個人情報保護に関する規程」を定め，それ

ぞれ教職員の労働安全衛生，個人情報について適正に管理している。平成 29（2017）年 5

月 26 日には個人情報，法人情報及び機密情報の保護並びに情報セキュリティリスクの軽減を

目的に，新たに「学校法人武田学園パソコン操作ログの管理に関する規程」を規定した。 ま

た，「学校法人武田学園危機管理規程」「広島文教女子大学消防計画」により教職員や学生，

近隣住民等の安全確保に努めている。このほか，「広島文教女子大学組換え DNA 実験安全管

理規程」「広島文教女子大学組換え DNA 実験安全委員会規程」「広島文教女子大学動物実験

規程」「広島文教女子大学毒物及び劇物取扱規程」「臨時休講措置の取り扱いについて」及び

「広島文教女子大学防犯カメラ管理・運用に関する内規」等を制定し，個々の事象に応じた

管理・運用体制を整えている。 

 

（3） 5-1の改善・向上方策（将来計画） 

経営の規律と誠実性について，関連する法令は遵守している。 

また，環境保全，人権，安全への配慮の体制及び教育情報・財務情報の公表も整備されて

いるので，引き続き，現状の体制で運営していく。 

なお，ハラスメントについては，広く人権侵害にも対応するため，規程，部会，ガイドラ

インの名称を「ハラスメント」から「ハラスメント等人権侵害」に改めて，平成 24 （2012） 

年 4 月から運用している。 

 

5-2 理事会の機能 

≪5-2の視点≫ 

5-2-① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 

（1）5-2 の自己判定 

基準項目5-2を満たしている。 
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（2）5-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-2-① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 

使命・目的の達成に向けて戦略的意思決定ができるように，「学校法人武田学園寄附行為」及

び「学校法人武田学園理事会規程」に則って，理事会及び評議員会を設置している。また，

「学校法人武田学園常任理事会規程」に則って，常任理事会を開催している。  

学園の重要事項を決定する理事会及び評議員会は年 4 回（5 月，9 月，12 月，3 月），常任

理事会は毎月開催している。 

これらの会議では，学園の使命・目的の達成に向けて，戦略的な意思決定ができる体制を

整備し，適切に機能している。 

寄附行為に基づく理事会の適切な運営については，「学校法人武田学園寄附行為」第 17 条

～第 19 条に基づき理事会を置き年 4 回開催しており，私立学校法第 36 条及び第 37 条を遵

守している。  

理事の選考は，「学校法人武田学園寄附行為」第 5 条～第 7 条及び第 10 条～第 12 条に則

って理事に関する規程を整備しており，定数 11 人に対し現員 11 人で，私立学校法第 35 条～

第 40 条を遵守している。  

 

（3） 5-2の改善・向上方策（将来計画） 

 理事会が使命・目的の達成のために戦略的に意思決定できる体制は，整備されている。今

後も，現在の運営形態を継続していく。 

 

 

5-3 管理運営の円滑化と相互チェック 

≪5-3の視点≫ 

5-3-① 法人及び大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化 

5-3-② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性 

 （1）5-3 の自己判定 

基準項目5-3を満たしている。 

 

（2）5-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-3-① 法人及び大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化 

組織の整備，権限と責任の明確性については，「武田学園組織図」「武田学園組織規程」「広島

文教女子大学運営協議会規程」「広島文教女子大学教授会規程」「広島文教女子大学大学院研究

科委員会規程」により，学校教育法第 93 条及び学校教育法施行規則第 143 条，第 144 条を遵

守しており，適切である。 

また，機能性については，「大学運営協議会」において，大学の使命・目的に照らし審議し

た後に学長が決定する。その決定事項は，「大学運営協議会」構成員である各学科長を通じ，

教職員に伝達し，教授会，各学科，センター長会，各委員会の運営に反映される。 
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図 5-3-1 意思決定組織図 

 

5-3-② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性 

本学では，「法人事務局」と「大学事務局」を一体化させて，「学園統括部」として運営し

ている。「学園統括部」における職務権限は「学校法人武田学園職務・権限に関する規程」に

記述されており，この規程に則って適切に運営している。 

監事については「学校法人武田学園寄附行為」第 5 条，第 7 条，第 8 条及び第 10 条～第

12 条に示されるように，監事の選考に関する規程を整備しており，定数 2 人に対し現員 2 人

となっている。監事は，法人の財産の状況を監査し，毎会計年度，監査報告書を作成し，理

事会に報告を行っている。 また,平成 28 年度より 2 名の監事のうち 1 名を常勤監事体制と

して監事体制の強化を図っている。常勤監事は毎月開催される常任理事会への出席とともに

学校法人武田学園感じ監査規程にもとづき監事が策定した「監事監査計画」に沿い大学の運

営状況を監査している。 

評議員については，「学校法人武田学園寄附行為」第 20 条～第 23 条に基づき，「評議員会」

を置き，年 4 回開催しており，私立学校法第 41 条～第 43 条を遵守している。 

また，「学校法人武田学園寄附行為」第 20 条及び第 25 条～第 27 条に基づき，評議員の選

考に関する規定を整備し，定数 19 人以上 25 人以内に対し現員 23 人で，私立学校法第 41 条

及び第 44 条を遵守している。そして，評議員は「評議員会」に出席し，法人の業務や財産の

執行状況について，適切に意見を述べている。 
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その他として，学校法人武田学園内部監査規程にもとづき，理事長のもと内部監査委員会

を設け，内部監査計画の策定により大学内の各組織の業務運営を監査している。内部監査の

結果，改善が必要と判断した場合は各課長や学科長に改善を促すとともに，内部監査結果は

理事会に報告している。 

 

 

（3） 5-3の改善・向上方策（将来計画） 

教育に関わる学内の意思決定機関は適切に整備・機能しているとともに，組織上の位置づ

けも明確になっている。 

また，学長のリーダーシップが適切に発揮できる体制の整備もしている。今後も，現状の

体制を継続して運営していく。 

 

5-4 財務基盤と収支 

≪5-4の視点≫ 

5-4-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

5-4-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

 （1）5-4 の自己判定 

基準項目5-4を満たしている。 

 

（2）5-4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-4-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

「学校法人武田学園経営改善計画（文教マスタープラン 2020）」に基づいた適切な財務運

営を行っている。この計画は,平成 28（2016）年度～平成 32（2020）年度までの 5 年間を計

画期間とし,文部科学省補助金事業「経営強化集中支援事業」の一環として大学・高校・幼稚

園の各部門の教職員からプロジェクトメンバーを選出して策定したものである。また,計画の

完成迄に,日本私学事業団（経営支援室）の助言を経て,平成 28 年（2016）年 9 月 27 日開催

の理事会で承認されたものである。 

なお，平成 30（2018）年度の「私立大学等経営強化集中支援事業」では，これまでの選定・

配分方法は大きく改正され，入学者数の増，収支状況の改善，組織体制の強化等の KPI（重

要評価指標）を盛り込んだ「経営改革計画」及び「経営改善状況」を審査・選定・評価結果

に応じて傾斜配分し，平成 32（2020）年度までの 3 年間の継続支援する事業となった。これ

を受けて，現在，プロジェクトメンバーにより「経営改革計画」を策定し，補助金の申請中

である。 

 

5-4-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

外部資金の獲得を推進するため，科学研究費補助金への申請者に対して研究費を支援する

「教育・研究活動支援プログラム」の制度を設けており，これにより科学研究費補助金の獲

得実績が上がっている。また，受託研究費及びその他の項目では,文部科学省募集の採択方式
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による競争的補助金等の獲得に注力しており,学生数減少による収入不足の補填に常に心が

けている。 

なお，平成 29（2018）年度は，競争的補助金の選定は受けたものの，前年度に比べ配分金

額が大幅に減少したため，合計金額は減少した。 

 

表5-4-1 外部資金獲得状況（平成25年度～平成29年度実績）（〔 〕内は件数） 

種   別 
金  額（単位：千円） 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

 科学研究費補助金（分担者を含む） 4,718〔 6〕 3,679〔 7〕 2,119〔 5〕 5,665〔7〕 5,510〔8〕 

受 託 研 究 費 3,600〔 1〕 1,300〔 1〕 1,200〔 1〕 － － 

その他（競争的補助金を含む） 54,349〔 3〕 32,377〔 2〕 14,353〔 2〕 31,815〔3〕 6,900〔3〕 

合   計 62,667〔10〕 37,356〔10〕 17,672〔 8〕 37,480〔10〕 12,410〔11〕 

 

（3） 5-4の改善・向上方策（将来計画） 

本学の学生数は，平成 26（2014）年度の 1,284 名以降,減少傾向が続き,平成 29 （2017） 年

度は 1,124 名まで落ち込んだが，平成 30（2018）年度に 1142 名となり増加に転じた。これ

は，平成 30（2018）年度の入学生が前年比 87 名増（336 名）になったからである。その要

因として，平成 31（2019）年 4 月に予定している①教育学部新設に係る学部改組，②男女共

学化，③新１号館（教育棟）新築完成，以上 3 つの改革が募集活動を通じて受験生の高評価

に繋がったものである。来年度以降の入学者数についても，これらの改革を着実に実現する

ことにより，常時，定員を確保する大学を目指している。 

 

5-5 会計 

≪5-5の視点≫ 

5-5-① 会計処理の適正な実施 

5-5-② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

 （1）5-5 の自己判定 

基準項目5-5を満たしている。 

 

（2）5-5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-5-① 会計処理の適正な実施 

「平成 29 年度計算書類」に係る資金収支計算書，事業活動収支計算書および貸借対照表等

は学校法人会計基準の一部を改正する省令（平成 25 年 4 月 22 日文部科学省令第 15 号）」に

基づき計算書類の様式を変更し適切に会計処理を実施している。 

 

5-5-② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

「平成 29 年度計算書類」は,西日本監査法人による往査 8 回実施後,平成 30（2018） 年 6

月 6 日付けで「独立監査人の監査報告書」を受領している。一方，私立学校法第 37 条第 3
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項及び「学校法人武田学園寄附行為」第 16 条の規定に基づき，学園監事は職務執行の一環と

しての監査機能を有し，理事会，評議員会への出席や理事の職務執行状況を監査する立場か

ら，理事から事情聴取するなどしている。決算手続時には，決算理事会の前に「学校法人武

田学園寄附行為」第 37 条に基づき，2 名の監事に私立学校法第 47 条に基づく収支計算書等

の内容を報告・説明し意見を求めている。また，監事は,平成 30（2018） 年 5 月 25 日開催

の監事会において,西日本監査法人の監査状況も確認した後，「監事監査報告書」を作成し，

平成 30（2018）年 5 月 25 日開催の理事・評議員会で監査報告を行っている。これらのこと

から寄附行為や経理規程に従って厳正な監査の体制が整備されている。   

 

 （3） 5-5の改善・向上方策（将来計画） 

本学の会計は，法令に基づいて厳格に処理されており，監査法人による会計監査も複数回

受けている。今後も学校法人会計基準に沿って制定された「学校法人武田学園経理規程」「学

校法人武田学園経理規程実施細則」を遵守した処理を行い，厳正に取り組んでいく。 

 

〔基準5 の自己評価〕 

 経営の規律については，「学校法人武田学園寄附行為」及び「学校法人武田学園理事会規程」

をはじめとして各種規程を適切に整備している。 

 また，安全衛生や危機管理のほか，個々の事象についても規程や内規を定め，適切に運用

している。教育情報，財務情報の公表も適切に行っている。 

 組織倫理については，「学校法人武田学園就業規則」や「学校法人武田学園職員倫理規程」

によって一般的な倫理規範を定めているほか，研究面での倫理規範，個人情報保護，ハラス

メント防止に関しても適切に規程を整備している。 

理事・評議員会の運営についても私立学校法を遵守しており，それぞれの規定に基づいて，

「理事会」や「評議員会」，「常任理事会」を設置・運営している。 

監事や評議員については「学校法人武田学園寄附行為」に基づいて適切に選考され，出席

状況も含めて適切に運営されている。 

大学の意思決定については，「学校法人武田学園組織規程」「広島文教女子大学運営協議会

規程」「広島文教女子大学教授会規程」などの規定に則り，「大学運営協議会」，「教授会」，「学

科長会」，「センター長会」などが組織され，適切に運営されている。また，学長は大学を代

表するのに必要な権限を有しているとともに，理事として「理事会」に出席し，教学の意見

を反映させている。 

 事務体制については，平成 16（2004）年 12 月に大幅な見直しを行い，学園統括部を発足

させ，管理運営体制の整備を行っている。教員と職員が連携して大学運営に取り組む体制と

してセンター組織を設けている。 

職員は，職務の負担量に応じて適切に配置している。また，職員の資質と能力向上のため

に，各種研修会の開催や，公的資格取得を奨励する制度などを設けて，取り組みを進めてい

る。 

財務運営については，平成 28（2016）年度から開始した「学校法人武田学園経営改善計画（文

教マスタープラン 2020）」に沿った部門別の収支管理の徹底を図り学園全体で収支バランスのと

れた財務運営を目指していく。また，平成 30（2018）年度より改正された「私立大学等経営強化



82 

 

集中支援事業」に沿って策定した「経営改革計画」及び「経営改善状況」を日本私学事業団（経

営支援室）の助言を経ながら，着実に取組んでいく方針である。  

  



83 

 

基準 6．内部質保証 

6-1 内部質保証の組織体制 

≪6-1の視点≫ 

6-1-① 内部質保証のための組織の整備,責任体制の確立 

 （1）6-1 の自己判定 

基準項目6-1を満たしている。 

 

（2）6-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-1-① 内部質保証のための組織の整備,責任体制の確立 

本学は，「広島文教女子大学学則」第1 条の2に「本学は，教育研究水準の向上を図り，大

学の目的及び社会的使命を達成するため，自ら教育活動等の状況について点検及び評価を行

う。」と定めており，「広島文教女子大学大学院学則」第3 条に「大学院は，教育研究水準

の向上を図り，大学院の目的及び社会的使命を達成するため，教育活動等の状況について自

ら点検及び評価を行う」と定めている。 

自己点検・評価体制は，「広島文教女子大学評価委員会」その下に「広島文教女子大学自

己点検・評価委員会」を置き，基準Ⅰで示した本学独自の使命・目的の実現を目指して，平

成13（2001）年度以来，毎年，自己点検・評価を実施し，「自己点検・評価報告書」を作成

している。平成18 （2006）年度には，財団法人日本高等教育評価機構による大学機関別認

証評価を受け，平成19（2007）年3月29日に，「広島文教女子大学は，日本高等教育評価機

構が定める大学評価基準を満たしている」と認定された。 

さらに，平成18（2006）年度以降の自己点検・評価報告書は本学ホームページの「情報公

開」に掲載している。平成24（2012）年度には，同評価機構に２度目の大学機関別認証評価

を受け，平成25（2013）年3月に，「広島文教女子大学は，日本高等教育評価機構が定める

大学評価基準を満たしている」と認定された。 

また，平成16（2004）年度から人事評価制度も教員個々の教育研究活動の充実・改善を目

指して継続して活用されている。「BMS」も，学園の各部門，あるいは，大学の各部署又は

個人の単位で年度目標を設定し，達成度を自己点検・評価する仕組みになっており，本学の

使命・目的に即した多くの成果を挙げている。 

 

（3）6-1 の改善・向上方策（将来計画） 

本学の自己点検・評価は適切に実施されている。今後も，継続して大学の使命・及び目的

に即した自己点検・評価を進めていく。 

 

6-2 内部質保証のための自己点検・評価 

≪6-2の視点≫ 

6-2-① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

6-2-② IR（Institutional Research）などを活用した十分な調査・データの収集と分析 

 （1）6-2 の自己判定 
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基準項目6-2を満たしている。 

 

（2）6-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-2-① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

本学は，第 1 回目認証評価を，周辺の他大学よりも早く平成 18（2006）年度に受審した。こ

の認証評価は改善向上を目的とした自己点検・評価，及び第三者機関による評価であり，早く受

審すれば，本学の現状把握も早まり，またその結果を早く改革・改善に結びつけることができる，

との認識があったからである。 

平成 24（2012）年度には，公益財団法人日本高等教育評価機構によって 2 度目の大学機関別認

証評価を受審するため「平成 24 年度大学機関別認証評価受審の手引き」にある日程に従って自己

点検・評価を実施し，大学機関別認証評価を受け，評価機構より認定をされた。 

 以上，1 年サイクルの自己点検・評価活動と大学機関別認証評価の受審結果による改善活動を

通じて，本学の自己点検・評価は適切に行なわれている。 

毎年実施している本学の自己点検・評価結果も，本学ホームページの情報公開の項に掲載して

いる。 

また，学園の中期計画については，あくまでも現場レベルの課題を明確化する取り組みである

ことから，学外への公表はしていない。しかしながら学内においては，毎年，夏季休業中に実施

される教職員研修会において，理事長並びに担当者から進捗状況等が随時報告される。 

以上により，自己点検・評価，及びその結果を踏まえた改善活動の状況等に関する学内共有と

社会への公表は適切に実施されている。 

 

6-2-② IR（Institutional Research）などを活用した十分な調査・データの収集と分析 

自己点検・評価において特に重要な部分の評価・判定を行う際には，その根拠となる関連資料

やデータをエビデンスとして明示し，客観性・透明性を確保している。教育活動の現状を把握す

るための情報収集や分析は，高等教育研究センターの「IR 部会」を中心に行っている。具体的に

は，学生の学修活動に関して，前期に実施する学生生活に関するアンケート，後期に実施する学

修行動調査と本学ディプロマ・ポリシーの観点に基づく自己評価シート，各学期に実施する授業

評価アンケートによるデータの収集と分析を行っている。この他にも，本学の教育活動や教育成

果を把握する上で必要と考えられるデータの収集と分析を実施している。加えて，平成 28（2016）

年度に導入した出欠管理システムにより授業参加状況のデータを蓄積している。また，大学教育

に対するニーズ等を把握するための調査データの分析も行っている。本学の教育活動を的確に捉

えるために多面的な情報の収集と分析をしていることから，内部質保証のための自己点検・評価

を行う上で十分な調査・データの収集と分析を行っていると考えている。 

 

（3）6-2 の改善・向上方策（将来計画） 

自らをチェックし現状を確認することで，将来の改善・向上につなげることは，自己点検・評

価の主たる目的ではあるものの，目的は決してそれだけではない。学生・教職員をはじめとする

大学の関係者はもちろん，社会への説明責任として，大学の現状を知ろうとするすべての人に対



85 

 

し，分かりやすい内容で積極的に発信し続けることも重要な目的であると考える。このことは，

学校教育法第 109 条にも，次のとおり，その主旨が規定されている。「大学は，その教育研究水準

の向上に資するため，文部科学大臣の定めるところにより，当該大学の教育及び研究，組織及び

運営並びに施設及び設備の状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものとす

る」。 

外部に向かって本学の情報を発信する際には，まず報告書を読む側の立場に立って，客観性・

適切性についての配慮が必要である。今後もより分かりやすく理解してもらえるよう，自己評価

の根拠となるエビデンスの活用スキルを高めていきたい。 

また，各種データの管理及び活用については，IR 部会を充実させていくことで，教育情報の収

集・整理・活用等，速やかで正確な情報公開も十分にさせていく。 

 

6-3 内部質保証の機能性 

≪6-3の視点≫ 

6-3-① 内部質保証のための学部,学科,研究科等と大学全体の PDCA サイクルの仕組みの

確立とその機能性 

（1）6-3 の自己判定 

基準項目6-3を満たしている。 

 

（2）6-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-3-① 内部質保証のための学部,学科,研究科等と大学全体の PDCA サイクルの仕組みの

確立とその機能性 

本学は，自己点検・評価委員会が「自己点検・評価委員会規程」第 12 条に従い，各自己点検・

評価項目の改善・向上方策で指摘された内容を，関連する部署に通知し，改善・向上方策の実施

を要請している。自己点検・評価委員会から要請を受けた部署は，翌年度又は数年にわたって，

改善・向上に取り組んでいる。 

一方，本学には「BMS」と称する目標管理システムがあり，各部署又は個人が，目標を定め，

その達成を目指して計画的に活動し，振り返りをすることが義務付けられている。そして，それ

ら一連の活動が個々人の実績評価に反映される仕組みとなっているため，もう一つの PDCA サイ

クルが存在している。この「BMS」は，自己点検・評価と同様に，本学の使命・目的を達成する

ための活動であり，自己点検・評価における改善・向上の取り組みと同等の成果を挙げてきてい

る。その意味では，自己点検・評価の有効性を担保する役割を果たしてきたともいえる。 

しかしながら，「BMS」は，単年度で終了するものが多く，個別又は個人的な目標に対するも

のであることから，組織全体として継続的に自己点検・評価の結果を活用していく機能を果たす

ことは困難である。したがって，自己点検・評価結果を活用するための新たな仕組みが必要とな

る。 

平成 20（2008）年度以来，「BMS」の一環として取り組んできた「文教スタンダード 21」で

は，本学教育の使命・目的を達成するために，「心を育て 人を育てる」という教育理念の下で培

われてきた「文教らしさ」と，大学教育としての一定の水準を表す「学士力」の二つのスタンダ
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ードを融合させることによって，本学の教育システムを再構築し，その教育プロセスと成果を社

会に発信していくことを目指してきた。その成果は，平成 21（2009）年度，教養教育の改革及

び「BECC」の開設，GPA 制度の導入，平成 22（2010）年度，各学科の専門教育の再構築を目

指した「履修モデル」の構築などに現われているが，平成 23（2011）年度には，前年度までに構

築された各学科の人材育成目標を達成するための「履修モデル」を点検・評価し改善していくた

めの各学科の「教育システムモデル」並びに PDCA サイクルの構築を目指して活動した。 

 

図 6-3-1 「教育システムの評価」（PDCA サイクル） 

 

図6-3-1の「教育システムの評価」（PDCAサイクル）は，平成23（2011）年度「BMS」

において作成したもので，本学の教育システムとアドミッション・ポリシー，カリキュラム・

ポリシー，ディプロマ・ポリシーの3つのポリシーとの関係を示しながら，教育システムの成

果を評価し，各構成要素を改善していくための道筋を示したものである。これまで，ややも

すると教育システムの評価はカリキュラムの改善や教員の教育活動の改善に偏りがちであっ

たが，このモデルに示すように，教育成果の評価が，図の上方の矢印に示されている人材育

成目標の見直しから教育プロセスの見直しに関するPDCAサイクルと，図の下方の矢印に示

されている教育環境（人材，施設設備・資金）の見直しに関するPDCAサイクルの二つのル

ートを総合したものでなくてはならない。 

平成 24（2012）年度は，教育システムの評価における具体的な評価項目並びに評価内容

を作成し，このモデルを完成させ，本学の自己点検・評価におけるPDCAサイクルを構築し

た。 

1 2 3 4 5 6 7 8
サブ目標　A
サブ目標　B
サブ目標　C
サブ目標　D INPUT

サブ目標　E

INPUT

学力・学習意欲・目標意識に応じた指導

入学 OUTPUT

INPUT

資金（予算配分）

教育システムと評価（PDCAサイクル）

教育プロセス（教育内容・方法・順序・学習時間）

学生

改革・改善

見直し・修正

見直し・修正

教育成果
（ディプロマポリシーの達成）

人材育成目標

（アドミッションポリシー）
一定の学力水準の確保

教育システムの評価
（目標とサブ目標、時間配分、人材、施設・設備、資金と
教育成果との関係を分析し、改革・改善に繋げる）

教育プロセスの評価（カリキュラムポリシー）
（各サブ目標ごとのカリキュラムと学習成果「○○ができるようになる」）

目標と４年間の学習計画

評価項目 評価内容（教育成果との関係）
人材育成目標とサブ目標

改革・改善

教員配置・連携等
教室、教材、教具等

予算配分

教育環境
人材（教員配置・連携・協力体制）
施設・設備（教室、教材、教具）
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さらに，自己点検・評価及び認証評価の結果を，活用するための PDCA サイクルが有効に機能

するような組織として，「育心育人教育推進委員会」を設置し，改革改善プランを作成した。平成

25（2013）年 3 月の学内研修会で同委員会は，活動報告並びに将来の計画を教職員に共有した。 

 

（3）6-3の改善・向上方策（将来計画） 

自己点検・評価及び認証評価の結果を，活用するための PDCA サイクルが有効に機能するよう

に，評価結果から改善のためのプランを作成する機能を有する組織として，平成 24 （2012） 年

度に設置した「育心育人教育推進委員会」は，教育の改革・改善を組織的・継続的に支援し教育

の質的向上を図ることを目的に設置される「高等教育研究センター」に引き継がれ，次年度以降

の改革改善プランを作成している。 

 

〔基準 6 の自己評価〕 

Ａ．自己点検・評価の適切性 

大学の質保証を考えるうえで，各大学の自主性・自律性は重要な要素である。改善・向上に向

けた取り組みとしての自己点検・評価は，各大学にとって重要な活動であるとともに，各大学の

自主性が強く求められる活動でもある。受身ではなく，自発的に実施することで，それぞれの大

学の使命・目的に即した質の高い積極的な自己点検・評価活動が展開されるものと考えている。 

また，本学は自己点検・評価の実効性を補完する機能として，教職員の人事評価並びに様々な

目標を定め現状を改革していく「BMS」を実施し近年の本学教育の充実・発展につながっている。 

 

Ｂ．自己点検・評価の誠実性 

自己点検・評価の中でも，特に重要な部分の評価・判定を行なう際には，その根拠となる関連

資料やデータをエビデンスとして明示し，客観性・透明性を確保している。業務ごとの現状を把

握するために実施するさまざまな調査や，情報の収集・加工・分析の重要性は誰もが理解すると

ころであり，必要性に応じてそれぞれの部署等で実施してきたが，「IR 部会」を設置し，必要な

教育情報の収集や分析を的確に行うことができるようになった。これによって本学の自己点検・

評価における誠実性がより高くなると考えている。 

また，自己点検・評価及び認証評価の結果については，本学ホームページの「情報公開」欄に

第 1 回目認証評価の終了後から公表しており，本学における自己点検・評価活動は誠実に実施さ

れている。 

 

Ｃ．自己点検・評価の有効性 

自己点検・評価を改善・向上につなげていく PDCA サイクルの確立は，本学の質保証システム

にとって重要な課題であったが，平成 21(2009)年度からの「BMS」の成果として，本学の人材育

成目標を達成するための教育システムの構築とその改善のための道すじが明確となり，平成 

24(2012）年度から PDCA サイクルの CA から P へつながるルートを担当するための組織として，

「育心育人教育推進委員会」を設置した。これにより，評価結果が確実に次の改善・向上につな

がる PDCA サイクルが確立した。 


